
（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

愛ランド里島構想推進事業［里島出会い創出分］ 2,600

（文教消防関係）

学校・家庭・地域連携協力推進事業（放課後子ども教室運営事業） 63,148 地域学習振興課

未来の「ふるさと松山」創造事業（次代に向けた特色ある学校づくり） 17,500 学校教育課

まつやま小中学生文化等体験学習事業［愚陀佛庵・平和教育プログラム分を含む］ 22,763 学校教育課

松山の教育研究開発事業 7,551 教育研修

センター事務所

教育の情報化推進事業 330,821 教育研修

センター事務所

（債務負担行為）

小学校教育用コンピュータ整備事業 814,833 教育研修

センター事務所

中学校教育用コンピュータ整備事業 391,246 教育研修

センター事務所

令和6年度 市長公約関連事業

愛ランド里島構想の重点プロジェクトである定住を推し進めるため、出会いの機会を提供
する結婚支援イベントを開催するほか、地元団体が取り組む出会い創出事業に補助する。

まちづくり
推進課

放課後や週末等に小学校の余裕教室などを活用して、こどもの安全・安心な活動拠点（居
場所）を設け、地域住民の参画を得ながら勉強やスポーツ・文化活動を行うほか、「まつや
ま型コミュニティ・スクール」のモデル地区で、地域学校協働本部の整備などを進め、こども
たちの成長を支える地域学校協働活動を更に推進する。

児童生徒が、ふるさと松山で持続可能な社会の創り手になるため、「ふるさと松山学」を活
用したふるさと教育など特色ある学校づくりや、SDGsの目標につながる体験活動などに
取り組む市立の幼稚園と小中学校を支援し、探究的な学習や体験活動を通して学ぶ機会
を確保する。
また、職員派遣事業に加え、「松山市SDGs推進協議会」に参加している企業などが実施す
るSDGsに関連した事業や講師派遣などを活用する。

事　　業　　概　　要

少子化対策と子育て環境の充実

8,831,684 千円45 事業

柱１

こどもの豊かな感受性を育むとともに、将来への可能性を引き出すことを目指し、児童生
徒に優れた文化芸術に触れる機会を提供するほか、子規記念博物館内の「愚陀佛庵」を訪
問し、人のつながりや出会いの大切さを学んだり、「掩体壕」を見学し、平和の大切さを学
んだりできる機会を提供する。

小中学校と協働した授業づくり等の研究や教材の開発、センター研究発表会などを通し
て、教職員の授業力を向上させ、児童生徒の確かな学力と豊かな心を育成する。
また、「ふるさと松山学」教材を活用し、特色ある松山の教育を推進する。

学校の事務処理の効率化と、児童生徒の情報活用能力などの育成のため、ＩＣＴ環境を整
備・管理し、情報教育の実践と調査研究を行う。また、ICT支援員を配置し、児童生徒の情
報活用能力や教員のICTスキルを向上させるとともに、教員の業務負担を軽減する。

GIGAスクール構想を進め、児童生徒1人1台端末や校務用コンピュータなどを適切に管理
する。また、有効に活用するための教材用ソフトウェアや消耗品を整備する。

事項 期間 限度額

ICT支援員配置業務委託 R5～R8年度 178,200

柱1



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

柱１

【新規】 臨時特例　価格高騰分学校給食費負担事業 212,068 保健体育課

（市民福祉関係）

平和事業［「掩体壕」活用・平和の語り部派遣分］ 843 市民生活課

障がい児相談窓口事業 75,392 障がい福祉課

（債務負担行為）

【新規】 結婚新生活支援事業 367,035 こどもえがお課

【新規】 少子化対策推進事業 9,696 こどもえがお課

【新規】 松山市こども計画策定事業 17,280 こどもえがお課

（債務負担行為）

出会い・交流創出事業 8,890 こどもえがお課

母子保健育児支援事業 10,760 すくすく支援課

不妊治療・不育症検査助成事業 63,634 すくすく支援課

学校給食用の食材価格が高騰している中、保護者の経済的負担を増やすことなく、これま
でどおりの栄養バランスと量が維持された学校給食を提供するため、令和6年度は、食材
の購入費用のうち、価格上昇分を市が負担する。

新しい子育て情報サイトを作成するなど、少子化対策やこども施策を効果的に発信し、市
民に届けやすくするとともに、子育てしやすいまちを実感できるよう、少子化対策を推し進
める。

ハーモニープラザにこどもの発達支援に関する相談窓口を設け、発達に不安があるこども
を継続的、専門的に支援する。

事項 期間 限度額

松山市中央児童センター等
指定管理委託

市民の平和意識を高めるため、平和資料展や平和の語り部派遣、松山市指定有形文化財
「掩体壕」の利活用などを実施する。また、市内の小学生に「掩体壕」を見学する機会を提供
し、戦争の悲惨さや平和の尊さを、次世代を担うこどもたちに伝えていく。

R5～R10年度 2,614,400

経済的な理由で結婚を諦めることがないよう、所得など一定の要件を満たす新婚世帯に
引越費用や家賃等の一部を補助し、経済的負担を軽減する。

こども基本法第10条に基づく市町村こども計画として、松山市こども計画を策定するた
め、ニーズ調査を行うとともに、策定支援業務を委託する。

事項 期間 限度額

松山市こども計画策定
支援業務委託

R5～R6年度 16,000

結婚を希望される方の出会いの場を提供するとともに、出会い・交流イベントに対する一
部補助を行い、出会いの場を創出する。

乳幼児の健康保持や保護者への育児支援のため、発達相談などを実施するほか、幼児の
通園する保育園などと情報を共有し、育児不安を軽減する。また、小児科医師が医学的な
助言や指導を行い、地域に住む全てのこどもが健やかに成長できるよう、支援体制を充実
させる。

初めての不妊検査・治療や、生殖補助医療と併せて行った先進医療に係る費用を補助す
る。また、不妊・不育症に悩む方からの相談に応じるほか、先進医療の不育症検査を受けた
場合に、その費用の一部を補助する。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

柱１

【拡充】 妊娠・出産支援事業 390,092 すくすく支援課

【新規】 プレコンセプションケア（妊娠前からのケア）事業 9,364 すくすく支援課

ファミリー・サポート・センター運営等事業 11,060 子育て支援課

子育て応援券交付事業 104,127 子育て支援課

SNS子ども子育て相談窓口事業（DV・ひとり親相談分） 2,290 子育て支援課

SNS子ども子育て相談窓口事業（子ども総合相談分） 11,812

（債務負担行為）

【新規】 出産世帯応援事業 204,781 子育て支援課

【新規】 出産世帯奨学金返還支援事業 72,154 子育て支援課

子育て短期支援事業 4,481 子育て支援課

【拡充】 ひとり親家庭等自立支援事業［こどもの学習支援事業分］ 11,302 子育て支援課

（債務負担行為）

6,800

保護者が仕事や病気、家庭の事情等で児童の養育が一時的に困難となった場合、児童養護
施設等や里親宅で7日間以内で預かる。また、夫等の暴力から一時的に逃れる場合や経済
的問題等で緊急一時的に保護が必要な場合に、県母子生活支援センター等で母親と児童
を保護する。

児童扶養手当受給世帯などの小学５・６年生を対象とした学習支援「松山こども塾（まつ
じゅく）」を実施し、貧困の連鎖を防ぐ。
令和６年度は、「まつじゅく」を現在の3会場に加えて、新たに東部、西部でも開始する。

事項

子ども総合相談
センター事務所

気軽に相談できるLINEを活用した相談窓口を設け、こどもや子育てについての悩み、DV
被害などの相談に広く対応する。

事項 期間 限度額

出産や育児の不安を軽減し、安心して子育てができる環境を整えることを目的に、相談・訪
問指導・健康教室などを実施する。「すくすく・サポート」で保健師等が全妊婦と面談し、妊
娠や出産・育児の相談ができる機会を増やすなど、妊婦や子育て家庭に寄り添う「伴走型
相談支援」を充実させるとともに、経済的負担を軽減するため、出産・子育て応援金を給付
する。
また、産前・産後サポート事業やこんにちは赤ちゃん訪問事業などを通じ、妊娠期からの切
れ目ない支援を提供するほか、産後ケア事業の体制整備に必要な費用を補助する。
令和6年度は、成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等
を切れ目なく提供するための施策を総合的に推進する計画を策定する。

早くから妊娠・出産の知識をもち、自分の体と健康への意識を高めるため、将来の妊娠に
備えて今の自分の身体の状態を知っておきたい女性を対象に、検査費用を補助するとと
もに、大学生等を対象に普及啓発を行う。

こどもの送迎や預かり等のサービス利用料を助成するなど、子育てにやさしいまちづくり
を推進する。

第2子以降のこどもの紙おむつ購入費用を支援し、安心してこどもを産み育てることがで
きる環境を整備する。

こどもを持ちたい夫婦が経済的な理由で出産を諦めることがないよう、所得など一定の要
件を満たす出産後1年以内の世帯に、奨学金返還にかかる１年分の費用の一部を補助し、
経済的負担を軽減する。

こどもの学習支援事業業務委託 R5～R8年度 24,900

こどもの学習支援事業業務委託
（東部・西部分）

R6～R8年度

期間 限度額

SNS子ども子育て相談
窓口事業業務委託

R4～R6年度 29,300

こどもを持ちたい夫婦が経済的な理由で出産を諦めることがないよう、所得など一定の要
件を満たす出産後1年以内の世帯に、育児用品や時短・省エネ家電の購入費などの一部を
補助し、経済的負担を軽減する。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

柱１

【新規】 ひとり親家庭等自立支援事業［受験料・模試費用への補助分］ 3,316 子育て支援課

子ども医療助成事業 2,560,066 子育て支援課

児童クラブ運営事業 1,395,238 子育て支援課

【新規】 児童クラブ運営事業［民間児童クラブ補助・公設児童クラブの会計等事務支援分］ 95,181 子育て支援課

子育てひろば等支援事業 53,465 子育て支援課

児童館等管理運営事業 445,553 子育て支援課

（債務負担行為）

【拡充】 児童クラブ室施設整備事業 54,455 子育て支援課

休日子どもカレッジ推進事業 8,000 子育て支援課

【新規】 地域子育て支援拠点事業（直営型） 13,921

養育支援訪問事業 22,496

中央児童センター・南部児童センター・北条児童センター・新玉児童館・味生児童館・久米児
童館・久枝児童館・畑寺児童館などを管理運営し、「あそび」を通してこどもとその保護者が
楽しく過ごす場を提供する。
令和６年度は、久枝児童館の空調機の更新や照明のLED化などの改修工事を行う。

事項 期間 限度額

松山市中央児童センター等
指定管理委託

R5～R10年度 2,614,400

児童扶養手当受給世帯などで一定の要件を満たす高校3年生と中学3年生に受験料や模
試費用を補助するほか、高校生への学力向上講座を実施することで、こどもの進学に向け
たチャレンジを後押しする。

昼間、保護者のいない留守家庭児童に適切な遊びや生活の場を提供するため、児童クラブ
を設置し、児童の健全育成を進める。

主に乳幼児を持つ親とそのこどもが気軽に集い、打ち解けた雰囲気の中で交流し、育児相
談などができる環境を整備することで、子育て中の親の子育てへの負担感を緩和する。
令和6年度は、地域子育て支援センターや子育てひろばが「地域子育て相談機関」として相
談支援や情報発信を行うとともに、「こども家庭センター」と連携し、子育てに関する相談
体制を充実する。

高校生など18歳年度末までのこどもの保険診療での入院・通院費の自己負担分を無料化
する。これにより、子育て家庭の経済的な負担を減らすほか、病気の早期発見と治療を支
援し、安心して子育てができる環境を充実させる。

新たに民間児童クラブに対し補助を行い、待機児童の解消につなげるとともに、公設児童
クラブの運営委員会が会計事務を委任した場合等の費用を支援し、放課後児童支援員の
事務負担を軽減する。

総合コミュニティセンターこども館内の「ToiToiToi（トイトイトイ）」など、乳幼児とその保
護者が気軽に集うことができる場所を設け、子育て相談、情報提供、助言その他の援助を
行う。
また、こども食堂の実施に必要な費用を補助することで、活動の促進を目指し、こどもの居
場所づくりにつなげる。

児童クラブの待機児童対策としてクラブ室を整備するとともに、増加する入会児童の生活
環境を改善し、児童の健全育成を進める。
令和６年度は、味生第二小学校に児童クラブ室を増設するほか、雄郡小学校の児童クラブ
室を校舎内に移設し、新たに約50人分の受入れを確保する。

愛媛県などと連携し、長期休暇中に保護者のいない留守家庭児童などに、学びや遊びの場
を提供する。

子ども総合相談
センター事務所

若年妊婦や、育児ストレス、産後に強い不安感や孤立感を抱えるなど様々な原因で養育支
援が必要な家庭に、保健師、保育士などが訪問し、具体的な養育に関する指導や助言等を
行う。これにより、育児不安の軽減や個々の家庭の抱える養育上の諸問題の解決などを目
指す。

子ども総合相談
センター事務所



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

柱１

【新規】 要保護児童対策事業 10,932

総合相談事業 20,703

ヤングケアラー支援事業 9,732

一時預かり事業 261,529 保育・幼稚園課

【拡充】 地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター） 95,028 保育・幼稚園課

【拡充】 病児・病後児保育事業 139,905 保育・幼稚園課

保育士等確保支援事業 57,229 保育・幼稚園課

待機児童対策・保育の質向上事業 311,219 保育・幼稚園課

【新規】 はじめて保育・ママパパリフレッシュ事業 8,067 保育・幼稚園課

保護者が就労などで、病気のこども（小学6年生まで）を家庭で保育できない場合に、病児
保育実施施設で、一時的な預かり保育を行うほか、保育中に体調不良となったこどもの保
育所などから同施設までの送迎を行う。
令和６年度は、実施地区を北部（高木保育園）と西部（三葉幼稚園）に拡げて実施する。

保育士確保のため、保育士養成校等で資格を取得する場合の費用を補助する。また、新任
保育士への職場定着研修や高校生などへの出前講座を行うほか、清掃など保育の周辺業
務を行う保育支援者を雇用する保育所などに補助する。
また、関係機関と連携して保育士の魅力発信に取り組むほか、感染症対策のため、保健師
による巡回支援や指導を行う。

待機児童対策に加え、保育の質向上を目的とし、4月に1，2歳児の定員を超えて受け入れ
ている施設への助成、入所予約制の導入、加配保育士に対する助成、障がい児保育を担う
保育士への助成等を行い、保育サービスの充実を目指す。また、使用済み紙おむつの処分
費用を助成し、保護者と保育士の負担を軽減する。
さらに、こどもの安全対策と保育士の負担軽減のため、私立保育所などに、登園管理など
の業務をICT化するためのシステム導入に必要な経費を補助する。

未就園児を養育する保護者の孤独や孤立を解消し、安心して子育てを行う環境を整備する
ため、一時預かりを実施している一部の園でリフレッシュ目的の専用枠を設ける。

認可保育所などが開設する地域子育て支援センターで、地域の子育て家庭からの育児の
相談に担当者が対応するほか、親子が気軽に集うなど、情報交換や交流ができる場を提供
する。
令和６年度は、多胎児の妊婦や親子が集う場を新たに北部にも設け、多胎児への支援を強
化する。

こどもに関する総合相談窓口で0歳から18歳までの子育て、虐待、不登校、問題行動など
の様々な相談に、こどもや家庭に寄り添いながら迅速で的確に対応する。また、関係部局
や関係機関との連携を密にし、個々の状況に応じた必要な支援につなげる。

子ども総合相談
センター事務所

子ども総合相談
センター事務所

子ども総合相談
センター事務所

ヤングケアラー・コーディネーターを配置し、専門相談窓口を設け、相談対応や学校訪問を
行うとともに、周知・啓発で認知度の向上に取り組み、ヤングケアラーの早期発見と適切な
支援につなげる。また、ヤングケアラーの負担軽減につながる公的サービスの利用調整や
家事援助ヘルパーの派遣などを行う。

保護者の就労や傷病等に伴う心理的・肉体的負担を解消するため、認可保育所などで一時
的な保育を実施する。

要保護児童等への継続支援、総合的な支援、予防的支援を実施するため、医療・保健・福
祉・学校等の関係機関で構成する要保護児童対策地域協議会の連携強化や体制整備を進
める。
令和6年度は、児童養護施設と連携し、要保護世帯を対象にペアレントトレーニング（保護
者が適切な子育ての知識を身につけられるよう支援する取組）を開始し、児童虐待の未然
防止や再発防止につなげる。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

柱１

【新規】 保育士緊急確保事業 28,126 保育・幼稚園課

待機児童ゼロの継続や子育てサービスの充実には、更なる保育士確保が必要であるため、
保育士のための住居借上料や、県外から移住し市内の保育所等に就職する保育士の引越
費用や家賃等の一部を補助する。
また、市が委託した企業のコンサルタントが市内の保育所等を訪問し、保育士の確保や定
着に関する助言などの支援を行う。



柱２ （単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

こども本の森開設準備事業 30,791

文化振興事業 33,731 文化・ことば課

【新規】 文化振興事業[東京ガールズコレクション地方創生プロジェクト誘致事業分] 50,000 文化・ことば課

【新規】 文化振興事業[若者文化賑わい創出推進事業分] 20,000 文化・ことば課

ことばのちからイベント事業 31,800 文化・ことば課

【新規】 ことばのちからイベント事業 [道後温泉本館全館営業再開・改築130周年記念落語会分] 4,500 文化・ことば課

【新規】 ことばのちからイベント事業 [「この街で」20周年記念事業分] 5,600 文化・ことば課

【新規】 ことばのちからイベント事業 [俳句を軸とした台北市交流記念事業分] 2,143 文化・ことば課

俳句ポスト事業 6,202 文化・ことば課

令和6年度 市長公約関連事業

事　　業　　概　　要

交通の利便性向上とまちの賑わい創出

4,767,89329 事業 千円

坂の上の雲
ミュージアム

建築家・安藤忠雄氏から寄附を受ける「こども本の森」図書室（仮称）の坂の上の雲ミュージ
アムへの増築について、令和7年度中の開設に向けて準備を進める。
令和６年度は、内部デザイン設計、図書や備品の購入などを行う。

文化芸術の振興による魅力あふれるまちづくりのため、市民が文化芸術に気軽に触れられ
る機会を創出する活動に支援するなど、松山市文化芸術振興計画の将来ビジョン「市民全
員が“まつやま文化人”」を目指す。

「俳句甲子園」や「俳都松山PR事業」、「街はことばのミュージアム」など、ことばをキーワー
ドとした事業を展開し、「ことばを大切にするまち松山」を市内外に発信する。引き続き、過
去の「ことば募集」で寄せられた、ことば作品の掲出や群読コンクールを開催する。

俳句ポストに投句された俳句の選句と発表を行い、松山を訪れた観光客の満足度を高め、
市民がより俳句文化に親しめるようにする。また、俳句投稿サイト「俳句ポスト365」を運営
し、俳都松山をPRする。

地域の活性化を目指す「東京ガールズコレクション地方創生プロジェクト」を愛媛県と連携
して誘致し、ファッションや音楽などの若者文化に活気を与えるとともに、本市の魅力の全
国発信と再認識につなげる。

道後温泉本館の全館営業再開に合わせ、記念落語会を実施し、営業再開の認知度向上を
目指すとともに、「話芸」という「ことばのちから」でまちづくりを行う本市の魅力を発信す
る。

平成17年に誕生した愛唱歌『この街で』が、令和6年度で20周年を迎えることから、記念
イベントを実施し、郷土の大切な宝として受け継いでいく気運向上を目指す。

台北市との友好交流協定締結後10周年を記念して、台湾大学の学生を本市に招き、俳句
を軸とした交流事業を実施することで、友好交流都市間の相互理解を促し、若い世代への
俳句文化の浸透や俳都松山のPRを図る。

若年層が魅力を感じる音楽や食など多様なカルチャーに触れることができるイベントを実
施することで、地域の文化振興と賑わいの創出を図る。

柱２



柱２ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

文学賞運営事業 16,719 文化・ことば課 

（債務負担行為）

市民スポーツ活動活性化事業 4,946

社会体育振興事業 27,325

スポーティングシティまつやま推進事業 64,859

（文教消防関係）

文化財めぐり事業 1,882 文化財課

埋蔵文化財センター管理・教育普及事業 ［施設管理以外］ 18,444 文化財課

子規記念博物館管理運営事業 ［施設管理以外］ 29,066 子規記念博物館

子規記念博物館企画展示事業 10,060 子規記念博物館

（市民福祉関係）

【拡充】 高齢者いきいきチャレンジ事業 17,099 高齢福祉課

スポーティング
シティ推進課

スポーティング
シティ推進課

市民が生涯にわたりスポーツを楽しむことができるよう、各種スポーツ大会や市民体育祭
を開催するとともに、市長旗杯大会を開催する各種団体を支援する。

65歳以上の高齢者を対象に、健康アプリを利用し、イベントの参加や、目標歩数の達成、脳
トレゲーム、食事の記録、健診の受診等にポイントを付与する。
令和6年度は対象イベントの回数を増やし、更なる外出機会を創出するとともに、高齢者が
アプリの登録や使い方などを気軽に相談できる体制を整備する。

スポーティング
シティ推進課

国・県・市指定文化財など、郷土にある様々な文化遺産を見学する機会を作り、文化財保護
の意識を高める。

市民が、本市の埋蔵文化財や歴史・文化への理解を深めるために、常設展に加え、特別展
や講演会などの教育普及活動を行い、埋蔵文化財を保護する意識の啓発や市民の地域学
習などでの埋蔵文化財の活用を進める。
令和3年度から4ヵ年で、老朽化している国指定重要文化財「愛媛県朝日谷二号墳出土品」
を保存修理する。

子規顕彰全国俳句大会、子規顕彰全国短歌大会、子規顕彰松山市小中高校生俳句大会、子
規さん俳句かるた大会などを開催し、俳句や短歌などの文学の普及・振興を図るほか、
SNSなどを活用して子規の業績を広く発信する。

スポーツの振興・普及のため、「愛媛マラソン」「トライアスロン中島大会」などの大規模な大
会や各種スポーツ大会への支援に加え、スポーツ功労者の表彰などに取り組む。

文学賞運営業務委託 R5～R6年度 14,600

俳句と同じく短いことばでアイデアを表現する「ショートショート」の文学賞の「坊っちゃん
文学賞」で、「ことばと文学のまち松山」を一層全国に発信する。

事項 期間 限度額

スポーツを切り口に、国内外での交流人口の拡大を目指し、関係団体や民間事業者と一層
連携し、スポーツコンベンションの誘致やプロスポーツ支援に取り組む。

正岡子規をはじめ、周辺の人々や郷土松山の資料を体系的に展示する。
令和６年度の特別企画展は、子規の活動の重要な分野であった評論にスポットを当て、子
規の文学活動を新たな視点から掘り下げる。また、収蔵資料を活用した特別展を開催する
ほか、資料の修復やデジタルアーカイブなどで収蔵資料を適切に保管、活用する。



柱２ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

スポーツ・レクリエーション教室開催等事業 1,422 障がい福祉課

生涯健康づくり推進事業 5,325 健康づくり推進課

（都市整備関係）

都市再生協議会運営事業 39,212 都市・

交通計画課

市駅前広場整備事業 1,999,303 都市・

交通計画課

城山公園整備事業 801,523 公園緑地課

都市緑化推進事業［植木まつり分］ 3,368 公園緑地課

みんなで育む美しい街並みと賑わい創出事業 10,147 都市デザイン課

市街地再開発支援事業 802 都市デザイン課

松山駅周辺整備事業 1,107,225 松山駅

周辺整備課

（債務負担行為）

R6～R8年度 1,230,000
松山駅周辺土地区画整理事業
に伴う支障物件移転補償事業

（設備）

美しい街並みや賑わいの創出に取り組むため、民間による施設整備などへ支援する。

インセンティブを付与するウォーキングや健康マイレージ事業等を通じて、こども、働く世
代、高齢者が主体的に健康づくりを継続できるきっかけづくりなど、松山市健康増進計画
に基づき、生涯を通じた健康づくりを支援する。

障がい者スポーツをサポートする指導員の育成を支援する。また、障がい者が健康増進の
ため、地域で広くスポーツに親しむことができるよう、障がい者スポーツ大会を開催するな
ど、活躍の場を提供することで、障がい者の社会参加の促進と障がい者スポーツの振興を
目指す。

松山植木まつりの開催により、市民の緑化に対する理解促進及び機会創出を行い、花と緑
のあふれるまちをつくる。

松山駅周辺土地区画整理事業
に伴う支障物件移転補償事業

（建物）
R6～R8年度 33,000

公・民・学が連携する、都市再生協議会の活動拠点である「松山アーバンデザインセンター」
が行うまちづくりの調査研究や計画立案、人材育成の活動などの運営経費を負担する。

公共交通の乗り継ぎ利便性の向上や、賑わい空間の創出による中心市街地の活性化を促
すため、１日約３万人の乗降客が行き交う松山市駅前を、新たに「交流広場」として整備す
る。
令和６年度は、路面電車の移設や東西ロータリー、第４別館前駐輪場の整備工事を行うほ
か、地元商店街が実施する沿線建物のファサード（外観）整備に補助する。

史跡松山城跡かつ都市公園である城山公園の堀之内地区を、史跡の遺構を保存・活用しな
がら市民や観光客が自由に集い憩う緑豊かな本市のセントラルパークとして整備する。
令和６年度は、広場造成と無電柱化の工事等を実施する。

移転補償や宅地造成、道路・電線共同溝の工事などを実施する。

事項 期間

中心市街地を活性化しコンパクトシティを推進するため、民間主導の市街地再開発事業を
支援し、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を行う。

限度額



柱２ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

（産業経済関係）

【新規】 商店街空き店舗出店促進事業 38,700 地域経済課

【新規】 松山市商業振興対策事業［商店街等連携・賑わい創出支援事業分］ 21,000 地域経済課

商店街等活性化事業 13,557 地域経済課

まつやま産業まつり事業 15,510 地域経済課

二之丸庭園・城山公園等管理事業 145,458

松山を楽しもうキャンペーン事業 23,000

松山城管理事業【松山城】 167,174 観光・
国際交流課

重要文化財を有する松山城を維持管理するほか、夜間のライトアップイベントや松山城を
舞台にした集客イベントを開催するなど、松山城の魅力を充実させることで、集客を促し、
来場者の満足度を高める。

観光・
国際交流課

中心市街地を活性化するため、新聞社や放送局などの県内主要メディアが一体となり行政
と連携しながら、城山公園を中心に「松山を楽しもうキャンペーン」を開催する。

空き店舗を減らし、商店街の魅力を高め、まちの賑わいを創出するため、商店街の空き店
舗への新規出店者に対し、出店奨励金を給付する。月額家賃に加え、新規出店に必要な改
装費用等を新たに対象に加えるとともに、中心市街地の商店街に大規模店舗が出店する
場合には、上限額を加算するなど、新規出店を力強く後押しする。

663,100

商店街等が行う、魅力創出や回遊性向上を図り、賑わいづくりにつながる取組を支援す
る。

(債務負担行為)

松山城天守・ロープウエイ
東雲口駅舎等指定管理委託

R4～R9年度 1,020,900

事項 期間 限度額

松山城天守観覧料等
キャッシュレス決済手数料

R元～R6年度 33,500

(債務負担行為)

事項 期間 限度額

二之丸庭園入園料
キャッシュレス決済手数料

R元～R6年度 900

松山城二之丸史跡庭園・
その他付帯施設等指定管理委託

R4～R9年度

商店街の活性化に取り組む団体の活動を支援することで、空き店舗率の改善や商店街の
利用者増加につなげて、市内商店街の賑わいを創出する。

地域の特産品の展示・販売などで、各種産業を周知するため、城山公園で「えひめ・まつや
ま産業まつり」を愛媛県と共同開催する。

観光・
国際交流課

二之丸史跡庭園等の施設を適切に管理するとともに、季節に応じたイベント等を開催し魅
力を充実させることで、集客を促し、来場者の満足度を高める。



柱３ （単位：千円）

予算額 担当課

（産業経済関係）

中小企業資金貸付事業 3,571,578 地域経済課

（債務負担行為）

【拡充】 松山しごと創造センター運営事業 49,074 地域経済課

（債務負担行為）

【新規】 スタートアップ総合支援事業 15,750 地域経済課

人材確保・育成支援事業 19,856 地域経済課

社会課題を解決しながら経済活性化をけん引し、急速に成長することで、多くの雇用を生
み出すスタートアップの創出とスタートアップと連携し市内企業が持続的に成長するため、
総合サイトの構築をはじめ、学生の起業支援や市内企業とのマッチング支援等を行う。

人材不足や物価高騰など厳しい経営環境の中でも、人への投資を行い、企業の成長につな
げようとする企業を後押しするため、重要な経営資源である従業員の確保や育成に取り組
む企業を支援する。

事項 期間 限度額

松山しごと創造センター
運営委託

R5～R8年度 147,000

松山市新型コロナウイルス対策等
資金融資利子補給金

令和2年度から、松山市中小企業資金融資制度を利用
して一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資を
行った金融機関に対し、年1.5％を限度として利子補
給する。

新型コロナウイルス対策
金融支援利子補給金

令和2年度から、愛媛県が取り扱う新型コロナウイル
ス対策の融資制度を利用した中小企業者又は当該融
資を行った金融機関に対し、年0.5％を限度として利
子補給する。

創業や経営の支援など、「しごと」に関する幅広いサービスを、ワンストップで提供する「松
山しごと創造センター」を管理運営する。
令和6年度は、創業の促進を図るため、新規創業及び経営安定化の支援に重点的に取り組
む。

松山市設備資金融資
利子補給金

平成30年度から、松山市中小企業資金融資制度を利
用して一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資
を行った金融機関に対し、年1.0％を限度として利子
補給する。

松山市消費税対策
資金融資利子補給金

令和元年度から、松山市中小企業資金融資制度を利
用して一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資
を行った金融機関に対し、年1.0％を限度として利子
補給する。

中小企業者などの創業や経営を支援するため、低金利融資や保証料補助を行う。

事項 期間 限度額

創業者支援利子補給金
平成24年度から、日本政策金融公庫が取り扱う創業
者向けの融資制度を利用して市内で創業する事業者
に対し、年1.0％を限度として利子補給する。

令和6年度 市長公約関連事業

事　　業　　概　　要

経済の活性化と雇用環境の整備

23 4,827,918事業 千円

柱３



柱３ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

生産性向上支援事業 16,000 地域経済課

　 データサイエンス活用支援事業 8,775 地域経済課

中小企業販路拡大事業 12,000 地域経済課

国際観光客誘致促進事業 340,997

【新規】 国際観光客誘致促進事業 ［台北市友好交流協定締結１0周年記念事業］ 20,695

修学旅行誘致促進事業 13,827

【拡充】 広域・観光交流事業　 7,197

瀬戸内・松山観光ビジネス戦略事業 43,382

クルーズ船誘致・受入推進事業 32,191

【拡充】 道後温泉活性化事業 34,977 道後温泉事務所

【新規】 道後温泉活性化事業［道後温泉本館全館営業再開・改築１３０周年記念事業］ 29,642 道後温泉事務所

（債務負担行為）

デジタル化やＤＸ(※)などによる業務効率化に取り組む市内中小事業者を支援し、生産性
の向上を推進する。
※DX（デジタル　トランスフォーメーション）　デジタル技術によって製品やサービス、ビジ
ネスモデルを「変革」すること。

大学生を対象にデータサイエンティストを育成するとともに、市内企業のデータを学生と企
業が活用しながら企業の課題を解決する。

松山圏域で連携し、中小企業などが県内外の複数の大手企業などに直接売り込む「逆」商
談会を地元で開催し、販路を拡大する。また、台湾との経済交流を推進するため、市内事業
者の台湾での販路拡大などを支援する。

観光・
国際交流課

観光・
国際交流課

観光・
国際交流課

観光・
国際交流課

愛媛県などと連携したインバウンドの誘致促進などに取り組む。

平日の団体旅行者の増加や卒業後のリピーターにつなげるため、学校や旅行会社に瀬戸
内・松山エリアの旅のルートや価値を提案し、修学旅行の誘致を促進するとともに、特別支
援学校などの修学旅行でサポート内容の充実を図る。

本市とのゆかりや深いつながりがある都市や近隣市町との連携事業などを実施し、観光交
流人口の拡大につなげる。
令和６年度は、本市と別府市を巡る周遊旅行の促進に取り組む。

広島地域と松山を結ぶ海上ルートを活用し、瀬戸内・松山エリアへの誘客促進に向けて、交
通事業者や広島地域の自治体などと連携し、旅行商品の造成を行うとともに、首都圏や関
西圏のほか、九州圏での観光プロモーション等を行う。

観光・
国際交流課

松山港に寄港するクルーズ船を誘致するために、愛媛県と連携し、船会社への商談会など
に参加し、本市の魅力をPRするほか、寄港時には乗客に観光案内などで市内周遊を促し、
地域経済の活性化につなげる。

道後温泉本館保存修理工事での観光産業や地域経済への影響を緩和するため、後期工事
期間中も工事と連動した活性化事業に継続して取り組み、道後温泉地区の賑わいを創出す
る。また、これまでの道後温泉活性化の取組検証を行うほか、今後益々増大するインバウン
ド需要に対し、多言語公式サイトの拡充やまち歩きコンテンツ「道後刻めぐり」の更新など、
更なる受入環境の整備を行う。

道後温泉本館保存修理工事
完成記念事業

R5～R6年度 25,000

観光・
国際交流課

台北市友好交流協定締結１0周年を記念した事業を実施し、両市の相互誘客につなげる。

道後温泉本館の全館営業再開や改築130周年を記念し、道後温泉のプロモーションなど
を行い、地元の機運醸成や誘客につなげる。

事項 期間 限度額



柱３ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 道後温泉本館保存修理事業 【道後】 404,516 道後温泉事務所

（債務負担行為）

水田農業担い手支援事業 812 農水振興課

有害鳥獣捕獲緊急対策事業 112,883 農水振興課

農業後継者対策事業 1,015 農水振興課

担い手等経営発展支援事業 7,897 農水振興課

流通販売促進事業 24,153 農水振興課

荒廃農地再生利用事業 639 農水振興課

未来型果樹産地強化支援事業 42,150 農水振興課

農業型地域おこし推進事業 5,662 農水振興課

新たな森林経営管理制度推進事業［木材出荷支援事業分］ 12,250 農林土木課

森林整備の推進と安定した木材の供給や林業経営のため、市内の森林所有者や林業経営
者が木材出荷のため実施する伐採等の経費の一部を補助する。

果樹農家の生産性向上や事業継続のため、「紅まどんな」や「せとか」などの高収益が期待
できる品種の生産に必要な設備の整備などに補助する。

農業に特化した地域おこし協力隊が就農活動や地域行事に参加するなど、島しょ部の農業
振興と地域活性化を目指す。

人・農地プランの法定化に伴い、地域での話し合いにより目指すべき将来の農地利用の姿
を明確化する「地域計画」の策定を推進するなど、認定農業者などの経営や地域農業の発
展に取り組む。

「まつやま農林水産物ブランド」を生産者、販売者、消費者が誇れるトップブランドに成長さ
せるため、消費者や社会的ニーズに対応したPR活動や情報発信、販売促進活動に取り組
む。また、松山で採れた旬の果物や野菜などを集めた「まつやま農林水産まつり」を開催
し、地場産品の魅力を知る機会を提供するとともに、地産地消につなげる。

重要文化財 道後温泉本館の文化財的価値を維持し、次代に引き継ぐため、地域経済への
影響を考慮した工事方法で保存修理工事を円滑に実施する。
令和6年度は、工事の総仕上げを行うほか、工事後を見据えて、保存活用計画の策定など
を行う。

事項 期間 限度額

道後温泉本館保存修理工事 H30～R6年度 2,394,200

道後温泉本館保存活用事業

農作物の被害軽減のため、有害鳥獣（イノシシ・サル・シカなど）を捕獲した場合に報償金を
支払うほか、被害を防ぐための電気柵や捕獲するための箱わななどの資機材購入費用を
補助する。

水田農業の経営発展と水田の効率的な利用のため、農地中間管理事業を利用し、新たに水
田を集積する農地利用者に奨励金を交付する。

新規就農者や農業後継者が直面する様々な課題解決に取り組み、本市の農業の持続的な
発展に必要な次世代の農業経営者を育成する。

優良農地の確保や荒廃している農地の有効活用、生産者の事業拡大のため、農地を再生
し、利用する経費の一部を補助する。

R5～R6年度 22,500



柱４ （単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

【新規】 市税の徴収事業[Web口座振替受付サービス導入分] 6,892 納税課

車両等管理事務［車両電動化促進による脱炭素化推進事業分］ 15,969 管財課

SDGs推進事業 7,800 企画戦略課

デジタル化推進事業 20,419 デジタル戦略課

【新規】 デジタル化推進事業[窓口キャッシュレス決済導入分] 31,108 デジタル戦略課

（債務負担行為）

【新規】 デジタル化推進事業[外部デジタル人材確保・協働事業分] 6,029 デジタル戦略課

切れ目のない全世代型防災リーダー育成事業 15,427 防災・危機管理課

令和6年度 市長公約関連事業

公用車をガソリン車から電気自動車へ段階的に転換し、CO2の排出量を削減するととも
に、災害時の非常用電源としても活用する。また、市が電気自動車を積極的に導入するこ
とで、脱炭素の取組を普及啓発する。

SDGsの達成に向け「産・学・民・官・金」など各種団体が協働で課題解決に取り組むプラッ
トフォーム「松山市SDGs推進協議会」の活動支援を行うとともに、SDGsを推し進める旗
振り役としてSDGs推進コンダクターを養成するなど、地域に行動の輪を広げることで、持
続可能なまちづくりを推進する。

松山市情報化推進指針などに基づき、市民生活の利便性の向上や、デジタル技術を活用し
た地域課題の解決に取り組み、「自治体ＤＸ」・「地域社会のＤＸ」の取組を加速させるほか、
伴走型での地域コミュニティのデジタル化支援や高齢者などデジタル技術に不慣れな方へ
の支援を行う。

事項 期間 限度額

本市窓口でのキャッシュレス決済を一層推し進めるため、各課窓口やスポーツ施設、公民館
などでキャッシュレス決済を導入し、市民の利便性向上につなげる。

事項 期間 限度額

窓口キャッシュレス決済導入業務
委託

R5～R6年度 46,800

税金等の公金の納付にかかる口座振替の受付をオンラインで実施できるサービスを導入
し、市民の利便性向上と納期内の納付率向上につなげる。

産官学民の代表による「松山市防災教育推進協議会」を通じて、小学校、中学校などの教育
現場や、社会教育の場で全ての世代に防災教育を進め、小学生から高齢者まで切れ目なく
防災リーダーを育成し、市民全体の防災意識を高めて地域防災力を向上させる。また、大
学生防災士などの若い防災リーダーを地域や学校の防災活動の中で育成し、地域の活性
化につなげる。

内部事務システム再構築及び
電子決裁基盤導入業務委託

R5～R9年度 590,700

安全・安心で持続可能なまちづくり

49 2,400,568事業 千円

専門的な知見を有するデジタルアドバイザー(CIO補佐官)を確保し、職員と協働しながら
業務の効率化やデジタル技術を活用した地域課題の解決に取り組むことで、様々な分野の
DXを加速させる。

事　　業　　概　　要

柱４



柱４ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

雨水利用促進事業　 4,220 水資源対策課

【拡充】 節水推進事業 14,220 水資源対策課

新規水源開発準備事業 1,361 水資源対策課

『坂の上の雲』を軸とした21世紀のまちづくり事業 8,941

【拡充】 『坂の上の雲』を軸とした21世紀のまちづくり事業[地域の宝みがきサポート事業分] 2,100

【拡充】 『坂の上の雲』を軸とした21世紀のまちづくり事業[松山城周辺センターゾーン啓発モデル事業分] 2,500

風早レトロタウン構想促進事業 5,340

三津浜地区活性化推進事業 10,766

移住定住促進事業 33,684

移住定住促進事業[子育て世帯いらっしゃい事業分] 6,563

【新規】 移住定住促進事業[まつやま移住者定着支援事業分] 11,000

まちづくり
推進課

松山への定着と新しい人の流れをつくるため、若者目線で松山の魅力を発信する「マツワ
カ」の活動のほか、移住希望者に寄り添ったオーダーメイド型移住体感ツアーや移住相談な
どの取組を推し進め、「住みたい」「住み続けたい」まちを目指す。

節水意識を高めるため、節水シャワーヘッドの購入を行う場合に助成金を交付するととも
に、水の大切さを楽しみながら学べる体験・参加型のイベントなどを実施する。
令和6年度は、手元ストップボタンの活用が節水や施設職員の負担軽減につながることか
ら、福祉施設等を対象とした節水シャワーヘッド購入助成制度を開始する。

坂の上の雲ミュージアムをまちづくりの中核施設として活用するとともに、地域の宝の保
存、活用、継承などを目的とした解説板や案内標識等の設置を支援する。また、地域資源を
巡るふるさとウォークやサイクルロゲイニング大会の実施や、パンフレットによる広報など、
『坂の上の雲』のまちづくりに取り組む。

まちづくり
推進課

地域の宝の保存、活用、継承などを目的とした解説板や案内標識などの設置を支援する地
域の宝みがきサポート事業補助金の補助対象範囲を拡大し、地区ごとの申請限度回数も撤
廃することで、地域資源を生かした住民主体のまちづくりをより後押しする。また、新たに
「宝みがきサポートデスク」を設置し、地域資源に関する相談に適切に対応する体制を構築
する。

まちづくり
推進課

秋山兄弟生誕地など、小説『坂の上の雲』ゆかりの地が多くある松山城周辺センターゾーン
で、ガイドから説明を受けながらポイントを巡るイベントを実施し、『坂の上の雲』フィールド
ミュージアム構想に対する参加者の理解度を高めるとともに、松山への愛着を深める。

まちづくり
推進課

子育て世帯の移住を推し進めるため、移住する際の引越し費用の一部を補助する。
また、子育て世帯で、移住を検討している方へ積極的に情報発信し、子育て世帯から「選ば
れるまち」を目指す。

まちづくり
推進課

子育て世帯の移住・定住を推し進めるため、移住者が住宅を取得する際の費用の一部を補
助する。地域の担い手となる新たな子育て世帯が住み続けることで、持続可能なまちづく
りを目指す。

まちづくり
推進課

風早レトロタウン構想の実現に向け、資源活用、環境整備、情報発信、交流促進、協働推進
の5つのポイントに基づき、北条地域の活性化に取り組む。

まちづくり
推進課

三津浜地区活性化計画に基づき、港町として栄えた面影が今も息づく歴史や文化など三
津浜地区の魅力ある地域資源を活用し、賑わいを創出する。

雨水の利用を促すため、市民や事業者が雨水貯留施設を設置する場合に、助成金を交付す
る。また、水循環の大切さへの理解と関心を深めるための啓発活動を行う。

新規水源開発に向けて、さらに調査・研究を進める。

まちづくり
推進課



柱４ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【新規】 移住定住促進事業[移住サポート促進事業分] 1,250

フィールドミュージアムアカデミー久谷カレッジ運営事業 1,000

松山市地域振興構想策定事業 7,367

（債務負担行為）

愛ランド里島構想推進事業 47,461

里島地域おこし推進事業 13,372

【拡充】 地域におけるまちづくり推進事業 [まちづくり協議会デジタル化支援分] 2,000

坂の上の雲ミュージアム企画展示事業 28,377

【拡充】 都市イメージ向上事業 55,995

【新規】 都市ブランド戦略策定事業 24,540

（債務負担行為）

まちづくり
推進課

移住検討者が松山を視察する際の宿泊やレンタカーにかかる費用の一部を補助する。視察
の際には、先輩移住者や地域の方、市職員等に相談を受ける機会を設けることで、安心し
て移住できるように取り組む。

まちづくり
推進課

まちづくり
推進課

地域おこし協力隊が、島の魅力創出やプロモーション活動などに取り組み、地域振興の担
い手として交流人口の拡大や地域経済の活性化を目指す。

松山市地域振興構想策定事業 R5～R6年度 6,700

全国の人々から「選ばれる都市」を実現するため、本市の魅力ある資源や特性を生かして、
都市イメージと認知度を高める。
令和６年度は、本市を舞台としたアニメ映画の公開に合わせデジタルコンテンツを活用し
たプロモーションを行うほか、フリーペーパー「暖暖松山」のインスタグラムアカウントを立
ち上げるなど、更なる魅力発信に取り組む。

松山市都市ブランド戦略プランの計画期間が令和6年度末で終了するため、本市の都市イ
メージや認知度向上等の指針となる第２期都市ブランド戦略を策定する。

限度額

第2期松山市都市ブランド戦略
策定支援業務委託

愛ランド里島構想の重点プロジェクトである定住を促進するため、「ハイムインゼルごごし
ま」、「神浦定住促進施設」、「空き家バンク」を運営するなど、島しょ部の活性化を目指す。

事項 期間 限度額

まちづくり
推進課

『坂の上の雲』フィールドミュージアム構想のサブセンターゾーンを中心に、これまでの取り
組みを振り返るとともに、市内各地域の特色や特性を生かしたまちづくりを進めるための
新たな地域振興構想を令和6年度に策定する。
令和6年度は、有識者や地域関係者との意見交換などを通して構想を策定する。

まちづくり
推進課

久谷地域全体を「フィールドミュージアムアカデミー久谷カレッジ」とし、行政と地域まちづ
くり団体、地元大学が連携し、地域の歴史や価値を研究・再評価し有効に活用することで、
地域を活性化させるとともに、若い世代のまちづくりへの参画の意識を高める。

坂の上の雲ミュージアムで毎年開催する企画展の計画策定・展示設計・展示制作などを行
う。

ＳＮＳを活用した情報発信や役員同士の情報共有など、まちづくり協議会活動のデジタル
化を支援し、持続可能な地域コミュニティを支える。

坂の上の雲
ミュージアム

事項 期間

R5～R6年度 22,000

シティプロモー
ション推進課

シティプロモー
ション推進課

まちづくり
推進課



柱４ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

市政広報事業 166,739

（債務負担行為）

まつやま　首都圏シティプロモーション事業 1,226 東京事務所

（文教消防関係）

松山圏域消防指令センター整備事業 765,624 消・通信指令課

（継続費）

【新規】 通学等環境整備事業［通学用車両DX活用事業分］ 330 学校教育課

公民館施設マネジメント事業 467,517 学習施設課

（債務負担行為）

（市民福祉関係）

市民との対話事業 597

【新規】 介護サービス事業者指導監督事業 [介護DX推進分]【介護】 786 介護保険課

事項 期間

711,500

広報紙やホームページ、点字広報など、本市の広報手段を活用し、市の基本方針や事業な
どをPRすることで、市政への正しい理解と協力を求める。また、関西などで開かれる県人
会で、本市出身者などに、市政への協力を求める。

事項 期間 年度 年割額

松山圏域消防救急デジタル
無線設備更新事業

R5～R6年度
R5年度

介護事業者の生産性向上を図るとともに、将来にわたって介護人材を確保するため、介護
保険サービス事業者連絡会で介護ロボットやDX関連機器の説明・体験ブースを設置し、介
護現場のデジタル化を推進する。

事項 期間

久米公民館・支所
長寿命化改良事業

R6～R7年度

市民と直接対話することで、地域の魅力や課題を明らかにし、連携を深めるため、「タウン
ミーティング」を開催するほか、市民が集まる場に市職員が出向いて、市政の説明や意見交
換を行う「笑顔のまつやま まちかど講座」を実施する。

限度額

松山の「地域イメージの向上」や、「交流・移住人口の増加」につなげるため、東京事務所の
立地面での利点を生かしながら、効果的なプロモーションを展開していく。

728,500

広報まつやま等配送事業 R4～R7年度

令和6年4月に松山圏域消防本部（松山・伊予・東温）で消防指令の共同運用を開始し、将
来にわたって持続可能な消防体制をつくる。
令和6年度は、消防救急デジタル無線設備を更新し、隣接地域や大規模な災害時の相互応
援体制を充実・強化する。

シティプロモー
ション推進課

保護者・学校双方の負担軽減をはかるため、山間部や島しょ部で運行している通学用車両
に位置情報サービスや乗車申請アプリを導入する。

R6年度

203,100

限度額

広報まつやま発行事業 R5～R6年度 88,800

66,000

タウンミーティ
ング課

安全・安心な施設を整備するため、長寿命化計画に基づき、公民館の老朽化状況や将来の
需要に応じて、適切な時期に適切な規模で改修などを行い、長寿命化などを進める。
令和６年度は、久米、八坂、泊、道後、浮穴、生石の各地区で工事を実施する。



柱４ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【新規】 個別避難計画作成事業（障がい者） 10,129 障がい福祉課

【新規】 個別避難計画作成事業（高齢者） 5,342 高齢福祉課

【新規】 個別避難計画作成事業（精神障がい者・難病患者） 980 保健予防課

【新規】 小児慢性特定疾病・育成・養育医療費等給付事業 [個別避難計画作成分] 103 すくすく支援課

（都市整備関係）

【拡充】 木造住宅耐震診断事業［耐震化緊急促進分］ 13,321 建築指導課

【拡充】 木造住宅耐震改修等補助事業［耐震化緊急促進分］ 113,847 建築指導課

【拡充】 ブロック塀等安全対策補助事業［耐震化緊急促進分］ 24,452 建築指導課

（環境企業関係）

環境教育啓発推進事業 15,306

地球温暖化対策事業 3,071

【拡充】 ゼロカーボンシティ松山推進事業 162,526

SDGsスマートアイランドモデル事業 1,864

市内企業脱炭素促進事業 3,494

災害発生時に、自ら避難することが困難な方々の避難支援の実効性を高めるため、地域や
福祉関係者等と連携し、個別避難計画を作成する。

環境モデル
都市推進課

災害に強いまちを目指し、以下の費用の一部を補助する。
(1)昭和56年5月31日以前に着工した木造住宅の耐震診断費用
(2)耐震診断の結果、補強が必要とされた木造住宅の耐震改修等費用
(3)避難路などに面し、老朽化等により劣化が認められ、倒壊の恐れがあるブロック塀の
撤去や建替えの費用
令和6年度は、能登半島地震の影響による防災意識の高まりを受け、木造住宅の耐震化を
一層促進するため、改修設計費の補助を追加し、事業費を拡充する。

環境モデル
都市推進課

市民の環境意識の向上を目指し、小中学校や児童クラブのほか各種団体にエコリーダーを
派遣するとともに、「環境バスツアー」や「サマーエコキッズスクール」など、体験型の環境学
習を行う。また、まつやまRe・再来館（りっくる）を拠点に「ごみ減量リサイクル」や「温暖化
対策」、「海洋プラスチックごみ問題」のほか、自然環境学習の各種講座を開催するなど、環
境全般にわたる啓発を行う。さらに、食品ロスの削減を目的とする「3010運動」や「冷蔵
庫チェック」、「生ごみ３きり運動」を広く周知する。

環境モデル
都市推進課

市内企業の脱炭素経営を促すため、ＥＳＧ融資を活用した事業への外部審査手数料を一部
補助するほか、地元金融機関や商工会議所等と連携し、地域ぐるみでの支援体制の構築と
支援メニューの拡大等で脱炭素経営を後押しする。

環境モデル
都市推進課

中島地域が抱える人口減少や少子高齢化、エネルギーの脆弱性などの課題を解決し、「豊
かな自然環境との共生」「快適で安全安心な暮らし」「島のにぎわい」を達成する持続可能
なスマートアイランドを実現するため、再生可能エネルギーの地産地消の拡大や環境にや
さしい電動モビリティの活用などに取り組む。

国の計画に基づく温室効果ガスの削減目標等を掲げる本市の計画に沿って、松山市域や
市役所から排出される温室効果ガスの削減を進める。

カーボンニュートラルの実現のため、太陽光発電システムや住宅用蓄電池などの設置、
ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）、電気自動車、Ｖ２Ｈ充放電システムの導入等への
補助やカーシェアリングの実証等を行い、民生部門（住宅、オフィス等）や運輸部門から排出
される温室効果ガスの削減を進める。
令和6年度は、太陽光発電システムの所有者が電気自動車を導入する場合、補助を上乗せ
し、温室効果ガスの削減効果を高める。また、脱炭素化の推進を目的とした「まつやま環境
フェア」の開催や、各種イベントで環境啓発を行うことにより、市民一人ひとりのライフスタ
イルの転換を促す。

環境モデル
都市推進課



柱４ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

ふれあい収集事業 3,242 清掃課

応急給水拠点の整備事業（応急給水栓の設置）【上水】 80,784 公営企業局

雨水貯留浸透施設改造助成事業【下水】 4,000 公営企業局

（産業経済関係）

都市部人材等活用支援事業 16,262 地域経済課

産業立地セールス事業 52,847 地域経済課

【拡充】 ふるさと納税・関係人口拡大事業 41,860 地域経済課

鹿島賑わい活性化事業 24,159

【新規】 スマート農機等導入推進事業 1,735 農水振興課

【新規】 まつやま農業未来人材投資事業 7,724 農水振興課

新たな森林経営管理制度推進事業［木材利用促進事業分］ 25,000 農林土木課

観光・
国際交流課

木の良さのPRや市民の木材利用に関する意識向上を図るため、多くの市民が利用する市
内の民間施設の木質化にかかる経費の一部を補助する。

鹿島公園を安全で快適に管理しながら、島の魅力を広く発信して来島者の増加につなげ
る。

柔軟な働き方推進のため、複業を行う都市部の外部人材の活用に向けた支援などを行う。

市内外企業への営業活動などで、本市への立地を促進する。

ふるさと納税をきっかけに関係をもった寄附者とのつながりを発展させ、関係人口を拡大
させることで、地域経済の活性化を図る。
令和6年度は、ふるさと納税・観光・物産で回遊性を持たせながら、データを基軸にふるさ
と納税や宿泊などの拡大に取り組み、地域経済の活性化や関係人口の拡大、データ活用人
材の育成などを行う。

農業者の高齢化や労働力不足が続く中、効率的な営農で農業を成長産業とするため、デジ
タル技術を活用し「農業ＤＸ」に取り組む。
農業指導センターで農業ＤＸ機器の説明会や営農指導を通して体験機会を提供し、農業者
の導入を後押しするとともに、アボカドの収穫量と品質の向上のため、果実の生育に影響
を与える昆虫の行動研究に愛媛大学と共同で取り組む。

市内全域でごみ出しが難しい高齢者などを対象に、自宅前まで市職員が訪問してごみを収
集することで、ごみ出しの負担を減らすとともに必要に応じて声掛けし、孤立化を防ぐ「ふ
れあい収集」に取り組む。

公共下水道の接続で不要となった浄化槽を雨水貯留浸透施設に改造する人へ助成する。

災害等の緊急時に効果的な給水活動が行えるよう、指定避難所になる給水区域内の小中
学校75校に応急給水栓を整備する。
当初の計画を2年前倒しし、令和6年度で対象の75校全ての整備を完了する。

農業者の高齢化や労働力不足が続く中、効率的な営農で農業を成長産業とするため、デジ
タル技術を活用し「農業ＤＸ」に取り組む。
モデル地区での遠隔操作で作業ができる草刈機の利用推進やドローンによる傾斜地での
薬剤散布調査など、スマート農機等の導入に向け、調査研究に取り組む。



公約除く新規・拡充 （単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

【新規】 市議会デジタル化推進事業 17,109 議会事務局

【拡充】 行政改革進行管理事務 27,226 人事課

【新規】 市税の徴収事業［ナッジ活用口座振替勧奨チラシ作成分］ 919 納税課

（文教消防関係）

【新規】 学校会計事務支援事業 4,496 学校教育課

【新規】 障がい等のある子どものための支援事業[「学級支援員」活用支援事業分] 11,132 学校教育課

【拡充】 教職員研修事業 1,563 教育研修

センター事務所

【新規】 学校体育振興事業[水泳学習指導事業分] 10,691 保健体育課

（債務負担行為）

【新規】 （仮称）久谷学校給食共同調理場整備事業 52,974 保健体育課

【拡充】 読書振興事業［夏休み・子ども図書館体験プログラム事業］ 65

住民の生涯学習を支援するため、年代に応じた各種イベントを実施する。
令和6年度は、こどもの発達段階に応じた読書習慣の形成に取り組むため、「図書館探検」
を実施するなど夏休み期間のこども向けイベントを充実させる。

中央図書館
事務所

市長公約関連事業を除く新規・拡充事業

事　　業　　概　　要

デジタル技術を活用した議会運営の効率化や活性化により、議会機能の強化を図る。
令和６年度は、情報通信機器等の調達及び議会関連施設の通信環境整備を行い、コミュニ
ケーションツールやペーパーレス会議システムなどを活用した各種会議が実施できる環境
を整える。

新たにナッジ理論（※）を活用したチラシで口座振替による納税を勧め、納期内での納付率
を向上させる。
※心理的な傾向や行動パターンを活用し、より良い選択を自発的に取れるよう促す手法

「松山市人材育成・行政経営改革方針」に基づき、ひと、仕事、組織の改革を一体的に推進
する。
令和６年度は、市民サービス向上等のため、庁舎の固定電話に、録音告知ガイダンス及び全
通話録音機能を導入する。

4,800

小中学校の教材費等の支払いについて、キャッシュレス化を促進し、現金取扱い上の事故
を防止する。また、教職員の学校会計事務に係る負担や振込手数料の有料化に伴う保護者
負担を軽減するため、小中学校が導入するインターネットバンキングの月額利用料及び学
校長が保護者に公費を振込む際の手数料を補助する。

多様な教育的ニーズのある児童生徒が共に学べる教育環境を整えるため、学級支援員を
配置し、対象となる学級に入り込んで支援する。

社会の変化や学校のニーズに応じて教職生活全体を見通した研修体系をつくるとともに、
大学と連携して、多様な研修の内容や方法の改善を検討し、質の高い研修を行う。
令和６年度は、　道後温泉本館全館営業再開・改築１３０周年の機会を捉えて、教職員を対
象に道後温泉の歴史や「ふるさと松山学」に関連した先人の足跡を辿る内容の講座を開催
する。

市立小学校の水泳授業で民間施設の活用や学校間の共同利用の実証事業を行う。

事項 期間 限度額

松山市立小学校
水泳指導等業務委託

R5～R6年度

学校給食を引き続き安定的に供給するため、老朽化している久米調理場、浮穴調理場を統
合し、恵原町（恵原荘跡地）に（仮称）久谷学校共同調理場を整備する。



公約除く新規・拡充 （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 不登校対策総合推進事業 72,488

（市民福祉関係）

【拡充】 松山市防犯協会防犯灯設置補助事業 120,565 市民生活課

【拡充】 男女共同参画推進センター管理運営事業 162,002 市民生活課

（債務負担行為）

【拡充】 高齢者離島生活支援事業 17,390 高齢福祉課

【拡充】 高齢者の保健事業と介護予防の一体的推進事業 18,788 高齢福祉課

【拡充】 共生のまちづくり啓発事業 4,276 障がい福祉課

【拡充】 生活困窮者自立支援事業 39,446 生活福祉総務課

【拡充】 妊婦・乳児健康診査事業 422,799 すくすく支援課

教育支援
センター事務所

不登校児童生徒の状況に応じてきめ細かく支援するために、「子ども総合相談センター事
務所」と連携し、来所・電話相談や学校への復帰を支援するための事業などを実施する。
令和6年度は、来所が難しい小学生などへオンライン面談を実施するほか、適応指導教室
と学校をオンラインでつなぎ、授業等を視聴できるようにする。また、青少年センターを拠
点に北条文化の森教室や公共施設を活用した個別面談の充実など支援の強化に取り組
む。

医療や介護、健診などのデータから、地域や個人の健康課題を把握し、疾病予防や重症化
予防に取り組む。また、通いの場などでの健康相談や健康教育により、フレイル（加齢等に
伴う虚弱状態）を予防し、フレイル状態にある方を適切な医療や介護サービスにつなげる。
令和6年度は対象を市内全域に拡げ、事業の更なる充実に取り組む。

生活困窮者の自立に向けた相談支援を行うほか、住居確保給付金を給付して、社会的経済
的な自立と生活基盤の安定を目指す。
令和6年度は、家計に課題を抱える市民に、必要な情報提供や専門的な助言を行い、生活
困窮からの自立を支援する。

障がいのある人もない人も共に生きる社会を目指して、広報や啓発活動を行う。また、障
がい者等の外出を支援するため、社会福祉協議会にバリアフリーマップの改訂費用を補助
する。

安全で安心なまちづくりを進めるため、町内会・自治会などによる防犯灯の新設費用を助
成するほか、故障などによる器具取替で器具のLED化を進める。
令和6年度からは、蛍光管が不点灯になった防犯灯をLED器具に交換し、LED化を更に推
し進める。

妊産婦や乳児へ健康診査を行い、異常を早期に発見し、必要な治療の勧奨などの保健指導
を行う。
令和6年度は、妊娠中のリスクの高い多胎妊婦に対して通常の妊婦健診に追加して５回分
の健診費用を助成する。

男女共同参画の視点を盛り込んだ様々なテーマの講座を開催するほか、企業や市民グ
ループへの講師派遣など各種事業を実施することで、社会のあらゆる分野で男女が共に
参画することができる環境をつくる。
令和6年度からは、女性相談をリニューアルし、臨床心理士等の専門家相談を開設するほ
か、男女問わず働き方について相談できる社会保険労務士相談を開設し、相談体制を充実
させる。

事項 期間 限度額

松山市男女共同参画推進
センター指定管理委託

R5～R10年度 670,000

中島地区で食料品等の買物支援に安否確認などの見守りを組み合わせた高齢者の生活支
援対策を行う。
令和6年度は、通所による方法で、健康チェックや食事、創作活動などのサービスを提供
し、住み慣れた地域で安心して元気に暮らせる環境を整備する。



公約除く新規・拡充 （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 幼児健康診査事業 29,667 すくすく支援課

【新規】 小児慢性特定疾病・育成・養育医療費等給付事業［交通費補助分］ 4,000 すくすく支援課

【拡充】 島しょ部航路運賃助成事業 7,671 医事薬事課

【新規】 がん対策事業［ウィッグ・乳房補整具等助成分］   5,486 健康づくり推進課

【新規】 感染症等検査体制整備事業     31,086 衛生検査課

（都市整備関係）

【新規】 四国新幹線導入促進事業 1,211 都市・

交通計画課

【拡充】 空家対策推進事業[老朽危険空家の解体費用の補助] 4,000 住宅課

【拡充】 開発行為等許可事務事業 14,998 建築指導課

（環境企業関係）

【拡充】 環境総合計画推進事業 6,132

【新規】 自然環境保全事業［ニホンジカ食害対策事業分］ 142 環境指導課

環境モデル
都市推進課

第2次松山市環境総合計画にある事業の進捗を管理し、実行性を高めるとともに、適正で
迅速な災害廃棄物処理が行えるよう、職員を対象に訓練する。
令和6年度は、第3次松山市環境総合計画の策定に向けた準備を進める。

ニホンジカの食害から希少植物を保護するため、愛媛県が設置する「（仮称）愛媛県生物多
様性保全推進協議会」に加入し、食害の調査・対策に取り組む。

がん治療に伴う外見（アピアランス）の変化（脱毛や乳房切除等）をカバーするため、がん患
者がウィッグや乳房補整具等を購入した場合に、その費用の一部を助成する。

病原体を安全に取り扱うことができる検体前処理室（陰圧室）やＰＣＲ機器等を設置し、将
来の感染症の流行を含め、様々な状況に対応できる検査体制を整備する。

地域の住環境を向上させるため、老朽化により倒壊などのおそれのある危険な空き家を
除却する所有者などに、補助金を交付する。
加えて、島しょ部に特化した空き家対策を推進するため、高額となる産業廃棄物等の運搬
などに係る費用に対する補助金を拡充する。

島しょ部に居住する方が、通院や妊婦健康診査の受診を目的に航路を利用した場合など
に、その経費の一部を補助することで、負担を軽減し、島しょ部への定住を促す。
令和6年度から、要介護者の付添人分を支援対象に拡充する。

幼児期の身体発達・精神発達の節目である1歳6か月児と3歳児に加え、令和6年度は、社
会性が高まり発達障害が認知されやすい５歳児に対して健康診査を行い、幼児の健やかな
発育や保護者の育児不安の軽減を目指す。

慢性的な疾病を抱えている児童や障がいを持つ児童が、県外の医療機関を受診する際の
交通費の一部を補助する。

四国新幹線の整備実現に向けて、新たに四国の県庁所在地４市で勉強会を開催する。
また、引き続き愛媛県新幹線導入促進期成同盟会へ参画し、関係機関への要望活動等を実
施する。

既存盛土分布調査により把握した既存盛土等に対し、安全性把握調査の必要性を判断す
るための優先度評価を行う。



公約除く新規・拡充 （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 南クリーンセンター運営管理事業 1,375,245 清掃施設課

【新規】 新南クリーンセンター整備事業 66,152 清掃施設課

（債務負担行為）

（産業経済関係）

【拡充】 中小企業振興円卓会議運営事業 4,588 地域経済課

【拡充】 （公財）松山観光コンベンション協会運営補助事業 191,553

【拡充】 松山港まつり三津浜花火大会事業 15,250

【拡充】 誘客促進・観光おもてなし事業 2,807

【拡充】 （公財）松山国際交流協会運営補助事業 101,497

【新規】 国際交流推進事業［平澤市友好都市提携20周年記念事業］ 7,619

【新規】 一般会計繰出金【競輪】 200,000 競輪事務所

観光・
国際交流課

まつやま観光キッズの活動や、観光事業者などを対象にした講座などにより、国内外の観
光客の受入態勢を充実させる。
令和６年度は、　道後温泉本館全館営業再開・改築１３０周年を記念し、観光キッズが観光客
におもてなしの品を配布する。

観光・
国際交流課

「四国で最大級の花火大会」を開催し、観光客を誘客するとともに、地域振興を図る。
令和６年度は、　道後温泉本館全館営業再開・改築１３０周年を記念し、花火の増発などを
行う。

施設を安全で効率的に運転管理して、ごみを適正に処理し、市民の生活環境を保全する。
また、廃熱を利用した発電や処理の過程で回収した金属類の再資源化など、循環型社会を
目指す。
令和6年度は、場内での事故防止のための安全対策をさらに徹底するため、ごみピットへ
の転落防止対策を行う。

観光・
国際交流課

持続可能で安定的なごみ処理体制の確保に向けて、南クリーンセンターを同敷地内に建て
替えるために必要な調査・計画策定に取り組む。

事項 期間 限度額

新南クリーンセンター
施設整備基本計画作成業務委託

R5～R6年度 46,400

新南クリーンセンター
環境影響評価業務委託

競輪事業で得た収益を競輪事業特別会計から一般会計に繰り出しを行う。
競輪の収益を一般会計に繰り出し、教育・文化・福祉・産業・まちづくりなど地域社会貢献に
活用することで地方財政の健全化を図る。

国内外の観光客や国内・国際コンベンションの誘致などで、観光・物産を振興する。
令和6年度は、台北市友好交流協定締結10周年を記念し、台北市からの代表団の受入を
行う。

国際体験による人材育成や在住外国人の支援など、市民の国際交流の機会をつくり、地域
の国際化、多文化共生の推進に取り組む松山国際交流協会に運営費を補助する。
令和6年度は、中学生海外派遣事業を再開する。

平澤市友好都市提携20周年を記念した事業を実施し、平澤市との交流を更に深める。

R6～R8年度 130,900

中小企業振興円卓会議が実施する中小企業振興につながる取り組みを支援する。
令和6年度は、円卓会議が中心となり、松山中小企業振興計画策定にかかる実態調査を行
う。

観光・
国際交流課

観光・
国際交流課



公約除く新規・拡充 （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 施設維持管理事業【競輪】 872,898 競輪事務所

（債務負担行為）

【拡充】 産地生産基盤パワーアップ事業 69,283 農水振興課

【新規】 全国植樹祭開催事業 6,118 農林土木課

国の「産地生産基盤パワーアップ事業」を活用し、大規模な施設整備で多大な初期投資が
必要となる農家などの負担を軽減するため、県の樹園地再編整備に合わせて、農業用ハウ
スなどの費用の一部を補助する。

令和8年度に「第76回 全国植樹祭」が開催されることを契機に、県と連携し、市民の森林・
緑に対する親しみや理解を深めるとともに、本市の魅力を発信する。
令和6年度は、全国植樹祭の機運醸成に取り組むとともに、（公財）愛媛の森林（もり）基金
と「愛媛県植樹祭」を開催する。

R6～R7年度 298,200

松山中央公園多目的競技場
宿舎管理業務委託

R２～R７年度 70,000

松山競輪開催に伴う
競輪選手等への給食業務委託

R3～R８年度 192,000

多目的競技場施設の維持管理において専門的な知識・技術が必要なものについては業務
委託を行い、適切な管理を行う。
令和6年度は、老朽化した走路の全面改修工事及び宿泊施設利用者の利便性向上のため
増築工事に着手する。

事項 期間 限度額

松山中央公園多目的競技場
走路改修事業

R6～R7年度 789,600

松山中央公園多目的競技場
東棟増築等事業



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課

（文教消防関係）

市立幼稚園預かり保育事業 22,905 保育・幼稚園課

（市民福祉関係）

豪雨災害被災者援護資金貸付金利子補給事業 66 市民生活課

（債務負担行為）

医療費適正化事業【国保】 21,306 国保・年金課

特定健康診査事業 【国保】 341,834 国保・年金課

特定保健指導事業 【国保】 35,266 国保・年金課

（債務負担行為）

保険料還付事業【国保】 30,000 国保・年金課

介護保険特別会計低所得者保険料軽減繰出金 946,014 介護保険課

【新規】 介護サービス事業者指導監督事業 [介護DX推進分]【介護】（再掲） 786 介護保険課

ふれあい・いきいきサロン事業【介護】 73,933 介護保険課

介護事業者の生産性向上を図るとともに、将来にわたって介護人材を確保するため、介護
保険サービス事業者連絡会で介護ロボットやDX関連機器の説明・体験ブースを設置し、介
護現場のデジタル化を推進する。

低所得者の介護保険料を軽減するため、一般会計から繰出す。

介護予防を推進する活動に取り組む住民主体のグループを支援するほか、デジタルツール
を使った新しいコミュニティを作ることで介護予防活動を推進し、高齢者の心身機能の維
持・向上を目指す。

生活習慣病の予防を目的に、特定健康診査の結果に応じた保健指導を行う。
特定保健指導の実施率などの成果に応じて委託料を支払う「成果連動型民間委託契約方
式（PFS：Pay For Success）」を導入し、実施率の向上を目指す。

事項 期間 限度額

特定保健指導業務委託
（令和6年契約分）

令和６年度　主要事業

事　　業　　概　　要

国民健康保険制度の医療費の増加に対応するため、医療費分析や重複頻回受診者・重複多
剤服用者への指導、後発医薬品普及啓発のほか、糖尿病性腎症重症化予防事業などを行
う。

21,900

40歳から74歳までの被保険者を対象に、生活習慣病に関する健康診査を無料で行う。

平成30年7月豪雨の際、災害援護資金貸付制度を利用した方に、利子補給を行い支援す
る。

事項 期間 限度額

平成30年7月豪雨災害援護資金
貸付金利子補給金

平成30年7月豪雨により被害を受け、災害援護資金
の貸付けを受ける者に対し、その者が負担すべき利子
の3％を限度として利子補給する。

R4～R6年度
特定保健指導業務委託

（令和5年契約分）

保護者の急用や就労などによる長時間保育のニーズに対応し、子育て支援の環境を整備
するため、教育時間開始前や終了後、長期休業中に預かり保育を行う。

R5～R7年度 23,000

保険料の減免等により発生する過誤納金（過年度分）の還付を行う。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

介護予防・生活支援サービス事業 【介護】 2,106,700 介護保険課

地域包括支援センター運営事業 【介護】 751,617 介護保険課

（債務負担行為）

認知症高齢者支援事業 【介護】 3,427 介護保険課

権利擁護推進事業 【介護】 37,747 介護保険課

介護給付適正化事業 【介護】 4,446 介護保険課

在宅医療・介護連携推進事業 【介護】 4,212 介護保険課

生活支援体制整備事業 【介護】 32,492 介護保険課

認知症総合支援事業 【介護】 3,574 介護保険課

地域ケア会議推進事業【介護】 8,564 介護保険課

緊急通報体制整備事業 14,096 高齢福祉課

敬老マッサージ補助事業 15,589 高齢福祉課

高齢者の自立支援・介護予防の観点から、多職種の専門的な視点に基づいて助言するケア
会議を開催し、サービスの提供などの知識や技術をケアマネジャーなどが取得することで、
高齢者の生活の課題を解決し、生活の質の向上を目指す。

緊急通報装置を貸与し、緊急時に受信センターなどが迅速で適切に措置できる体制を整備
する。

高齢者の健康と福祉の向上のため、70歳以上の高齢者に、あんま・マッサージに必要な施
術料の一部を補助する。

親族の支援が期待できない認知症高齢者などの人権を擁護し、必要な介護サービスなど
を提供するため、市が家庭裁判所に成年後見制度の審判を申し立てる。また、認知症高齢
者が地域で安心して住み続けられるよう、「松山市権利擁護センター」で高齢者や家族へ権
利擁護に関する相談や支援を行う。

地域包括支援センターに「認知症初期集中支援チーム」や「認知症地域支援推進員」を配置
するとともに、「チームオレンジ」を整備し、認知症の人やその家族を支援する体制をつく
る。

限度額

要支援認定者などに対して、要介護状態等の予防や軽減のほか、地域での自立した日常生
活を支援するため、訪問・通所サービスを行う。

利用者への適切なサービスの提供を目的として、ケアプランのチェックなどを実施し、介護
の給付に必要な費用の適正化を目指す。

単身や夫婦のみの高齢者世帯などが増加する中、地域で支え合う体制づくりを進めるた
め、松山市社会福祉協議会に生活支援コーディネーターを配置するとともに、関係者が地
域の課題や取組を話し合う機会をつくることで、地域福祉活動の充実・強化に取り組む。

認知症サポーターの養成などで、認知症の正しい知識の普及・啓発を目指す。また、徘徊す
るおそれのある認知症高齢者へ電波発信機を貸与し、早期発見や事故防止につなげる。

医療と介護の両方を必要とする状態の在宅高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を続けることができるよう、市が中心となり、医療・介護の関係団体等と、相談支援や情報
共有などの連携体制をつくる。

地域に密着した地域包括支援センターの運営で、高齢者の総合相談や支援、地域のケアマ
ネジャーなどを支援する。

事項

地域包括支援センター
運営業務委託

R3～R6年度 2,138,200

期間



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

高齢者優待割引入浴事業 35,404 高齢福祉課

愛の一声訪問事業 17,155 高齢福祉課

長寿祝品支給事業 20,759 高齢福祉課

高齢クラブ助成事業 10,332 高齢福祉課

独居高齢者みまもり員設置事業 6,750 高齢福祉課

軽費老人ホーム事務費補助事業 154,610 高齢福祉課

松山市社会福祉協議会運営事業 214,788 高齢福祉課

松山市社会福祉事業団運営事業 98,927 高齢福祉課

いきがい交流センターしみず管理運営事業 13,473 高齢福祉課

【拡充】 高齢者離島生活支援事業（再掲）     17,390 高齢福祉課

【拡充】 高齢者いきいきチャレンジ事業（再掲） 17,099 高齢福祉課

【新規】 個別避難計画作成事業（高齢者）（再掲） 5,342 高齢福祉課

中島地区で食料品等の買物支援に安否確認などの見守りを組み合わせた高齢者の生活支
援対策を行う。
令和6年度は、通所による方法で、健康チェックや食事、創作活動などのサービスを提供
し、住み慣れた地域で安心して元気に暮らせる環境を整備する。

65歳以上の高齢者を対象に、健康アプリを利用し、イベントの参加や、目標歩数の達成、脳
トレゲーム、食事の記録、健診の受診等にポイントを付与する。
令和6年度は対象イベントの回数を増やし、更なる外出機会を創出するとともに、高齢者が
アプリの登録や、使い方などを気軽に相談できる体制を整備する。

社会福祉施設の経営を効率化し、福祉の向上と増進に寄与する、松山市社会福祉事業団の
運営を補助する。

清水小学校の余裕教室を活用した複合施設を利用して、地域住民などとの交流事業や各
種講座などを実施する。

社会福祉法人が設立するケアハウスの利用料のうち、事務費の一部を施設が減免した場合
に、その減免した額を補助する。

地域福祉活動を推進し、すべての人が安心して暮らせる豊かな福祉社会を実現するため、
松山市社会福祉協議会の運営を補助する。

65歳以上の高齢者に、椿の湯を含む一般公衆浴場の入浴料を年度で50回まで助成する
ことで、高齢者の健康保持と憩いの場を作り、高齢者福祉の増進を目指す。

希望する77歳以上のひとり暮らしの高齢者に原則週2回、乳酸菌飲料を訪問配布して安
否を確認し、事故防止と社会的孤立感の解消を目指す。

各地域で社会奉仕活動などを行う高齢クラブに運営助成することにより、高齢クラブの健
全な育成を目指すとともに、高齢者の社会参加活動や健康増進活動などを推進する。

独居高齢者が安心して暮らすことができるよう独居高齢者みまもり員を配置し、訪問活動
などで独居高齢者の状況を把握し、安否を確認することで、不測の事故を防止するなど、
高齢者の福祉の増進を目指す。

災害発生時に、自ら避難することが困難な高齢者の避難支援の実効性を高めるため、地域
や福祉関係者等と連携し、個別避難計画を作成する。
令和6年度は、特に優先度が高い、要介護３～５の在宅高齢者の計画作成に取り組む。

長寿の節目（88歳・100歳）を迎えられた方に、長寿祝品を支給する。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 高齢者の保健事業と介護予防の一体的推進事業（再掲） 18,788 高齢福祉課

施設措置入所事業 306,651 高齢福祉課

後期健康診査事業【後期】 13,201 高齢福祉課

心身障がい者共同作業所運営補助事業 9,300 障がい福祉課

日中一時支援事業 16,944 障がい福祉課

巡回入浴サービス事業 13,920 障がい福祉課

日常生活用具給付貸与事業 150,022 障がい福祉課

重度身体障がい者等緊急通報体制整備事業 561 障がい福祉課

スポーツ・レクリエーション教室開催等事業  （再掲） 1,422 障がい福祉課

重度障がい者タクシー利用料金助成事業 28,652 障がい福祉課

児童発達支援センターひまわり園運営事業 150,561 障がい福祉課

（債務負担行為）

心身や生活環境、経済上の理由で、居宅で養護を受けることが困難な高齢者を養護老人
ホームで養護する。

疾病の早期発見、健康意識の向上のため、健康診査を実施し、健康寿命の延伸を目指す。

事項

在宅の身体障がい者でサービス事業所への通所が困難な方に、巡回入浴車による入浴
サービスを提供する。

企業などでの就労が困難な障がい者に作業訓練を行う心身障がい者共同作業所に補助す
る。

医療や介護、健診などのデータから、地域や個人の健康課題を把握し、疾病予防や重症化
予防に取り組む。また、通いの場などでの健康相談や健康教育により、フレイル（加齢等に
伴う虚弱状態）を予防し、フレイル状態にある方を適切な医療や介護サービスにつなげる。
令和6年度は対象を市内全域に拡げ、事業の更なる充実に取り組む。

在宅の障がい児（者）を介護している保護者や家族が、疾病などの理由で一時的に介護が
できない場合に、障がい児（者）に活動の場を提供し、保護者などの負担を軽減する。

限度額

2,118,800

身体障がい者（児）が日常生活を円滑に行えるよう、障がいの種類・程度に応じた日常生活
用具を支給する。

重度の身体障がい者などに緊急通報装置を貸与し、緊急時に受信センターなどが迅速で
適切な措置がとれる体制を整備する。

障がい者スポーツをサポートする指導員の育成を支援する。また、障がい者が健康増進の
ため、地域で広くスポーツに親しむことができるよう、障がい者スポーツ大会を開催するな
ど、活躍の場を提供することで、障がい者の社会参加の促進と障がい者スポーツの振興を
目指す。

タクシー利用料金の一部を助成して、重度障がい者の移動交通手段を確保するとともに、
付添介護での負担を軽減し、社会参加を促し、在宅福祉を増進させる。

障がいのある未就学児に、日常生活の基本的な動作の指導や集団生活への適応訓練など
を行う松山市児童発達支援センターひまわり園を運営する。

松山市身体障害者福祉センター等
指定管理委託

R5～R10年度

期間



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

障害児等療育支援事業 11,562 障がい福祉課

身体障がい者等入浴料割引事業 650 障がい福祉課

【拡充】 共生のまちづくり啓発事業（再掲） 4,276 障がい福祉課

移動支援等事業 65,305 障がい福祉課

身体障がい者航送料補助事業 801 障がい福祉課

障害者自立支援制度（福祉サービス）事務事業 119,119 障がい福祉課

（債務負担行為）

障害福祉サービス事業 15,374,162 障がい福祉課

重度障がい児訪問看護利用助成事業 111 障がい福祉課

障がい者総合相談窓口事業 34,425 障がい福祉課

障がい者工賃レベルアップ支援事業 5,400 障がい福祉課

障がい者相談支援事業 77,017 障がい福祉課

保健予防課

（債務負担行為）

限度額期間

障がい者相談支援業務委託 R3～R6年度 224,000

単独で屋外での移動が困難な障がい者などに外出の支援を行い、地域での自立生活や社
会参加を促す。

島しょ部の身体障がい者が自動車などを利用して乗船する場合の費用を助成することに
より、移動の負担を軽減し、社会参加の促進を目指す。

障害福祉サービスの利用での訪問調査や認定審査会の開催、支給決定事務や事業者への
指定、監査などに関する事務を行う。
地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき、令和6年度から令和7年度に
かけて、福祉総合システムを国の標準仕様に準拠した情報システムへ移行する。

居宅介護や就労系サービスなどの障害福祉サービスと放課後等デイサービス、児童発達支
援などの障がい児通所サービスを提供する。

事項

医療的ケアを常時必要とする重度の障がいがある児童生徒が、在籍する学校で訪問看護
を利用した場合の経費を助成し、保護者の介護・看護負担を軽減する。

福祉・子育て相談窓口に様々な障がいの相談に応じる総合相談窓口を設け、サービスの向
上につなげるほか、就労支援専門員を配置して障がい者の就労を促す。

障がい者の雇用・就労支援策や循環型社会への意識啓発の一環として、障がい者による古
着・廃食用油の回収を行い、障がい者の工賃のレベルアップを目指す。

市内南北2か所に「地域相談支援センター」を設け、全ての障がい種別に対応する窓口体制
を整え、利用者の利便性を高める。

事項

障がいのある人もない人も共に生きる社会を目指して、広報や啓発活動を行う。また、障
がい者等の外出を支援するため、社会福祉協議会にバリアフリーマップの改訂費用を補助
する。

障がい児（者）への専門的な機能を持つ施設に委託し、在宅障がい児（者）の地域での生活
を支えるため、訪問・指導・外来相談・施設指導を行う。

身体障がい者などを対象に、椿の湯を含む一般公衆浴場の入浴料を年度で50回まで助成
することで、障がい者の健康保持と憩いの場を作り、障がい者福祉の増進を目指す。

期間 限度額

福祉総合システム再構築業務委託 R6～R14年度 740,200



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

障がい児相談窓口事業（再掲） 75,392 障がい福祉課

（債務負担行為）

【新規】 個別避難計画作成事業（障がい者）（再掲） 10,129 障がい福祉課

重度心身障害者医療助成事業 2,023,583 障がい福祉課

生活保護適正実施推進事業 18,233 生活福祉総務課

ホームレス自立支援事業 1,279 生活福祉総務課

松山市子ども健全育成事業 2,780 生活福祉総務課

医療・介護扶助適正化事業 44,320 生活福祉総務課

生活保護受給者就労支援事業 16,976 生活福祉総務課

【拡充】 生活困窮者自立支援事業（再掲） 39,446 生活福祉総務課

生活保護支給事業 19,700,000 生活福祉総務課

救護施設委託事務費支弁事業 260,318 生活福祉総務課

生活困窮者の自立に向けた相談支援を行うほか、住居確保給付金を給付して、社会的経済
的な自立と生活基盤の安定を目指す。
令和6年度は、家計に課題を抱える市民に、必要な情報提供や専門的な助言を行い、生活
困窮からの自立を支援する。

災害発生時に、自ら避難することが困難な障がい者の避難支援の実効性を高めるため、地
域や福祉関係者等と連携し、個別避難計画を作成する。
令和6年度は、特に優先度が高い、在宅の身体障がい者手帳１、２級所持者などの計画作成
に取り組む。

ハーモニープラザにこどもの発達支援に関する相談窓口を設け、発達に不安があるこども
を継続的、専門的に支援する。

事項 限度額

身体や精神に著しい障がいがあるため、日常生活を営むことが困難な要保護者を救護施
設で援護する。

重度心身障がい者の医療費を助成し、重度心身障がい者の健康管理の向上に寄与すると
ともに、生活の安定と福祉の増進を目指す。

年金受給支援員の活用により、保護世帯の自立を支援するほか、債権徴収職員、口座振替
の活用により徴収金などの確実な徴収を目指す。また、不正受給対策を強化し、保護の適
正実施を更に推進する。

市内のホームレス解消のため、市で民間の借家を借上げ、ホームレスへ一時的に無償で貸
し出すことで、自らの意志で自立して生活できるよう支援する。

生活保護世帯など経済的に困っている世帯の中学生に学習の場を提供することで、希
望する高校への進学率の向上や将来の職業選択の拡充を目指し、貧困の連鎖を防ぐ。

レセプト点検や介護報酬点検などを行い、医療扶助及び介護扶助の適正化を目指す。

生活保護受給者が希望する就労条件や企業の人材ニーズを把握して、企業とのマッチング
などを行うことで受給者の就労を促す。

生活に困窮する全ての市民へ、困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、最低限度の生活を
保障するとともに、その自立を助長する。

松山市中央児童センター等
指定管理委託

R5～R10年度 2,614,400

期間



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【新規】 結婚新生活支援事業（再掲） 367,035 こどもえがお課

【新規】 少子化対策推進事業（再掲） 9,696 こどもえがお課

【新規】 松山市こども計画策定事業（再掲） 17,280 こどもえがお課

（債務負担行為）

出会い・交流創出事業（再掲） 8,890 こどもえがお課

【拡充】 妊婦・乳児健康診査事業（再掲） 422,799 すくすく支援課

母子保健育児支援事業（再掲） 10,760 すくすく支援課

【拡充】 幼児健康診査事業（再掲） 29,667 すくすく支援課

小児慢性特定疾病・育成・養育医療費等給付事業 179,052 すくすく支援課

【新規】 小児慢性特定疾病・育成・養育医療費等給付事業 [個別避難計画作成分・交通費補助分]（再掲） 4,103 すくすく支援課

不妊治療・不育症検査助成事業（再掲） 63,634 すくすく支援課

限度額

新しい子育て情報サイトを作成するなど、少子化対策やこども施策を効果的に発信し、市
民に届けやすくするとともに、子育てしやすいまちを実感できるよう、少子化対策を推し進
める。

こども基本法第10条に基づく市町村こども計画として、松山市こども計画を策定するた
め、ニーズ調査を行うとともに、策定支援業務を委託する。

事項 期間

経済的な理由で結婚を諦めることがないよう、所得など一定の要件を満たす新婚世帯に
引越費用や家賃等の一部を補助し、経済的負担を軽減する。

松山市こども計画策定
支援業務委託

R5～R6年度 16,000

結婚を希望される方の出会いの場を提供するとともに、出会い・交流イベントに対する一
部補助を行い、出会いの場を創出する。

妊産婦や乳児へ健康診査を行い、異常を早期に発見し、必要な治療の勧奨などの保健指導
を行う。
令和6年度は、妊娠中のリスクの高い多胎妊婦に対して通常の妊婦健診に追加して５回分
の健診費用を助成する。

乳幼児の健康保持や保護者への育児支援のため、発達相談などを実施するほか、幼児の
通園する保育園などと情報を共有し、育児不安を軽減する。また、小児科医師が医学的な
助言や指導を行い、地域に住む全てのこどもが健やかに成長できるよう、支援体制を充実
させる。

幼児期の身体発達・精神発達の節目である1歳6か月児と3歳児に加え、令和6年度は、社
会性が高まり発達障害が認知されやすい５歳児に対して健康診査を行い、幼児の健やかな
発育や保護者の育児不安の軽減を目指す。

初めての不妊検査・治療や、生殖補助医療と併せて行った先進医療に係る費用を補助す
る。また、不妊・不育症に悩む方からの相談に応じるほか、先進医療の不育症検査を受けた
場合に、その費用の一部を補助する。

災害発生時に、自ら避難することが困難な小児慢性特定疾病児童の避難支援の実効性を
高めるため、地域や福祉関係者等と連携し、個別避難計画を作成する。
また、慢性的な疾病を抱えている児童や障がいを持つ児童が、県外の医療機関を受診する
際の交通費の一部を補助する。

小児慢性特定疾病児童等の健全育成のため、医療費の助成や日常生活用具の給付、自立
支援事業を行うほか、身体の障がい・未熟児などへ医療費を助成する。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 妊娠・出産支援事業 （再掲） 390,092 すくすく支援課

【新規】 プレコンセプションケア（妊娠前からのケア）事業（再掲） 9,364 すくすく支援課

歯科保健事業（母子） 11,282 すくすく支援課

ファミリー・サポート・センター運営等事業 （再掲） 11,060 子育て支援課

子育て応援券交付事業 （再掲） 104,127 子育て支援課

SNS子ども子育て相談窓口事業(DV・ひとり親相談分)（再掲） 2,290 子育て支援課

SNS子ども子育て相談窓口事業(子ども総合相談分)（再掲） 11,812

（債務負担行為）

【新規】 出産世帯応援事業（再掲） 204,781 子育て支援課

【新規】 出産世帯奨学金返還支援事業（再掲） 72,154 子育て支援課

母子生活支援施設事業 35,398 子育て支援課

子ども総合相談
センター事務所

気軽に相談できるLINEを活用した相談窓口を設け、こどもや子育てについての悩み、DV
被害などの相談に広く対応する。

事項 期間 限度額

SNS子ども子育て相談
窓口事業業務委託

R4～R6年度 29,300

こどもを持ちたい夫婦が経済的な理由で出産を諦めることがないよう、所得など一定の要
件を満たす出産後1年以内の世帯に、育児用品や時短・省エネ家電の購入費などの一部を
補助し、経済的負担を軽減する。

こどもを持ちたい夫婦が経済的な理由で出産を諦めることがないよう、所得など一定の要
件を満たす出産後1年以内の世帯に、奨学金返還にかかる１年分の費用の一部を補助し、
経済的負担を軽減する。

母子家庭の生活の安定と向上のため、支援が必要な母子家庭を母子生活支援施設に入所
させ、必要な指導と助言を行う。

出産や育児の不安を軽減し、安心して子育てができる環境を整えることを目的に、相談・訪
問指導・健康教室などを実施する。「すくすく・サポート」で保健師等が全妊婦と面談し、妊
娠や出産・育児の相談ができる機会を増やすなど、妊婦や子育て家庭に寄り添う「伴走型
相談支援」を充実させるとともに、経済的負担を軽減するため、出産・子育て応援金を給付
する。
また、産前・産後サポート事業やこんにちは赤ちゃん訪問事業などを通じ、妊娠期からの切
れ目ない支援を提供するほか、産後ケア事業の体制整備に必要な費用を補助する。
令和6年度は、成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等
を切れ目なく提供するための施策を総合的に推進する計画を策定する。

早くから妊娠・出産の知識をもち、自分の体と健康への意識を高めるため、将来の妊娠に
備えて今の自分の身体の状態を知っておきたい女性を対象に、検査費用を補助するとと
もに、大学生等を対象に普及啓発を行う。

乳幼児期の歯科健診・歯みがき教室や、妊娠期等の歯周病検診・歯科保健指導等を行い、
むし歯有病者率の低下や歯周病の予防、生涯を通じた口腔の健康管理を進める。

こどもの送迎や預かり等のサービス利用料を助成するなど、子育てにやさしいまちづくり
を推進する。

第2子以降のこどもの紙おむつ購入費用を支援し、安心してこどもを産み育てることがで
きる環境を整備する。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

子育て短期支援事業（再掲） 4,481 子育て支援課

ひとり親家庭等自立支援事業 93,665 子育て支援課

【拡充】 ひとり親家庭等自立支援事業［こどもの学習支援事業分］ （再掲） 11,302 子育て支援課

（債務負担行為）

【新規】 ひとり親家庭等自立支援事業［受験料・模試費用への補助分］ （再掲） 3,316 子育て支援課

子ども医療助成事業 （再掲） 2,560,066 子育て支援課

ひとり親家庭医療助成事業 716,927 子育て支援課

児童クラブ運営事業 （再掲） 1,395,238 子育て支援課

【新規】 児童クラブ運営事業［民間児童クラブ補助・公設児童クラブの会計等事務支援分］（再掲） 95,181 子育て支援課

子育てひろば等支援事業 （再掲） 53,465 子育て支援課

児童扶養手当受給世帯などの小学５・６年生を対象とした学習支援「松山こども塾（まつ
じゅく）」を実施し、貧困の連鎖を防ぐ。
令和６年度は、「まつじゅく」を現在の3会場に加えて、新たに東部、西部でも開始する。

事項 期間 限度額

こどもの学習支援事業業務委託 R5～R8年度 24,900

こどもの学習支援事業業務委託
（東部・西部分）

R6～R8年度 6,800

高校生など18歳年度末までのこどもの保険診療での入院・通院費の自己負担分を無料化
する。これにより、子育て家庭の経済的な負担を減らすほか、病気の早期発見と治療を支
援し、安心して子育てができる環境を充実させる。

昼間、保護者のいない留守家庭児童に適切な遊びや生活の場を提供するため、児童クラブ
を設置し、児童の健全育成を進める。

児童扶養手当受給世帯などで一定の要件を満たす高校3年生と中学3年生に受験料や模
試費用を補助するほか、高校生への学力向上講座を実施することで、こどもの進学に向け
たチャレンジを後押しする。

新たに民間児童クラブに対し補助を行い、待機児童の解消につなげるとともに、公設児童
クラブの運営委員会が会計事務を委任した場合等の費用を支援し、放課後児童支援員の
事務負担を軽減する。

総合コミュニティセンターこども館内の「ToiToiToi（トイトイトイ）」など、乳幼児とその保
護者が気軽に集うことができる場所を設置し、子育て相談、情報提供、助言その他の援助
を行う。
また、こども食堂の実施に必要な費用を補助することで、活動の促進を目指し、こどもの居
場所づくりにつなげる。

ひとり親家庭の医療費を助成し、ひとり親家庭の生活の安定と福祉の増進を目指す。

保護者が仕事や病気、家庭の事情等で児童の養育が一時的に困難となった場合、児童養護
施設等や里親宅で7日間以内で預かる。また、夫等の暴力から一時的に逃れる場合や経済
的問題等で緊急一時的に保護が必要な場合に、県母子生活支援センター等で母親と児童
を保護する。

ひとり親家庭等の自立促進のため、相談への対応や資格取得のための支援などを行うこ
とで、生活支援・就労支援を行う。また、児童扶養手当受給世帯の中学生に学習の場を提
供することで、希望する高校への進学率の向上や将来の職業選択の拡充を目指し、貧困の
連鎖を防ぐ。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

児童館等管理運営事業 （再掲） 445,553 子育て支援課

（債務負担行為）

【拡充】 児童クラブ室施設整備事業 （再掲） 54,455 子育て支援課

休日子どもカレッジ推進事業 （再掲） 8,000 子育て支援課

【新規】 地域子育て支援拠点事業（直営型） （再掲） 13,921

養育支援訪問事業 （再掲） 22,496

【新規】 要保護児童対策事業 （再掲） 10,932

総合相談事業 （再掲） 20,703

ヤングケアラー支援事業 （再掲） 9,732

R5～R10年度 2,614,400

要保護児童等への継続支援、総合的な支援、予防的支援を実施するため、医療・保健・福
祉・学校等の関係機関で構成する要保護児童対策地域協議会の連携強化や体制整備を進
める。
令和6年度は、児童養護施設と連携し、要保護世帯を対象にペアレントトレーニング（保護
者が適切な子育ての知識を身につけられるよう支援する取組）を開始し、児童虐待の未然
防止や再発防止につなげる。

子ども総合相談
センター事務所

若年妊婦や、育児ストレス、産後に強い不安感や孤立感を抱えるなど様々な原因で養育支
援が必要な家庭に、保健師、保育士などが訪問し、具体的な養育に関する指導や助言等を
行う。これにより、育児不安の軽減や個々の家庭の抱える養育上の諸問題の解決などを目
指す。

子ども総合相談
センター事務所

主に乳幼児を持つ親とそのこどもが気軽に集い、打ち解けた雰囲気の中で交流し、育児相
談などができる環境を整備することで、子育て中の親の子育てへの負担感を緩和する。
令和6年度は、地域子育て支援センターや子育てひろばが「地域子育て相談機関」として相
談支援や情報発信を行うとともに、「こども家庭センター」と連携し、子育てに関する相談
体制を充実する。

子ども総合相談
センター事務所

期間

子ども総合相談
センター事務所

こどもに関する総合相談窓口で0歳から18歳までの子育て、虐待、不登校、問題行動など
の様々な相談に、こどもや家庭に寄り添いながら迅速で的確に対応する。また、関係部局
や関係機関との連携を密にし、個々の状況に応じた必要な支援につなげる。

子ども総合相談
センター事務所

ヤングケアラー・コーディネーターを配置し、専門相談窓口を設け、相談対応や学校訪問を
行うとともに、周知・啓発で認知度の向上に取り組み、ヤングケアラーの早期発見と適切な
支援につなげる。また、ヤングケアラーの負担軽減につながる公的サービスの利用調整や
家事援助ヘルパーの派遣などを行う。

中央児童センター・南部児童センター・北条児童センター・新玉児童館・味生児童館・久米児
童館・久枝児童館・畑寺児童館などを管理運営し、「あそび」を通してこどもとその保護者が
楽しく過ごす場を提供する。
令和６年度は、久枝児童館の空調機の更新や照明のLED化などの改修工事を行う。

事項 限度額

松山市中央児童センター等
指定管理委託

児童クラブの待機児童対策としてクラブ室を整備するとともに、増加する入会児童の生活
環境を改善し、児童の健全育成を進める。
令和６年度は、味生第二小学校に児童クラブ室を増設するほか、雄郡小学校の児童クラブ
室を校舎内に移設し、新たに約50人分の受入れを確保する。

愛媛県などと連携し、長期休暇中に保護者のいない留守家庭児童などに、学びや遊びの場
を提供する。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

障害児保育支援事業 17,276 保育・幼稚園課

施設型給付保育所事業 2,501,540 保育・幼稚園課

施設型給付幼稚園事業 941,583 保育・幼稚園課

延長保育事業 58,243 保育・幼稚園課

一時預かり事業（再掲） 261,529 保育・幼稚園課

【拡充】 地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター）（再掲） 95,028 保育・幼稚園課

地域型保育給付事業 1,605,240 保育・幼稚園課

地域保育所施設運営補助事業 31,112 保育・幼稚園課

【拡充】 病児・病後児保育事業（再掲） 139,905 保育・幼稚園課

施設型給付認定こども園事業 7,735,342 保育・幼稚園課

地域保育所保育料補助事業 12,765 保育・幼稚園課

子ども・子育て支援新制度に基づき、認定こども園（幼保連携型・保育所型・幼稚園型・地方
裁量型）に、運営などの費用を給付する。

地域保育所（認可外保育施設）に通う児童の福祉の向上のため、地域保育所に施設の運営
費用の一部を補助する。

保護者が就労などで、病気のこども（小学6年生まで）を家庭で保育できない場合に、病児
保育実施施設で、一時的な預かり保育を行うほか、保育中に体調不良となったこどもの保
育所などから同施設までの送迎を行う。
令和６年度は、実施地区を北部（高木保育園）と西部（三葉幼稚園）に拡げて実施する。

18歳未満の児童が3人以上いる世帯で、3人目以降の3歳未満児が地域保育所を利用す
る場合、市民税所得割額が57,700円未満の世帯は保育料を無料、57,700円以上の世
帯は半額とするために、施設に補助する。

保護者の就労形態の多様化などに対応するため、私立保育所・認定こども園・小規模保育
事業所・事業所内保育事業所が行う延長保育の費用の一部を負担する。

保護者の就労や傷病等に伴う心理的・肉体的負担を解消するため、認可保育所などで一時
的な保育を実施する。

保育所等に入所している障がい児や発達が気になるこどもの保護者の相談や支援を行う
とともに、関係機関と連携し、障がい児の福祉の増進を目指す。また、市内の保育士等を対
象に障がい児支援に関する研修会を開催するなどで、職員の資質を向上する。
さらに、集団保育が可能な医療的ケア児を受け入れる保育所等に、訪問看護ステーション
の看護師を派遣してケアを行うとともに、保育支援員を配置し、園児の園生活を支援する。

子ども・子育て支援新制度に基づき、私立認可保育所に、運営などの費用を給付する。

子ども・子育て支援新制度に基づき、新制度に移行した私立幼稚園に、運営などの費用を
給付する。

認可保育所などが開設する地域子育て支援センターで、地域の子育て家庭からの育児の
相談に担当者が対応するほか、親子が気軽に集うなど、情報交換や交流ができる場を提供
する。
令和６年度は、多胎児の妊婦や親子が集う場を新たに北部にも設け、多胎児への支援を強
化する。

子ども・子育て支援新制度に基づき、「小規模保育」「事業所内保育」などの地域型保育事
業を実施する施設に、運営などの費用を給付する。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

商店街保育事業 71,453 保育・幼稚園課

（債務負担行為）

保育士等確保支援事業（再掲） 57,229 保育・幼稚園課

待機児童対策・保育の質向上事業（再掲） 311,219 保育・幼稚園課

子育てのための施設等利用給付事業 817,987 保育・幼稚園課

私立保育施設等耐震化整備事業 29,880 保育・幼稚園課

【新規】 はじめて保育・ママパパリフレッシュ事業（再掲） 8,067 保育・幼稚園課

【新規】 保育士緊急確保事業（再掲） 28,126 保育・幼稚園課

公立保育所臨時園舎設置事業（待機児童特別対策） 7,503 保育・幼稚園課

未就園児を養育する保護者の孤独や孤立を解消し、安心して子育てを行う環境を整備する
ため、一時預かりを実施している一部の園でリフレッシュ目的の専用枠を設ける。

待機児童ゼロの継続や子育てサービスの充実には、更なる保育士確保が必要であるため、
保育士のための住居借上料や、県外から移住し市内の保育所等に就職する保育士の引越
費用や家賃等の一部を補助する。
また、市が委託した企業のコンサルタントが市内の保育所等を訪問し、保育士の確保や定
着に関する助言などの支援を行う。

待機児童が比較的多い市内西部、南部地区で、公立保育所である生石保育園、味生保育
園、つばき保育園の園庭に臨時園舎を継続設置する。

事項 限度額

商店街の空き店舗を活用した保育室で、利用ニーズの高い3歳未満児の保育を実施すると
ともに、一時的に児童を預かる託児事業や子育て相談事業を併せて行うことで、商店街を
利用するこども連れ世帯の利便性を高める。

294,100

保育士確保のため、保育士養成校等で資格を取得する場合の費用を補助する。また、新任
保育士への職場定着研修や高校生などへの出前講座を行うほか、清掃など保育の周辺業
務を行う保育支援者を雇用する保育所などに補助する。
また、関係機関と連携して保育士の魅力発信に取り組むほか、感染症対策のため、保健師
による巡回支援や指導を行う。

R4～R9年度

期間

商店街保育事業

待機児童対策に加え、保育の質向上を目的とし、4月に1，2歳児の定員を超えて受け入れ
ている施設への助成、入所予約制の導入、加配保育士に対する助成、障がい児保育を担う
保育士への助成等を行い、保育サービスの充実を目指す。また、使用済み紙おむつの処分
費用を助成し、保護者と保育士の負担を軽減する。
さらに、こどもの安全対策と保育士の負担軽減のため、私立保育所などに、登園管理など
の業務をICT化するためのシステム導入に必要な経費を補助する。

令和元年10月開始の「幼児教育・保育の無償化」で、無償化対象施設などの「確認」が完了
した新制度未移行幼稚園や預かり保育事業、認可外保育施設などを利用するこどもの利
用料を、施設または保護者に給付する。

私立保育施設等の耐震化のため、既存園舎の整備に必要な経費の一部を、国の補助金を
活用して補助する。
令和６年度は、のぞみ保育園に補助する。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

公立保育所整備事業 404,149 保育・幼稚園課

（債務負担行為）

急患医療センター運営事業 231,624 医事薬事課

休日診療所運営補助金 13,623 医事薬事課

病院群輪番制病院運営事業補助金 63,869 医事薬事課

小児救急医療支援事業補助金 171,500 医事薬事課

離島診療連絡船維持管理事業 18,409 医事薬事課

（債務負担行為）

患者搬送車維持管理事業 7,890 医事薬事課

小児救急医療確保事業 34,507 医事薬事課

（債務負担行為）

中島こども園の新園舎に太陽光発電設備を設置するとともに、旧園舎を解体する。また、
味生保育園の大規模改修工事を行うとともに、朝美保育園、山越保育園の大規模改修に向
けた実施設計を行う。

R3～R7年度

味生保育園大規模改修事業 R6～R7年度 29,100

松山圏域（3市3町）の住民に夜間の一次救急医療を提供する。
・診療体制…内　科　月～土曜日  21時～24時（1月1日を除く）
　　　　　　　  小児科  毎日　21時～翌8時

松山圏域（3市3町）の二次救急医療体制を維持するため、実施病院へ補助する。また、救
急搬送患者の受入体制を維持するため、救急搬送患者の受入実績に応じて補助する。
・診療体制…14医療機関　365日・24時間
・診療科目…外科等

松山圏域（3市3町）の小児の二次救急医療体制を維持するため、実施病院へ補助する。

旧中島町地域で常駐医師がいない中島本島以外の5島の地域医療の維持を目的とし、各
島の診療所に医療スタッフを運ぶため、離島診療連絡船「しまどりⅡ」の運航と維持管理を
する。

救急車のない中島本島で365日24時間の患者搬送体制を維持するため、患者搬送車1台
の運行と維持管理をする。

日曜・祝日などの一次救急医療体制を維持するため、松山市医師会が実施する休日診療所
などの運営経費の一部を補助する。
・診療体制…日曜、祝日、1月1日～3日
・内科　10時～13時 ・ 小児科　11時～14時
　　　　 14時～17時　　　　　　　15時～18時

事項 限度額

小児救急医療体制を安定化するため、愛媛大学医学部の寄附講座や小児科研修医の実地
研修のほか、救急医療の正しい利用方法の啓発を行う。また、急患医療センターへ出務可
能な医師が高齢化により年々減少していることから、小児科医を確保するため、市内に小
児科を新規開業する場合に、費用の一部を補助する。

事項 期間 限度額

地域小児保健医療確保事業

R5～R8年度 31,400

事項 期間 限度額

離島診療連絡船
運航等業務委託

期間

132,000



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

中島等地域医療確保事業 75,180 医事薬事課

（債務負担行為）

【拡充】 島しょ部航路運賃助成事業（再掲） 7,671 医事薬事課

医療安全支援センター運営事業 682 医事薬事課

がん対策事業 364,715 健康づくり推進課

（債務負担行為）

【新規】 がん対策事業［ウィッグ・乳房補整具等助成分］ （再掲） 5,486 健康づくり推進課

ドナー制度普及啓発事業 1,001 健康づくり推進課

食育推進事業 3,381 健康づくり推進課

歯科保健事業 32,597 健康づくり推進課

（債務負担行為）

生涯健康づくり推進事業 （再掲） 5,325 健康づくり推進課

がん治療に伴う外見（アピアランス）の変化（脱毛や乳房切除等）をカバーするため、がん患
者がウィッグや乳房補整具等を購入した場合に、その費用の一部を助成する。

節目歯周病検診通知書等
作成・封入封緘業務委託

（令和4年契約分）

本市の死亡原因第1位である「がん」の早期発見、早期治療を目的に、各種がん検診を行う
ほか、中学2年生の希望者に、ピロリ菌検査を実施する。また、「若年がん患者在宅療養支
援事業」や骨髄移植等により抗体が失われた小児への予防接種再接種費用助成を実施す
るなど、小児も含めた若年層のがん患者などを支援する。

事項

医療への苦情や相談などに対応する「相談窓口」を設けるほか、医療安全への助言指導や
市民への啓発を行う。また、関係機関との連絡調整などを行う「医療安全推進協議会」の開
催や講習会などの実施で、医療従事者の資質向上を目指す。

事項

R4～R7年度 9,700

期間 限度額

歯周病等の歯科疾患の予防と歯と口の健康づくりに関する意識の向上を目的に、１８歳以
上の方を対象に歯周病検診・歯科保健指導等を行い、生涯を通じた口腔の健康管理を進め
る。

事項

健診のしおり作成・
封入封緘業務委託
（令和4年契約分）

R4～R7年度 1,200

中島等地域医療確保事業 R4～R8年度 296,000

骨髄等の移植の推進やドナー登録者の増加を目的に、ドナーへの助成や、制度の普及啓発
を行う。

中島地域の一次救急医療や離島診療を安定して継続するため、病院等を運営する法人に
補助する。また、興居島を含む6島診療所の施設の維持管理を行う。

松山市食育推進計画に基づき、食育の推進に関する施策を計画的に進める。

インセンティブを付与するウォーキングや健康マイレージ事業等を通じて、子どもや働く世
代が主体的に健康づくりを継続できるきっかけづくりや、松山市健康増進計画に基づき、
子どもから高齢者まで、生涯を通じた健康づくりを支援する。

期間 限度額

期間 限度額

島しょ部に居住する方が、通院や妊婦健康診査の受診を目的に航路を利用した場合など
に、その経費の一部を補助することで、負担を軽減し、島しょ部への定住を促す。
令和6年度から、要介護者の付添人分を支援対象に拡充する。



☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

精神障がい者・難病患者等総合支援事業 4,316,897 保健予防課

自殺対策等精神保健事業 10,245 保健予防課

精神障害者地域移行・地域定着支援事業 4,537 保健予防課

【新規】 個別避難計画作成事業（精神障がい者・難病患者）（再掲） 980 保健予防課

A類定期予防接種事業 1,164,141 保健予防課

（債務負担行為）

B類定期予防接種事業 388,025 保健予防課

【新規】 感染症等検査体制整備事業（再掲）     31,086 衛生検査課

（産業経済関係）

シルバー人材センター運営支援事業 141,100 地域経済課

病原体を安全に取り扱うことができる検体前処理室（陰圧室）やＰＣＲ機器等を設置し、将
来の感染症の流行を含め、様々な状況に対応できる検査体制を整備する。

713,000

市内在住の高齢者に臨時的・短期的な仕事を提供するとともに、就業機会の拡大を図るた
め、松山市シルバー人材センターに対して支援を行う。

予防接種法に規定されたB類疾病（高齢者インフルエンザ等）の発生やまん延を防ぎ、市民
の健康を守るため、定期予防接種を行う。

自殺が重大な社会問題となっている中、松山市自殺対策基本条例や第2次松山市自殺対
策基本計画に基づき、自殺対策の充実に向けた各種施策を行う。

予防接種法に規定されたA類疾病（麻しん風しん等）の発生やまん延を防ぎ、市民の健康を
守るため、定期予防接種を行う。

事項 期間 限度額

予防接種ワクチン
供給業務委託

R5～R6年度

災害発生時に、自ら避難することが困難な精神障がい者や難病患者の避難支援の実効性
を高めるため、地域や福祉関係者等と連携し、個別避難計画を作成する。
令和6年度は優先度の高い、要支援者の計画作成に取り組む。

障害者総合支援法に基づき、精神障がい者などの生活の安定や社会参加の促進のための
支援を行う。

精神科病院等に入院している退院可能な精神障がい者に対し、地域生活への円滑な移行
促進及び安定した地域生活の継続のため、退院のための訓練や社会的自立のための支援
を行う。



☆生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

防災計画策定事業 2,404 防災・危機管理課

避難対策推進事業 6,268 防災・危機管理課

災害用物資資機材整備事業 16,508 防災・危機管理課

対策本部運営事業 27,048 防災・危機管理課

防災行政無線維持管理業務 101,143 防災・危機管理課

（債務負担行為）

訓練実施事業 1,811 防災・危機管理課

自主防災推進事業 8,261 防災・危機管理課

松山のひととまちを守る！防災士養成事業 3,537 防災・危機管理課

切れ目のない全世代型防災リーダー育成事業 （再掲） 15,427 防災・危機管理課

新規水源開発準備事業 （再掲） 1,361 水資源対策課

事　　業　　概　　要

新規水源開発に向けて、さらに調査・研究を進める。

市民の生命や身体、財産を災害などから保護し、安全安心なまちづくりを推進するため、
地域防災計画やその他の防災関係計画等の策定・修正を定期的に行い、総合的な防災力
の強化を図る。

災害時の“逃げ遅れゼロ”に向け、防災意識の向上や市民の迅速で的確な避難行動につな
がるよう、災害リスクや危険箇所、避難場所の正確な情報などを伝える各種ハザードマッ
プの作成・更新を行う。

地震等の大規模災害発生時に、避難者へ食料や飲料水などを速やかに供給するために必
要物資の備蓄配備を進める。また、風水害等での被害を軽減するため、水防活動で使用す
る資機材を整備する。

災害発生時に、災害対策（警戒）本部を設置し、気象情報の収集、避難情報の伝達、被害情
報の集約、災害対応などを円滑に行うことで、被害を軽減し、市民生活を早期に安定させ
る。

災害時の基幹的な情報伝達手段である防災行政無線の適正な維持管理や緊急情報などの
迅速な伝達を可能とし、市民の生命や身体、財産を保護する。
令和6年度は、デジタル防災行政無線の親局と中継局の設備を更新し、あわせて音声合成
機能を追加する。

事項 期間 限度額

デジタル防災行政無線更新事業 R5～R6年度 97,200

市民の防災意識や防災行動力を向上させるため、松山市地域防災計画に基づき、防災の
関係機関や民間の協力団体、自主防災組織など、市民が一体となった総合的で実践的な防
災訓練を実施する。

自主防災組織が取り組む防災訓練や資機材の整備などを支援するとともに、自主防災組
織ネットワーク会議の運営を補助するなど、地域の防災力強化を推進する。

防災活動の中心となる防災リーダーを育成するため、愛媛大学や愛媛県と取り組む防災士
養成講座で資格取得者を増やし、産官学民連携による総合的な地域防災力を強化する。

産官学民の代表による「松山市防災教育推進協議会」を通じて、小学校、中学校などの教育
現場や、社会教育の場で全ての世代に防災教育を進め、小学生から高齢者まで切れ目なく
防災リーダーを育成し、市民全体の防災意識を高めて地域防災力を向上させる。また、大
学生防災士などの若い防災リーダーを地域や学校の防災活動の中で育成し、地域の活性
化につなげる。



☆生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

（文教消防関係）

防火対象物規制事務 860 消・予防課

消防水利整備事業 131,138 消・警防課

常備消防用車両機械購入事業 798,190 消・警防課

（債務負担行為）

松山圏域消防指令センター整備事業 （再掲） 765,624 消・通信指令課

（継続費）

消防団車両機械購入事業 160,138 消・地域消防推進課

（債務負担行為）

（市民福祉関係）

【拡充】 松山市防犯協会防犯灯設置補助事業 （再掲） 120,565 市民生活課

まつやま安全・安心まちづくり啓発事業 1,122 市民生活課

消防団車両機械購入事業 R5～R6年度 60,000

期間 年度 年割額

松山圏域消防救急デジタル
無線設備更新事業

R5～R6年度
R5年度 728,500

R6年度 711,500

消防法に基づく、建築申請の消防同意や消防設備の指導、防火対象物への立入検査、違反
是正を行うほか、建物規模や構造、消防設備の設置状況などのデータを立入検査や火災現
場で活用するため、システムで管理する。そのほか、企業防災リーダーを養成し、企業防災
力の充実・強化につなげる。

消火活動に必要不可欠な消防水利を設置するとともに、老朽化した水利施設を撤去や修
繕するなど、適切に維持管理する。

計画に基づき常備消防車両を更新するほか、消防活動に必要な資機材などを整備して、消
防力の充実・強化につなげる。

事項 期間 限度額

計画に基づき消防団車両を更新するほか、消防活動に必要な資機材などを整備して、消防
力の充実・強化につなげる。

事項 期間 限度額

常備消防用車両機械購入事業 R5～R6年度 204,000

令和6年4月に松山圏域消防本部（松山・伊予・東温）で消防指令の共同運用を開始し、将
来にわたって持続可能な消防体制をつくる。
令和6年度は、消防救急デジタル無線設備を更新し、隣接地域や大規模な災害時の相互応
援体制を充実・強化する。

事項

安全で安心なまちづくりを進めるため、町内会・自治会などによる防犯灯の新設費用を助
成するほか、故障などによる器具取替で器具のLED化を進める。
令和6年度からは、蛍光管が不点灯になった防犯灯をLED器具に交換し、LED化を更に推
し進める。

安全で安心なまちづくりを進めるため、歩きたばこ等の防止に関する啓発活動などを行
う。また、小中学生を対象に「インターネット安全教室」や、警察と協力して「薬物乱用防止教
室」などを行い、青少年が犯罪やトラブルに巻き込まれるのを防ぐ。



☆生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

消費者啓発事業 772 市民生活課

消費生活相談事業 17,326 市民生活課

災害用医薬品管理事業 300 医事薬事課

動物愛護推進事業 26,196 生活衛生課

松山市斎場再整備事業 1,030,844 生活衛生課

（債務負担行為）

感染症対策事業 35,221 保健予防課

（都市整備関係）

運転免許返納サポート事業 11,586 都市・

交通計画課

がけ崩れ防災対策事業 100,329 道路河川整備課

河川水路管理事業 243,477 道路河川管理課

（債務負担行為）

今後の火葬需要の増加や既存施設の老朽化に対応するため、松山市斎場の再整備に取り
組む。
令和6年度は、建設予定地の造成を進めるとともに、入札説明書等を公表し、PFI事業者の
募集・選定などを行う。

事項 期間 限度額

松山市斎場再整備・運営事業 R6～R29年度 14,097,800

消費生活センターで専門の相談員が消費に関する相談や苦情を受け助言する。また、ファ
イナンシャルプランナーが家計の見直しや、生活再建をサポートする。

はぴまるの丘（松山市動物愛護センター）を拠点とし、動物の適正な飼育や市民の動物愛護
への意識を高め、人と動物が地域で共生できる社会を目指す。また、クラウドファンディン
グ等の寄附金を活用し、猫の不妊・去勢手術補助事業の充実を図る。

大規模災害発生時に、迅速に医療救護活動を実施するため、救護所などで必要な医薬品を
管理する。

感染症の発生動向を調査し、感染予防のための情報発信や注意喚起などの啓発を行うと
ともに、感染症発生時には、疫学調査を実施し、感染拡大を防ぐなど、まん延防止対策を行
う。

事項 期間 限度額

消費生活講座の実施や啓発パンフレットを配布し、消費者意識を啓発する。また、高齢者や
障がい者、認知症で判断力が不十分となった人などの消費者被害を防ぐため、地域の関係
者が連携した「消費者見守りネットワーク」で被害を未然に防ぐ。

運転に不安を感じる高齢ドライバーに公共交通機関の利用券等を交付することで、免許の
自主返納を促し、高齢ドライバーによる事故の防止と、公共交通の利用を促進する。

河川水路管理事業
（津吉町）

R５～R６年度 3,000

南斎院町ほか4箇所のがけ崩れ防災工事などを行う。

下水排水路等の老朽化による排水不良や生活雑排水の流入による悪臭の発生などを防ぐ
ための改修工事を行う。



☆生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 木造住宅耐震診断事業［耐震化緊急促進分］（再掲） 13,321 建築指導課

【拡充】 木造住宅耐震改修等補助事業［耐震化緊急促進分］ （再掲） 113,847 建築指導課

【拡充】 ブロック塀等安全対策補助事業［耐震化緊急促進分］ （再掲） 24,452 建築指導課

（環境企業関係）

基幹管路の耐震化事業 【上水】 2,951,825 公営企業局

（継続費）

重要施設への給水ルートの確保事業【上水】 248,388 公営企業局

（債務負担行為）

応急給水拠点の整備事業（応急給水栓の設置）【上水】（再掲） 80,784 公営企業局

硬質塩化ビニル管等の更新・改良【上水】 1,698,642 公営企業局

（債務負担行為）

東中島地区配水管整備 【簡水】 142,000 公営企業局

工業用水道施設の耐震化 【工水】　 602,166 公営企業局

災害に強いまちを目指し、以下の費用の一部を補助する。
(1)昭和56年5月31日以前に着工した木造住宅の耐震診断費用
(2)耐震診断の結果、補強が必要とされた木造住宅の耐震改修等費用
(3)避難路などに面し、老朽化等により劣化が認められ、倒壊の恐れがあるブロック塀の
撤去や建替えの費用
令和6年度は、能登半島地震の影響による防災意識の高まりを受け、木造住宅の耐震化を
一層促進するため、改修設計費の補助を追加し、事業費を拡充する。

大規模地震などで基幹管路が破損した場合、長期間で広範囲の断水や二次災害のおそれ
があるため、国の耐震基準を満たしていない基幹管路の耐震化工事を行う。

事項 期間 年度 年割額

甚大な被害が想定される震災時に重要施設への給水は最優先であるため、第2期計画とし
て救護所24箇所への給水ルートの耐震化工事を行う。

城北系送水管布設替及び
シールド工事

R6～R9年度
R8年度

災害等の緊急時に効果的な給水活動が行えるよう、指定避難所になる給水区域内の小中
学校75校に応急給水栓を整備する。
当初の計画を2年前倒しし、令和6年度で対象の75校全ての整備を完了する。

R6年度 442,310

R7年度 749,100

776,600

R9年度 479,930

事項 期間

老朽化した工業用水管路の更新時期が迫っているため、外環状道路の整備に併せて工業
用水管路の耐震化工事を行う。

老朽化が進む配水支管の更新で、事業量の平準化と優先順位付けを行い、東日本大震災
で被害が大きかった硬質塩化ビニル管を耐震管に布設替えする。

事項 期間 限度額

硬質塩化ビニル管等の
更新・改良事業（堀江町ほか）

限度額

重要施設への給水ルートの
確保事業（東垣生町ほか）

R5～R6年度 32,300

R5～R6年度 12,000

東中島地区の管路は老朽化が進み、漏水などが発生しているため、主要な配水管を更新し
耐震化することで、管路事故のリスクを低減させるとともに、病院や避難所などの重要施
設までの給水ルートを確保する。



☆生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

管渠改良事業（耐震化）【下水】 142,290 公営企業局

中央・西部・北条浄化センター建設事業（耐震化）【下水】 141,350 公営企業局

雨水管渠等整備事業（浸水対策）【下水】 1,407,500 公営企業局

（債務負担行為）

「松山市下水道総合地震対策計画」に基づき、処理場の耐震化を進め、震災時の被害防止
や軽減につなげる。

「第4次松山市下水道整備基本構想」に基づき、山西地区、和泉・古川地区、北条辻󠄀地区な
どで雨水管渠などを整備し、浸水対策を進める。

北条辻󠄀雨水貯留施設
機械・電気設備工事

「松山市下水道総合地震対策計画」に基づき、管渠の耐震化により、震災時の被害防止や
軽減につなげる。また、市立小中学校へ災害用マンホールトイレの整備を進め、快適なトイ
レ環境を確保する。

R6～R7年度 90,000

事項 期間 限度額

北条辻󠄀雨水貯留施設整備事業 R5～R7年度 800,000

雨水管理総合計画策定業務委託 R5～R7年度 80,000



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

『坂の上の雲』を軸とした21世紀のまちづくり事業（再掲） 8,941

【拡充】 『坂の上の雲』を軸とした21世紀のまちづくり事業[地域の宝みがきサポート事業分]（再掲） 2,100

【拡充】 『坂の上の雲』を軸とした21世紀のまちづくり事業 2,500

[松山城周辺センターゾーン啓発モデル事業分]（再掲）

風早レトロタウン構想促進事業（再掲） 5,340

三津浜地区活性化推進事業（再掲） 10,766

移住定住促進事業（再掲） 33,684

移住定住促進事業[子育て世帯いらっしゃい事業分]（再掲） 6,563

【新規】 移住定住促進事業[まつやま移住者定着支援事業分]（再掲） 11,000

【新規】 移住定住促進事業[移住サポート促進事業分]（再掲） 1,250

フィールドミュージアムアカデミー久谷カレッジ運営事業 （再掲） 1,000

まちづくり
推進課

坂の上の雲ミュージアムをまちづくりの中核施設として活用するとともに、地域の宝の保
存、活用、継承などを目的とした解説板や案内標識等の設置を支援する。また、地域資源を
巡るふるさとウォークやサイクルロゲイニング大会の実施や、パンフレットによる広報など、
『坂の上の雲』のまちづくりに取り組む。

まちづくり
推進課

風早レトロタウン構想の実現に向け、資源活用、環境整備、情報発信、交流促進、協働推進
の5つのポイントに基づき、北条地域の活性化に取り組む。

まちづくり
推進課

三津浜地区活性化計画に基づき、港町として栄えた面影が今も息づく歴史や文化など三
津浜地区の魅力ある地域資源を活用し、賑わいを創出する。

まちづくり
推進課

地域の宝の保存、活用、継承などを目的とした解説板や案内標識などの設置を支援する地
域の宝みがきサポート事業補助金の補助対象範囲を拡大し、地区ごとの申請限度回数も撤
廃することで、地域資源を生かした住民主体のまちづくりをより後押しする。また、新たに
「宝みがきサポートデスク」を設置し、地域資源に関する相談に適切に対応する体制を構築
する。

まちづくり
推進課

秋山兄弟生誕地など、小説『坂の上の雲』ゆかりの地が多くある松山城周辺センターゾーン
で、ガイドから説明を受けながらポイントを巡るイベントを実施し、『坂の上の雲』フィールド
ミュージアム構想に対する参加者の理解度を高めるとともに、松山への愛着を深める。

まちづくり
推進課

子育て世帯の移住を推し進めるため、移住する際の引越し費用の一部を補助する。
また、子育て世帯で、移住を検討している方へ積極的に情報発信し、子育て世帯から「選ば
れるまち」を目指す。

まちづくり
推進課

子育て世帯の移住・定住を推し進めるため、移住者が住宅を取得する際の費用の一部を補
助する。地域の担い手となる新たな子育て世帯が住み続けることで、持続可能なまちづく
りを目指す。

まちづくり
推進課

移住検討者が松山を視察する際の宿泊やレンタカーにかかる費用の一部を補助する。視察
の際には、先輩移住者や地域の方、市職員等に相談を受ける機会を設けることで、安心し
て移住できるように取り組む。

事　　業　　概　　要

まちづくり
推進課

松山への定着と新しい人の流れをつくるため、若者目線で松山の魅力を発信する「マツワ
カ」の活動のほか、移住希望者に寄り添ったオーダーメイド型移住体感ツアーや移住相談な
どの取組を推し進め、「住みたい」「住み続けたい」まちを目指す。

まちづくり
推進課

久谷地域全体を「フィールドミュージアムアカデミー久谷カレッジ」とし、行政と地域まちづ
くり団体、地元大学が連携し、地域の歴史や価値を研究・再評価し有効に活用することで、
地域を活性化させるとともに、若い世代のまちづくりへの参画の意識を高める。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

松山市地域振興構想策定事業 （再掲） 7,367

（債務負担行為）

愛ランド里島構想推進事業（再掲） 47,461

愛ランド里島構想推進事業［里島出会い創出分］（再掲） 2,600

里島地域おこし推進事業（再掲） 13,372

坂の上の雲ミュージアム施設管理運営事業 141,315

（債務負担行為）

坂の上の雲ミュージアム企画展示事業（再掲） 28,377

こども本の森開設準備事業（再掲） 30,791

ことばのちからイベント事業 （再掲） 31,800 文化・ことば課

【新規】 ことばのちからイベント事業 [道後温泉本館全館営業再開・改築130周年記念落語会分]（再掲） 4,500 文化・ことば課

愛ランド里島構想の重点プロジェクトである定住を促進するため、「ハイムインゼルごごし
ま」、「神浦定住促進施設」、「空き家バンク」を運営するなど、島しょ部の活性化を目指す。

坂の上の雲ミュージアムで毎年開催する企画展の計画策定・展示設計・展示制作などを行
う。

坂の上の雲
ミュージアム

「俳句甲子園」や「俳都松山PR事業」、「街はことばのミュージアム」など、ことばをキーワー
ドとした事業を展開し、「ことばを大切にするまち松山」を市内外に発信する。引き続き、過
去の「ことば募集」で寄せられた、ことば作品の掲出や群読コンクールを開催する。

坂の上の雲
ミュージアム

坂の上の雲ミュージアムを維持管理するほか、定期講座などの各種活性化事業を通じ、ま
ちづくりの中核施設として『坂の上の雲』のまち松山の魅力を広く紹介していく。

事項 期間 限度額

坂の上の雲ミュージアム
指定管理委託

R元～R6年度 449,300

2,200

まちづくり
推進課

地域おこし協力隊が、島の魅力創出やプロモーション活動などに取り組み、地域振興の担
い手として交流人口の拡大や地域経済の活性化を目指す。

まちづくり
推進課

『坂の上の雲』フィールドミュージアム構想のサブセンターゾーンを中心に、これまでの取り
組みを振り返るとともに、市内各地域の特色や特性を生かしたまちづくりを進めるための
新たな地域振興構想を令和6年度に策定する。
令和6年度は、有識者や地域関係者との意見交換などを通して構想を策定する。

事項 期間 限度額

松山市地域振興構想策定事業 R5～R6年度 6,700

まちづくり
推進課

坂の上の雲ミュージアム観覧料等
キャッシュレス決済手数料

R元～R6年度

坂の上の雲
ミュージアム

建築家・安藤忠雄氏から寄附を受ける「こども本の森」図書室（仮称）の坂の上の雲ミュージ
アムへの増築について、令和7年度中の開設に向けて準備を進める。
令和６年度は、内部デザイン設計、図書や備品の購入などを行う。

道後温泉本館の全館営業再開に合わせ、記念落語会を実施し、営業再開の認知度向上を
目指すとともに、「話芸」という「ことばのちから」でまちづくりを行う本市の魅力を発信す
る。

まちづくり
推進課

愛ランド里島構想の重点プロジェクトである定住を推し進めるため、出会いの機会を提供
する結婚支援イベントを開催するほか、地元団体が取り組む出会い創出事業に補助する。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【新規】 ことばのちからイベント事業 [「この街で」20周年記念事業分]（再掲） 5,600 文化・ことば課

【新規】 ことばのちからイベント事業 [俳句を軸とした台北市交流記念事業分]（再掲） 2,143 文化・ことば課

俳句ポスト事業（再掲） 6,202 文化・ことば課

文学賞運営事業（再掲） 16,719 文化・ことば課 

（債務負担行為）

スポーティングシティまつやま推進事業（再掲） 64,859

【拡充】 都市イメージ向上事業（再掲） 55,995

【新規】 都市ブランド戦略策定事業（再掲） 24,540

（債務負担行為）

まつやま　首都圏シティプロモーション事業（再掲） 1,226 東京事務所

（文教消防関係）

一草庵公開活用事業 1,957 文化財課

台北市との友好交流協定締結後10周年を記念して、台湾大学の学生を本市に招き、俳句
を軸とした交流事業を実施することで、友好交流都市間の相互理解を促し、若い世代への
俳句文化の浸透や俳都松山のPRを図る。

スポーティング
シティ推進課

シティプロモー
ション推進課

シティプロモー
ション推進課

スポーツを切り口に、国内外での交流人口の拡大を目指し、関係団体や民間事業者と一層
連携し、スポーツコンベンションの誘致やプロスポーツ支援に取り組む。

松山市都市ブランド戦略プランの計画期間が令和6年度末で終了するため、本市の都市イ
メージや認知度向上等の指針となる第２期都市ブランド戦略を策定する。

事項 期間 限度額

第2期松山市都市ブランド戦略
策定支援業務委託

R5～R6年度 22,000

全国の人々から「選ばれる都市」を実現するため、本市の魅力ある資源や特性を生かして、
都市イメージと認知度を高める。
令和６年度は、本市を舞台としたアニメ映画の公開に合わせデジタルコンテンツを活用し
たプロモーションを行うほか、フリーペーパー「暖暖松山」のインスタグラムアカウントを立
ち上げるなど、更なる魅力発信に取り組む。

14,600

松山の「地域イメージの向上」や、「交流・移住人口の増加」につなげるため、東京事務所の
立地面での利点を生かしながら、効果的なプロモーションを展開していく。

平成17年に誕生した愛唱歌『この街で』が、令和6年度で20周年を迎えることから、記念
イベントを実施し、郷土の大切な宝として受け継いでいく気運向上を目指す。

俳句ポストに投句された俳句の選句と発表を行い、松山を訪れた観光客の満足度を高め、
市民がより俳句文化に親しめるようにする。また、俳句投稿サイト「俳句ポスト365」を運営
し、俳都松山をPRする。

俳句と同じく短いことばでアイデアを表現する「ショートショート」の文学賞の「坊っちゃん
文学賞」で、「ことばと文学のまち松山」を一層全国に発信する。

事項 期間 限度額

文学賞運営業務委託 R5～R6年度

種田山頭火の終焉の地に建つ「一草庵」を土曜、日曜、祝日など年間約120日公開し、俳句
のまちにふさわしい文化的観光施設として積極的に活用する。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

子規記念博物館管理運営事業（再掲） 159,138 子規記念博物館

（債務負担行為）

子規記念博物館企画展示事業 （再掲） 10,060 子規記念博物館

子規記念博物館改修事業 870,816 子規記念博物館

（継続費）

（都市整備関係）

松山空港利用促進協議会負担金事業 75,307 都市・

交通計画課

【新規】 四国新幹線導入促進事業（再掲） 1,211 都市・

交通計画課

松山港利用促進事業 1,709 都市・

交通計画課

公共交通利用促進環境整備事業 337,076 都市・

交通計画課

市駅前広場整備事業 （再掲） 1,999,303 都市・

交通計画課公共交通の乗り継ぎ利便性の向上や、賑わい空間の創出による中心市街地の活性化を促
すため、１日約３万人の乗降客が行き交う松山市駅前を、新たに「交流広場」として整備す
る。
令和６年度は、路面電車の移設や東西ロータリー、第４別館前駐輪場の整備工事を行うほ
か、地元商店街が実施する沿線建物のファサード（外観）整備に補助する。

年割額

子規記念博物館改修事業 R5～R6年度
870,000

R元～R6年度 1,000

正岡子規をはじめ、周辺の人々や郷土松山の資料を体系的に展示する。
令和６年度の特別企画展は、子規の活動の重要な分野であった評論にスポットを当て、子
規の文学活動を新たな視点から掘り下げる。また、収蔵資料を活用した特別展を開催する
ほか、資料の修復やデジタルアーカイブなどで、収蔵資料を適切に保管し、活用する。

子規記念博物館の長寿命化を進めるため、大規模改修を実施する。

事項 期間 年度

四国新幹線の整備実現に向けて、新たに四国の県庁所在地４市で勉強会を開催する。
また、引き続き愛媛県新幹線導入促進期成同盟会へ参画し、関係機関への要望活動等を実
施する。

R5年度

R6年度

離島航路を維持するために安居島と中島航路の運航費の一部を、市民の生活交通を維持
するために赤字バス路線や予約制乗合タクシーの運行費の一部を補助する。また、ノンス
テップバス車両の減価償却費を補助する。

松山空港の航空路線の維持や拡充を目的に設立した松山空港利用促進協議会の運営費の
一部を負担する。
また、松山空港ビル㈱が実施する空港の利用促進に向けた取組を支援する。

580,000

子規記念博物館の管理運営に指定管理者制度を導入し、民間が持つ経験と知識を生かし
た博物館の活性化と効果的な運営を行う。

事項 期間 限度額

子規記念博物館指定管理委託 R元～R6年度 673,700

子規記念博物館観覧料等
キャッシュレス決済手数料

松山港での集荷を促進し、国際定期貨物航路網の維持や拡充を目的に、松山港利用促進
協議会が実施する利用促進事業を支援する。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

安全歩行空間整備事業（補助）

121,927 道路河川整備課

132,663 道路河川整備課

30,054 道路河川整備課

41,186 道路河川整備課

街路・幹線道路整備事業（補助）

・松山外環状道路

412,364 道路河川整備課

・その他の路線

39,371 道路河川整備課

423,100 道路河川整備課

水産基盤ストックマネジメント事業 85,000 空港港湾課

中心市街地活性化対策事業 2,587 都市デザイン課

（産業経済関係）

労働福祉団体貸付金事業 265,000 地域経済課

【拡充】 中小企業振興円卓会議運営事業（再掲） 4,588 地域経済課

【新規】 商店街空き店舗出店促進事業 （再掲） 38,700 地域経済課

中之川通線 湊町三丁目外
L=620m、
W=35m

760,054 R6～R15年度

総事業費 事業期間（予定）

インター東線
来住町～

北土居二丁目

L=1,600m、
W=60m　　　(市施
工部W=22.5m)

路線（工区）名 事業箇所 規格

中小企業振興円卓会議が実施する中小企業振興につながる取り組みを支援する。
令和6年度は、円卓会議が中心となり、松山中小企業振興計画策定にかかる実態調査を行
う。

・歩道整備

路線名 事業箇所 規格 総事業費 事業期間（予定）

8,182,000 H30～R13年度

中之川通線
（1工区）

竹原町～
竹原三丁目

L=219m、
W=18m

1,235,000 H24～R8年度

松山環状線西部 土居田町
L=1,410m、
W=19.5m

602,370 R1～R7年度

松山外環状道路の整備などを行う。

路線名

空き店舗を減らし、商店街の魅力を高め、まちの賑わいを創出するため、商店街の空き店
舗への新規出店者に対し、出店奨励金を給付する。月額家賃に加え、新規出店に必要な改
装費用等を新たに対象に加えるとともに、中心市街地の商店街に大規模店舗が出店する
場合には、上限額を加算するなど、新規出店を力強く後押しする。

本町宝塔寺線
宮西一丁目～
朝美一丁目

L=474m、
W=20m

2,779,000 H26～R8年度

勤労者のための関係機関に資金を貸し付けることで、勤労者の福祉を向上させる。

事業箇所 規格 総事業費 事業期間（予定）

三番町線 花園町外

4路線について、無電柱化や歩道整備などを行う。

・無電柱化

路線名 事業箇所 規格 総事業費 事業期間（予定）

L=240m、
W=15m

487,000 R元～R7年度

千舟町空港線 千舟町七丁目外
L=570m、
W=20m

1,155,015 R元～R10年度

中心市街地活性化基本計画の進行管理（事業の実施状況、数値目標の検証等）をするとと
もに、中心市街地の活性化事業を横断的・総合的に調整し、様々なまちづくりをサポートし
ている中心市街地活性化協議会の活動の支援を行う。

漁港施設を長寿命化するため、機能保全工事を行う。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

松山市商業振興対策事業 2,612 地域経済課

【新規】 松山市商業振興対策事業［商店街等連携・賑わい創出支援事業分］（再掲） 21,000 地域経済課

商店街等活性化事業 （再掲） 13,557 地域経済課

まつやま産業まつり事業 （再掲） 15,510 地域経済課

商工会議所等支援事業 15,850 地域経済課

中小企業資金貸付事業 （再掲） 3,571,578 地域経済課

（債務負担行為）

産業立地セールス事業 （再掲） 52,847 地域経済課

中小企業販路拡大事業 （再掲） 12,000 地域経済課

プロテイン・アイランド・松山開催事業 2,000 地域経済課

市内の商業振興支援団体が連携し、商業者の育成や販売促進などの支援を行う。

商店街等が行う、魅力創出や回遊性向上を図り、賑わいづくりにつながる取組を支援す
る。

商店街の活性化に取り組む団体の活動を支援することで、空き店舗率の改善や商店街の
利用者増加につなげて、市内商店街の賑わいを創出する。

地域の特産品の展示・販売などで、各種産業を周知するため、城山公園で「えひめ・まつや
ま産業まつり」を愛媛県と共同開催する。

商工業振興を担う松山商工会議所、北条商工会、中島商工会に補助する。

中小企業者などの創業や経営を支援するため、低金利融資や保証料補助を行う。

事項 期間 限度額

創業者支援利子補給金
平成24年度から、日本政策金融公庫が取り扱う創業
者向けの融資制度を利用して市内で創業する事業者
に対し、年1.0％を限度として利子補給する。

松山市設備資金融資
利子補給金

平成30年度から、松山市中小企業資金融資制度を利
用して一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資
を行った金融機関に対し、年1.0％を限度として利子
補給する。

松山市消費税対策
資金融資利子補給金

令和元年度から、松山市中小企業資金融資制度を利
用して一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資
を行った金融機関に対し、年1.0％を限度として利子
補給する。

松山市新型コロナウイルス対策等
資金融資利子補給金

令和2年度から、松山市中小企業資金融資制度を利用
して一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資を
行った金融機関に対し、年1.5％を限度として利子補
給する。

新型コロナウイルス対策
金融支援利子補給金

令和2年度から、愛媛県が取り扱う新型コロナウイル
ス対策の融資制度を利用した中小企業者又は当該融
資を行った金融機関に対し、年0.5％を限度として利
子補給する。

市内外企業への営業活動などで、本市への立地を促進する。

松山圏域で連携し、中小企業などが県内外の複数の大手企業などに直接売り込む「逆」商
談会を地元で開催し、販路を拡大する。また、台湾との経済交流を推進するため、市内事業
者の台湾での販路拡大などを支援する。

本市をタンパク質研究やバイオの国際拠点にするため、愛媛大学や愛媛県、関係団体など
と共同で国際学術シンポジウムや一般向け体験セミナーなどを開催する。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

雇用対策推進事業 30,505 地域経済課

【拡充】 松山しごと創造センター運営事業 （再掲） 49,074 地域経済課

（債務負担行為）

【拡充】 ふるさと納税・関係人口拡大事業（再掲） 41,860 地域経済課

【新規】 スタートアップ総合支援事業（再掲） 15,750 地域経済課

人材確保・育成支援事業（再掲） 19,856 地域経済課

生産性向上支援事業（再掲） 16,000 地域経済課

都市部人材等活用支援事業（再掲） 16,262 地域経済課

データサイエンス活用支援事業（再掲） 8,775 地域経済課

松山市勤労者福祉サービスセンター共済事業 【勤労者】 66,819 地域経済課

国際観光客誘致促進事業 （再掲） 340,997

【新規】 国際観光客誘致促進事業 ［台北市友好交流協定締結１0周年記念事業］ （再掲） 20,695 観光・
国際交流課

台北市友好交流協定締結１0周年を記念した事業を実施し、両市の相互誘客につなげる。

求職者の職業能力開発・向上や資格の取得、また高齢者の就労相談窓口を設置するなど、
育成・就職・再就職を支援する。

創業や経営の支援など、「しごと」に関する幅広いサービスを、ワンストップで提供する「松
山しごと創造センター」を管理運営する。
令和６年度は、創業の促進を図るため、新規創業及び経営安定化の支援に重点的に取り組
む。

事項 期間 限度額

松山しごと創造センター運営委
託

R5～R8年度 147,000

ふるさと納税をきっかけに関係をもった寄附者とのつながりを発展させ、関係人口を拡大
させることで、地域経済の活性化を図る。
令和6年度は、ふるさと納税・観光・物産で回遊性を持たせながら、データを基軸にふるさ
と納税や宿泊などの拡大に取り組み、地域経済の活性化や関係人口の拡大、データ活用人
材の育成などを行う。

社会課題を解決しながら経済活性化をけん引し、急速に成長することで、多くの雇用を生
み出すスタートアップの創出とスタートアップと連携し市内企業が持続的に成長するため、
総合サイトの構築をはじめ、学生の起業支援や市内企業とのマッチング支援等を行う。

人材不足や物価高騰など厳しい経営環境の中でも、人への投資を行い、企業の成長につな
げようとする企業を後押しするため、重要な経営資源である従業員の確保や育成に取り組
む企業を支援する。

デジタル化やＤＸなどによる業務効率化に取り組む市内中小事業者を支援し、生産性の向
上を推進する。

柔軟な働き方推進のため複業を行う都市部の外部人材の活用に向けた支援などを行う。

大学生を対象にデータサイエンティストを育成するとともに、市内企業のデータを学生と企
業が活用しながら企業の課題を解決する。

中小企業の勤労者が、豊かで充実した生活を送ることができるように福利厚生事業を行
う。

観光・
国際交流課

愛媛県などと連携したインバウンドの誘致促進などに取り組む。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 （公財）松山観光コンベンション協会運営補助事業（再掲） 191,553

二之丸庭園・城山公園等管理事業（再掲） 145,458

松山を楽しもうキャンペーン事業（再掲） 23,000

観光WEBプロモーション事業 5,791

松山はいく事業 13,950

【拡充】 松山港まつり三津浜花火大会事業（再掲） 15,250

【拡充】 誘客促進・観光おもてなし事業（再掲） 2,807

鹿島賑わい活性化事業（再掲） 24,159

修学旅行誘致促進事業（再掲） 13,827

【拡充】 広域・観光交流事業（再掲） 7,197

観光・
国際交流課

国内外の観光客や国内・国際コンベンションの誘致などで、観光・物産を振興する。
令和6年度は、台北市友好交流協定締結10周年を記念し、台北市からの代表団の受入を
行う。

観光・
国際交流課

中心市街地を活性化するため、新聞社や放送局などの県内主要メディアが一体となり行政
と連携しながら、城山公園を中心に「松山を楽しもうキャンペーン」を開催する。

観光・
国際交流課

二之丸史跡庭園等の施設を適切に管理するとともに、季節に応じたイベント等を開催し魅
力を充実させることで、集客を促し、来場者の満足度を高める。

(債務負担行為)

事項 期間 限度額

二之丸庭園入園料
キャッシュレス決済手数料

R元年度～R6年度 900

松山城二之丸史跡庭園・
その他付帯施設等指定管理委託

R4～R9年度 663,100

観光情報公式WEBサイト「四国松山　瀬戸内松山」や公式SNSの運営・更新などを行う。

観光・
国際交流課

「俳都＝松山」ならではの俳句や文学を活用したまち歩きコンテンツである松山はいくを実
施し、旅行商品を活用し、交流人口の拡大や観光客の満足度を向上させる。

観光・
国際交流課

鹿島公園を安全で快適に管理しながら、島の魅力を広く発信して来島者の増加につなげ
る。

観光・
国際交流課

平日の団体旅行者の増加や卒業後のリピーターにつなげるため、学校や旅行会社に瀬戸
内・松山エリアの旅のルートや価値を提案し、修学旅行の誘致を促進するとともに、特別支
援学校などの修学旅行でサポート内容の充実を図る。

観光・
国際交流課

「四国で最大級の花火大会」を開催し、観光客を誘客するとともに、地域振興を図る。
令和６年度は、　道後温泉本館全館営業再開・改築１３０周年を記念し、花火の増発などを
行う。

観光・
国際交流課

まつやま観光キッズの活動や、観光事業者などを対象にした講座などにより、国内外の観
光客の受入態勢を充実させる。
令和６年度は、　道後温泉本館全館営業再開・改築１３０周年を記念し、観光キッズが観光客
におもてなしの品を配布する。

観光・
国際交流課

本市とのゆかりや深いつながりがある都市や近隣市町との連携事業などを実施し、観光交
流人口の拡大につなげる。
令和６年度は、本市と別府市を巡る周遊旅行の促進に取り組む。

観光・
国際交流課



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

瀬戸内・松山観光ビジネス戦略事業 （再掲） 43,382

クルーズ船誘致・受入推進事業 （再掲） 32,191

松山城管理事業 【松山城】（再掲） 167,174

【拡充】 道後温泉活性化事業 （再掲） 34,977 道後温泉事務所

【新規】 道後温泉活性化事業［道後温泉本館全館営業再開・改築１３０周年記念事業］（再掲） 29,642 道後温泉事務所

（債務負担行為）

源泉井戸及び分湯場施設等の改修事業 【道後】 47,900 道後温泉事務所

中山間地域等直接支払推進事業 102,045 農水振興課

水田農業担い手支援事業（再掲） 812 農水振興課

経営所得安定対策等推進事業 4,300 農水振興課

道後温泉本館保存修理工事での観光産業や地域経済への影響を緩和するため、後期工事
期間中も工事と連動した活性化事業に継続して取り組み、道後温泉地区の賑わいを創出す
る。また、これまでの道後温泉活性化の取組検証を行うほか、今後益々増大するインバウン
ド需要に対し、多言語公式サイトの拡充やまち歩きコンテンツ「道後刻めぐり」の更新など、
更なる受入環境の整備を行う。

道後温泉本館の全館営業再開や改築130周年を記念し、道後温泉のプロモーションなど
を行い、地元の機運醸成や誘客につなげる。

事項 期間 限度額

道後温泉源泉井戸及び配湯施設等の改修実施計画に基づいて、老朽化した源泉井戸や分
湯場の改修工事などを行う。

農業生産条件の不利な中山間地域などで農業生産を維持する活動を支援するため、協定
に基づき集落が行う農用地の維持・管理に必要な経費を、面積に応じて交付する。

水田農業の経営発展と水田の効率的な利用のため、農地中間管理事業を利用し、新たに水
田を集積する農地利用者に奨励金を交付する。

水田農業の振興のため、国の経営所得安定対策等推進事業の事務を担う松山市地域農業
再生協議会に補助する。

道後温泉本館保存修理工事
完成記念事業

R5～R6年度 25,000

事項 期間 限度額

松山城天守観覧料等
キャッシュレス決済手数料

R元年度～R6年度 33,500

松山城天守・ロープウエイ
東雲口駅舎等指定管理委託

R4～R9年度 1,020,900

観光・
国際交流課

広島地域と松山を結ぶ海上ルートを活用し、瀬戸内・松山エリアへの誘客促進に向けて、交
通事業者や広島地域の自治体などと連携し、旅行商品の造成を行うとともに、首都圏や関
西圏のほか、九州圏での観光プロモーション等を行う。

観光・
国際交流課

松山港に寄港するクルーズ船を誘致するために、愛媛県と連携し、船会社への商談会など
に参加し、本市の魅力をPRするほか、寄港時には乗客に観光案内などで市内周遊を促し、
地域経済の活性化につなげる。

観光・
国際交流課

重要文化財を有する松山城を維持管理するほか、夜間のライトアップイベントや松山城を
舞台にした集客イベントを開催するなど、松山城の魅力を充実させることで、集客を促し、
来場者の満足度を高める。

(債務負担行為)



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

環境保全型農業直接支援対策事業 3,772 農水振興課

有害鳥獣捕獲緊急対策事業（再掲） 112,883 農水振興課

新規就農者定着支援事業 163,953 農水振興課

農地集積・集約化対策事業 9,389 農水振興課

農業後継者対策事業（再掲） 1,015 農水振興課

農業用廃プラスチック適正処理推進協議会補助金 1,181 農水振興課

担い手等経営発展支援事業（再掲） 7,897 農水振興課

流通販売促進事業（再掲） 24,153 農水振興課

荒廃農地再生利用事業（再掲） 639 農水振興課

未来型果樹産地強化支援事業（再掲） 42,150 農水振興課

農業型地域おこし推進事業（再掲） 5,662 農水振興課

「まつやま農林水産物ブランド」を生産者、販売者、消費者が誇れるトップブランドに成長さ
せるため、消費者や社会的ニーズに対応したPR活動や情報発信、販売促進活動に取り組
む。また、松山で採れた旬の果物や野菜などを集めた「まつやま農林水産まつり」を開催
し、地場産品の魅力を知る機会を提供するとともに、地産地消につなげる。

優良農地の確保や荒廃している農地の有効活用、生産者の事業拡大のため、農地を再生
し、利用する経費の一部を補助する。

果樹農家の生産性向上や事業継続のため、「紅まどんな」や「せとか」などの高収益が期待
できる品種の生産に必要な設備の整備などに補助する。

農業に特化した地域おこし協力隊が就農活動や地域行事に参加するなど、島しょ部の農業
振興と地域活性化を目指す。

農業経営開始直後の青年新規就農者の経営の安定と就農意欲の向上、農業への定着を目
指し、国の制度を活用して支援する。

農地中間管理機構の業務の一部を受託し、農地の集積・集約化の制度を周知するほか、集
積・集約化に協力した地域や農地の貸し手に協力金を支給する。

新規就農者や農業後継者が直面する様々な課題解決に取り組み、本市の農業の持続的な
発展に必要な次世代の農業経営者を育成する。

農村の環境を保全し、農家の負担を軽減するため、使用済み農業生産資材のリサイクルに
取り組んでいる農業協同組合に、その費用の一部を補助する。

人・農地プランの法定化に伴い、地域での話し合いにより目指すべき将来の農地利用の姿
を明確化する「地域計画」の策定を推進するなど、認定農業者などの経営や地域農業の発
展に取り組む。

地球温暖化の防止や生物多様性の保全などに効果が高い営農活動の普及を推し進めるた
め、有機農業などに取り組む農業者を支援する。

農作物の被害軽減のため、有害鳥獣（イノシシ・サル・シカなど）を捕獲した場合に報償金を
支払うほか、被害を防ぐための電気柵や捕獲するための箱わななどの資機材購入費用を
補助する。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【新規】 スマート農機等導入推進事業（再掲） 1,735 農水振興課

【拡充】 産地生産基盤パワーアップ事業（再掲） 69,283 農水振興課

研究指導事業 7,161 農水振興課

【新規】 まつやま農業未来人材投資事業（再掲） 7,724 農水振興課

離島漁業再生支援交付金事業 22,525 農水振興課

新規漁業就業者育成強化事業 5,600 農水振興課

漁場整備事業 13,269 農水振興課

農村地域多面的機能維持推進事業 40,991 農林土木課

一般土地改良事業 282,399 農林土木課

（債務負担行為）

ため池防災対策事業 260,000 農林土木課

一般土地改良事業
（平井町）

R5～R6年度 3,000

市民の安全確保のため、決壊した場合に人的被害を与えるおそれのある「防災重点ため
池」の改修工事等を実施する。

水産資源を維持・保全し、漁獲量の増大と水産業振興のため、漁業協同組合が行う稚魚の
放流などの漁場整備を支援する。

農業・農村が持つ多面的機能を維持保全するため、水路の泥上げ、農道の草刈りなど、農
地・農業用施設の維持管理活動や、農村環境保全のための地域の共同活動、農業用施設の
補修や更新など長寿命化の取組などに、面積に応じて一定額を交付する。

農業者の労力軽減や生産性向上のため、土地改良区などからの申請に基づき、農業用施
設（農道・ため池・取水堰等）の改良工事を行う。

事項 期間 限度額

国の「産地生産基盤パワーアップ事業」を活用し、大規模な施設整備で多大な初期投資が
必要となる農家などの負担を軽減するため、県の樹園地再編整備に合わせて、農業用ハウ
スなどの費用の一部を補助する。

野菜・花き・果樹の現地指導とタブレットやスマートフォンを活用した栽培指導を行うとと
もに、消費者ニーズや生活様式の変化に対応した品目の試験栽培や導入の推進、アボカ
ド、ユーカリなどの優良種苗分譲で、農家の安定した生産活動と所得向上を目指す。

農業者の高齢化や労働力不足が続く中、効率的な営農で農業を成長産業とするため、デジ
タル技術を活用し「農業ＤＸ」に取り組む。
農業指導センターで農業ＤＸ機器の説明会や営農指導を通して体験機会を提供し、農業者
の導入を後押しするとともに、アボカドの収穫量と品質の向上のため、果実の生育に影響
を与える昆虫の行動研究に愛媛大学と共同で取り組む。

離島の漁業集落が取り組む漁場の管理や改善、漁場監視などの生産力向上の活動を支援
するため、集落協定に基づき、交付金を交付する。

漁業就業者の減少や高齢化に対応するため、漁業協同組合が実施する新規漁業就業者を
支援する取組に補助する。

農業者の高齢化や労働力不足が続く中、効率的な営農で農業を成長産業とするため、デジ
タル技術を活用し「農業ＤＸ」に取り組む。
モデル地区での遠隔操作で作業ができる草刈機の利用推進やドローンによる傾斜地での
薬剤散布調査など、スマート農機等の導入に向け、調査研究に取り組む。



☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

ため池等整備事業 63,020 農林土木課

農地整備換地事業 27,262 農林土木課

新たな森林経営管理制度推進事業（再掲） 148,878 農林土木課

森林・山村多面的機能発揮対策事業 36 農林土木課

【新規】 全国植樹祭開催事業（再掲） 6,118 農林土木課

市有林保育・管理事業 5,602 農林土木課

国費補助林道整備事業 60,365 農林土木課

農林土木災害復旧事業 610,347 農林土木課

林道災害復旧事業 52,000 農林土木課

林業者の労力軽減や生産性向上のため、森林組合などからの申請に基づき、林道の開設
や改良を行う。

令和5年6月30日からの大雨などの影響で被災した農業用施設や農地を復旧する。

令和5年6月30日からの大雨などの影響で被災した林道を復旧する。

優良園地の創出と高品質品種の導入のため、区画整理事業のうち、農地集積と集約化
に必要な換地作業などを実施する。

平成31年4月に施行された森林経営管理法に基づき、森林所有者に、所有する森林の経
営や管理に関する意向調査などを行うほか、森林の持つ多面的機能をより高度に発揮さ
せるため、手入れされていないスギやヒノキを間伐する。また、林業の担い手育成や木材
の出荷、木材の利活用促進に必要な費用の一部を補助する。

地域住民、森林所有者、自伐林家などが協力して行う、里山林の保全や竹林整備、森林資
源の利活用などの取組を支援する。

令和8年度に「第76回 全国植樹祭」が開催されることを契機に、県と連携し、市民の森林・
緑に対する親しみや理解を深めるとともに、本市の魅力を発信する。
令和6年度は、全国植樹祭の機運醸成に取り組むとともに、（公財）愛媛の森林（もり）基金
と「愛媛県植樹祭」を開催する。

市有林を適正に管理・保育するため、計画的に間伐や管理道の補修などを行う。

災害発生時のため池の決壊などによる災害の発生を未然に防止するため、老朽化し早期
に整備が必要なため池の改修工事を実施する。



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

文化振興事業 （再掲） 33,731 文化・ことば課

【新規】 文化振興事業[東京ガールズコレクション地方創生プロジェクト誘致事業分] （再掲） 50,000 文化・ことば課

【新規】 文化振興事業[若者文化賑わい創出推進事業分] （再掲） 20,000 文化・ことば課

ふるさと館管理運営事業 105,909

（債務負担行為）

市民会館管理運営事業 240,754

（債務負担行為）

市民スポーツ活動活性化事業（再掲） 4,946

総合コミュニティセンター管理運営事業 764,972

（債務負担行為）

松山市文化・スポーツ振興財団事業振興補助金 103,897

文化スポーツ振興事業補助金 24,334

スポーティング
シティ推進課

スポーティング
シティ推進課

スポーティング
シティ推進課

スポーティング
シティ推進課

スポーティング
シティ推進課

市民が生涯にわたりスポーツを楽しむことができるよう、各種スポーツ大会や市民体育祭
を開催するとともに、市長旗杯大会を開催する各種団体を支援する。

松山市文化・スポーツ振興財団が行う事業を支援し、文化・スポーツ活動の活性化を進め
る。

北条ふるさと館指定管理委託 R3～R8年度 176,200

教育文化施設である市民会館の管理運営を指定管理者に委託し、利用促進とサービスの
維持・向上を目指すとともに、北条市民会館を管理運営する。

事項 期間 限度額

松山市民会館指定管理委託 R5～R10年度 1,232,400

事　　業　　概　　要

教育文化施設であるふるさと館の管理運営を指定管理者に委託し、利用促進とサービス
の維持・向上を目指す。

事項 期間 限度額

文化芸術の振興による魅力あふれるまちづくりのため、市民が文化芸術に気軽に触れられ
る機会を創出する活動に支援するなど、松山市文化芸術振興計画の将来ビジョン「市民全
員が“まつやま文化人”」を目指す。

地域の活性化を目指す「東京ガールズコレクション地方創生プロジェクト」を愛媛県と連携
して誘致し、ファッションや音楽などの若者文化に活気を与えるとともに、本市の魅力の全
国発信と再認識につなげる。

若年層が魅力を感じる音楽や食など多様なカルチャーに触れることができるイベントを実
施することで、地域の文化振興と賑わいの創出を図る。

スポーティング
シティ推進課

教育文化の振興や市民の健康増進、市民福祉の高揚を目的に設置された総合コミュニティ
センターの管理運営を指定管理者に委託し、利用促進とサービスの維持・向上を目指す。

事項 期間 限度額

松山市総合コミュニティセンター
指定管理委託

R5～R10年度 3,924,200

松山市文化・スポーツ振興財団の運営を支援し、財団運営の安定化に取り組む。



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

野外活動センター管理運営事業 237,732

（債務負担行為）

社会体育振興事業 （再掲） 27,325

スポーツセンター管理事業 161,865

（債務負担行為）

中島Ｂ＆Ｇ海洋センター事業 12,809

体育施設管理運営事業 45,852

（債務負担行為）

中央公園管理運営事業 842,165

（債務負担行為）

中央公園改修整備事業 500,104

（債務負担行為）

スポーティング
シティ推進課

スポーティング
シティ推進課

スポーティング
シティ推進課

スポーティング
シティ推進課

スポーティング
シティ推進課

スポーティング
シティ推進課

スポーティング
シティ推進課

野外活動で心身の健康を増進し、市民に四季を通して憩える場を提供するため、管理運営
を指定管理者に委託し、利用促進とサービスの維持・向上を目指す。

松山中央公園野球場
外壁改修事業

R6～R7年度 120,000

事項 期間 限度額

スポーツの振興・普及のため、「愛媛マラソン」「トライアスロン中島大会」などの大規模な大
会や各種スポーツ大会への支援に加え、スポーツ功労者の表彰などに取り組む。

北部地域のスポーツ活動拠点である北条スポーツセンターなどの管理運営を指定管理者
に委託し、利用促進とサービスの維持・向上を目指す。

松山市野外活動センター
指定管理委託

R5～R10年度 1,198,100

事項 期間 限度額

事項 期間 限度額

松山中央公園野球場
外周デッキ改修事業

R5～R6年度 111,800

別府第一市民運動広場等
指定管理委託

R5～R10年度 160,000

スポーツ活動の拠点である中央公園の管理運営を指定管理者に委託し、利用促進とサー
ビスの維持・向上を目指す。

事項 期間 限度額

松山中央公園指定管理委託 R5～R10年度 2,986,500

北条スポーツセンター及び
北条体育館指定管理委託

R5～R10年度 587,400

中島B&G海洋センターで、海洋性レクリエーションや自然と触れ合う生涯学習・生涯ス
ポーツに取り組み、青少年の育成や地域住民の健康づくりにつなげる。

体育施設を適切に維持管理し、充実したスポーツ施設として市民に提供するため、管理運
営を指定管理者に委託し、利用促進とサービスの維持・向上を目指す。

事項 期間 限度額

河野別府公園市民グランド等
指定管理委託

R3～R8年度 39,000

中央公園の施設機能を維持するとともに、利用者に安全で快適な施設を提供し、スポーツ
の普及・振興につなげるため、施設や設備などを改修整備する。



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

（文教消防関係）

幼稚園事務管理費 26,709 保育・幼稚園課

教育委員会議費 6,066 生涯学習政策課

学校・家庭・地域連携協力推進事業（放課後子ども教室運営事業）（再掲） 63,148 地域学習振興課

公民館笑顔あふれる絆づくり推進事業 32,720 地域学習振興課

公民館元気活力支援事業 37,493 地域学習振興課

中島総合文化センター管理事業 257,658 地域学習振興課

成人式典事業 6,504 地域学習振興課

奨学資金貸付事業 169,947 学校教育課

教職員事務事業 41,777 学校教育課

学習アシスタント活用支援事業 18,106 学校教育課

市立幼稚園に校務員や幼児教育支援員を配置するほか、芝生化した園庭の維持管理など
を行い、幼児教育の振興を目指す。
市立幼稚園1園で集団保育が可能な医療的ケア児の受け入れに備え、訪問看護ステーショ
ンの看護師によるケアを行うとともに、保育支援員を配置し、園児の園生活を支援する体
制を整える。

地域住民のニーズに合った講座や地域課題の解決につながる活動等を行うことで、地域に
密着した円滑な公民館運営と生涯学習の推進を目指す。

施設の維持管理や中島地域の生涯学習を振興するとともに、島の文化を内外に発信する。

青年に地域社会の一員としての自覚を促すため、地域住民が主体となって、地域の特性を
生かした成人式典を運営する。

経済的事情で大学への修学が困難な人に、学業継続の機会を確保するため、修学に必要
な資金を無利子で貸し付ける。
・県内大学進学者  入学支度金 30万円   奨学金　月額 3万円
・県外大学進学者  入学支度金 50万円   奨学金　月額 5万円

市立小中学校に在籍する教職員の人事・給与（諸手当）などの事務を行う。また、教員の事
務を支援するスクール・サポート・スタッフを小中学校に配置したり、教職員からの相談を
受けたりすることで、教員の負担を軽減し、より児童生徒への指導や教材研究等に注力で
きる体制を整備する。

児童生徒の基礎基本の定着と、確かな学力を身に付けさせるため、学習アシスタント（教員
免許所持者等）を活用する小中学校を支援する。

教育委員会を適切に運営し、地方教育行政の諸問題に対応する。

放課後や週末等に小学校の余裕教室などを活用して、こどもの安全・安心な活動拠点（居
場所）を設け、地域住民の参画を得ながら勉強やスポーツ・文化活動を行うほか、「まつや
ま型コミュニティ・スクール」のモデル地区で、地域学校協働本部の整備などを進め、こども
たちの成長を支える地域学校協働活動を更に推進する。

温もりのある地域の絆をより深めるため、住民自らのアイデアと工夫で行う地域の素材や
特性を生かした活動を支援する。



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

未来の「ふるさと松山」創造事業（次代に向けた特色ある学校づくり）（再掲） 17,500 学校教育課

幼保小中連携推進事業 100 学校教育課

まつやま小中学生文化等体験学習事業［愚陀佛庵・平和教育プログラム分を含む］（再掲） 22,763 学校教育課

まつやま中学校文化部活動指導支援事業 2,800 学校教育課

小規模校等学校間交流等支援事業 1,027 学校教育課

台北市との小中学校友好交流事業 91 学校教育課

通学等環境整備事業 36,644 学校教育課

（債務負担行為）

【新規】 通学等環境整備事業［通学用車両DX活用事業分］（再掲） 330 学校教育課

【新規】 学校会計事務支援事業（再掲） 4,496 学校教育課

児童生徒が、ふるさと松山で持続可能な社会の創り手になるため、「ふるさと松山学」を活
用したふるさと教育など特色ある学校づくりや、SDGsの目標につながる体験活動などに
取り組む市立の幼稚園と小中学校を支援し、探究的な学習や体験活動を通して学ぶ機会
を確保する。
また、職員派遣事業に加え、「松山市SDGs推進協議会」に参加している企業などが実施す
るSDGsに関連した事業や講師派遣などを活用する。

現行の6・3制の枠内で、地域に根ざした持続可能な連携教育についての研究を進め、幼稚
園・保育所から小学校1年生、小学校6年生から中学校1年生へ進学する時期に見られる問
題（いわゆる小1プロブレム、中1ギャップ）の解消と学力向上を目指す。

こどもの豊かな感受性を育むとともに、将来への可能性を引き出すことを目指し、児童生
徒に優れた文化芸術に触れる機会を提供するほか、子規記念博物館内の「愚陀佛庵」を訪
問し、人とのつながりや出会いの大切さを学んだり、「掩体壕」を見学し、平和の大切さを
学んだりできる機会を提供する。

市内各中学校の文化部活動で外部指導者を活用して指導者不足を補う。併せて、教員の負
担軽減のため、校長の監督の下、単独で部活動の指導やコンクールなどへの引率ができる
部活動指導員を希望する学校に配置する。

小中学校の教材費等の支払いについて、キャッシュレス化を促進し、現金取扱い上の事故
を防止する。また、教職員の学校会計事務に係る負担や振込手数料の有料化に伴う保護者
負担を軽減するため、小中学校が導入するインターネットバンキングの月額利用料及び学
校長が保護者に公費を振込む際の手数料を補助する。

小規模校の児童生徒が、他校との交流を深めることにより新たな人間関係や経験を広げ
るなど、こども達の生きる力を育む教育の充実に繋げるため、必要な移動経費を支援し学
校間交流等を行いやすい環境を整備する。

友好交流協定を締結した台北市との友好関係の更なる発展や、国際理解教育を推進する
ため、こどもたちとのメッセージ交換等の交流や、友好交流推進員（台北市の留学生を任
命）を活用した台湾に関する学習を行う。

通学区域の弾力化などで、全市域から児童生徒を受け入れている小中学校に通う通学困
難な児童生徒に、通学用車両の運行や船舶の定期代を支援し、通学環境を整備する。

事項 期間 限度額

通学用車両運行業務委託 R5～R8年度 79,800

保護者・学校双方の負担軽減をはかるため、山間部や島しょ部で運行している通学用車両
に位置情報サービスや乗車申請アプリを導入する。



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

小・中学校外国語教育推進事業 201,146 学校教育課

障がい等のある子どものための支援事業 150,364 学校教育課

【新規】 障がい等のある子どものための支援事業[「学級支援員」活用支援事業分]（再掲） 11,132 学校教育課

学校図書館運営支援員事業 31,079 学校教育課

特別支援教育事業 29,173 学校教育課

いじめ対策総合推進事業（いのちを守る相談事業） 6,036 学校教育課

医療的ケア児に対する支援体制整備事業 18,861 学校教育課

教育振興補助金交付事業 10,523 学校教育課

小学校学習支援事業 17,825 学校教育課

中学校学習支援事業 3,806 学校教育課

小学校就学援助（学用品等）支給事業 122,333 学校教育課

中学校就学援助（学用品等）支給事業 172,642 学校教育課

寄宿舎運営管理事業 20,859 学校教育課

児童生徒に生きた英語を提供するため、小中学校に外国語指導助手（ALT）を派遣し、外国
語科や外国語活動の学習を支援する。

確かな学力の基盤となる児童生徒の読書活動を推進するため、学校図書館運営支援員を
置き、魅力的で機能的な図書館づくりを支援する。

特別な教育的支援を必要とする児童生徒に、特別支援教育指導員を活用し、教育相談を実
施するなどの支援を充実する。特別支援学級の連合行事などを開催して、こどもたちの活
躍の機会をつくるとともに、社会への啓発を行う。

社会問題となっている「いじめ問題」に対応するため、いのちを守る相談活動や子どもから
広がるいじめゼロ活動など、子どもが安心して学校生活を送れるように支援し、いじめの
防止と早期発見、早期解決を目指す。

医療的ケアを必要とする児童生徒が在籍する小中学校に、学校での医療的ケアに対応でき
る看護師を配置し、支援する。

私立中学校・高等学校などの生徒が安定した学校生活を送れるよう、教育振興のための助
成を行う。

就学記念品や副読本を児童に配付し、学習活動を支援する。
愛媛県が開発した「えひめICT学習支援システム」を活用し、児童生徒の個別最適な学びの
推進と教職員の業務負担を軽減する。

障がい等のあるこどもや日本語の理解が困難な帰国子女や外国人児童生徒などが、豊か
な学校生活を送れるよう、学校生活支援員を活用する各学校を支援する。

多様な教育的ニーズのある児童生徒が共に学べる教育環境を整えるため、学級支援員を
配置し、対象となる学級に入り込んで支援する。

経済的な理由で公立小中学校への就学が難しい家庭に、学用品費などを援助する。

中島中学校の寄宿舎「青潮寮」を運営管理し、市内全域から中島中学校へ通う生徒を受け
入れる。



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 教職員研修事業 （再掲） 1,563 教育研修

センター事務所

学校支援事業 1,143 教育研修

センター事務所

松山の教育研究開発事業 （再掲） 7,551 教育研修

センター事務所

教育の情報化推進事業 （再掲） 330,821 教育研修

センター事務所

（債務負担行為）

小学校教育用コンピュータ整備事業 （再掲） 814,833 教育研修

センター事務所

中学校教育用コンピュータ整備事業 （再掲） 391,246 教育研修

センター事務所

小学校施設維持管理事業 1,012,323 学習施設課

中学校施設維持管理事業 540,547 学習施設課

（債務負担行為）

社会の変化や学校のニーズに応じて教職生活全体を見通した研修体系をつくるとともに、
大学と連携して、多様な研修の内容や方法の改善を検討し、質の高い研修を行う。
令和６年度は、　道後温泉本館全館営業再開・改築１３０周年の機会を捉えて、教職員を対
象に道後温泉の歴史や「ふるさと松山学」に関連した先人の足跡を辿る内容の講座を開催
する。

各小中学校へ講師を派遣することなどにより、各学校の実践的指導力を向上させ、あわせ
て児童生徒の科学、芸術文化等への興味関心を高める。

小中学校と協働した授業づくり等の研究や教材の開発、センター研究発表会などを通し
て、教職員の授業力を向上させ、児童生徒の確かな学力と豊かな心を育成する。
また、「ふるさと松山学」教材を活用し、特色ある松山の教育を推進する。

学校の事務処理の効率化と、児童生徒の情報活用能力などの育成のため、ＩＣＴ環境を整
備・管理し、情報教育の実践と調査研究を行う。また、ICT支援員を配置し、児童生徒の情
報活用能力や教員のICTスキルを向上させるとともに、教員の業務負担を軽減する。

事項 期間 限度額

ICT支援員配置業務委託 R5～R8年度 178,200

GIGAスクール構想を進め、児童生徒1人1台端末や校務用コンピュータなどを適切に管理
する。また、有効に活用するための教材用ソフトウェアや消耗品を整備する。

小中学校施設の安全性を確保し、良好な教育環境を維持するため、施設・設備の保守・修繕
などを適切に行う。

事項 期間 限度額

小学校エアコン整備ＰＦＩ事業 H28～R11年度 4,400,000

中学校エアコン整備ＰＦＩ事業 H28～R11年度 2,200,000



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

小学校施設マネジメント事業 2,132,889 学習施設課

中学校施設マネジメント事業 204,818 学習施設課

公民館施設マネジメント事業（再掲） 467,517 学習施設課

（債務負担行為）

分館建設事業 64,014 学習施設課

文化財保護管理事業 5,853 文化財課

文化財めぐり事業 （再掲） 1,882 文化財課

釣島灯台旧官舎管理運営事業 3,067 文化財課

県指定史跡庚申庵活用事業 14,218 文化財課

（債務負担行為）

埋蔵文化財センター管理・教育普及事業 （再掲） 209,078 文化財課

（債務負担行為）

市内遺跡発掘調査事業 26,802 文化財課

安全・安心な施設を整備するため、長寿命化計画に基づき、小中学校・公民館施設の老朽
化状況や将来の需要に応じて、適切な時期に適切な規模で改修などを行い、長寿命化など
を進める。

事項 期間 限度額

雄郡小学校外2校
長寿命化改良事業

R5～R6年度 1,586,000

和気小学校外2校
長寿命化改良事業

R6～R7年度 544,000

道後中学校外2校
長寿命化改良事業

R6～R7年度 2,223,000

中島小・中学校
教職員住宅新築事業

R6～R7年度 152,000

久米公民館・支所
長寿命化改良事業

R6～R7年度 66,000

老朽化が進んでいる真砂分館（雄郡地区）、大渕分館（和気地区）を改築する。

文化財の保存・活用を進めるとともに、文化財の管理業務などを行い、文化財の計画的な
保存活用の促進を目的とした、文化財保存活用地域計画を作る。

国・県・市指定文化財など、郷土にある様々な文化遺産を見学する機会を作り、文化財保護
の意識を高める。

維持管理ボランティアによる体験学習会の実施や、灯台や旧官舎を見学するクルージング
事業を支援するなど、貴重な近代化遺産である釣島灯台旧官舎を公開活用する。

松山の俳人、栗田樗堂が造った草庵、県指定史跡庚申庵の庭園や庵を管理し、史跡を公開
活用する。

事項 期間 限度額

松山市庚申庵史跡庭園
指定管理委託

R5～R10年度 67,100

松山市立埋蔵文化財センターを適正で効率的に管理運営するとともに、埋蔵文化財や本市
の歴史・文化を普及啓発する。

事項 期間 限度額

松山市立埋蔵文化財センター
指定管理委託

R5～R10年度 1,145,000

埋蔵文化財の保存・保護のため、個人住宅などの開発に必要な発掘調査費用の負担を軽
減するとともに、市民の文化財保護の意識を高める。



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

久米官衙遺跡群遺構保全事業 2,067 文化財課

葉佐池古墳公園公開活用事業　 4,728 文化財課

校納金徴収管理一元化事業 16,278 保健体育課

学校体育振興事業 34,389 保健体育課

【新規】 学校体育振興事業[水泳学習指導事業分]（再掲） 10,691 保健体育課

（債務負担行為）

中学校運動部活動指導支援事業 36,929 保健体育課

物資共同購入事業 2,160,335 保健体育課

国史跡に指定された久米官衙遺跡群を適切に保存管理しながら、整備手法や活用方法を
検討する。

葉佐池古墳公園を適切に維持管理するとともに、文化財を公開活用する。

教職員の負担軽減や事務効率の向上、保護者の利便性を高め、教職員の本来業務である
こどもと向き合う時間を充実させるため、松山市が校納金の徴収・管理を行う。

児童生徒に練習の成果を発揮する場として、総合体育大会や新人大会などを開催すると
ともに、全国大会や四国大会に参加する学校の負担を軽減するため、交通費相当額を補助
する。

市内各中学校の運動部活動の競技力を高め、教員の負担を軽減するため、外部指導者を
活用する。また、教員の働き方改革の一つとして、学校長の監督の下、単独で部活動の実
技指導や、大会などへの引率ができる部活動指導員を希望する学校に配置する。さらに、
休日の部活動を段階的に地域へ移行する国の方針に基づき、モデル校で、地域のスポーツ
団体などが休日の部活動を指導する実証事業を行う。

松山市が学校給食費を保護者等から直接徴収し、給食用物資を購入する。
物資の調達は一般財団法人松山市学校給食会へ委託する。

市立小学校の水泳授業で民間施設の活用や学校間の共同利用の実証事業を行う。

事項 期間 限度額

松山市立小学校
水泳指導等業務委託

R5～R6年度 4,800



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

よりよい学校給食推進事業 1,107,176 保健体育課

（債務負担行為）

【新規】 （仮称）久谷学校給食共同調理場整備事業（再掲） 52,974 保健体育課

【新規】 臨時特例　価格高騰分学校給食費負担事業（再掲） 212,068 保健体育課

図書館運営事業 245,356

（債務負担行為）

図書館資料購入事業 57,000

【拡充】 読書振興事業［夏休み・子ども図書館体験プログラム事業］（再掲） 65

ブックスタート事業 2,048

湯山学校給食共同調理場及び
日浦学校給食共同調理場

給食業務委託
R元～R6年度 507,500

松山南学校給食
共同調理場給食業務委託

R2～R7年度 870,500

三津浜学校給食
共同調理場給食業務委託

R元～R6年度 421,600

味生学校給食
共同調理場給食業務委託

R元～R6年度 399,500

久米学校給食
共同調理場給食業務委託

R元～R6年度 527,000

「よりよい学校給食推進実施計画」に基づき、地産地消や食育の推進などの重点施策を進
めるとともに、給食業務を民間委託する。

事項 期間 限度額

浮穴学校給食
共同調理場給食業務委託

R2～R7年度 417,500

新玉学校給食
共同調理場給食業務委託

R3～R8年度 468,500

（仮称）新垣生学校給食
共同調理場給食業務委託

R3～R8年度 941,000

656,000

中央図書館
事務所

市民の生涯学習を支援する情報拠点としての機能を果たすため、新しい資料の購入や汚
破損資料の更新などを行い、社会情勢の変化に対応した資料の充実を目指す。

中央図書館
事務所

本市の全ての新生児とその保護者に絵本を手渡すことで、ふれあいや乳幼児期の読み聞
かせの大切さを伝える。

桑原学校給食
共同調理場給食業務委託

R4～R9年度 786,800

北条学校給食
共同調理場給食業務委託

R5～R10年度 518,500

学校給食用の食材価格が高騰している中、保護者の経済的負担を増やすことなく、これま
でどおりの栄養バランスと量が維持された学校給食を提供するため、令和6年度は、食材
の購入費用のうち、価格上昇分を市が負担する。

中央図書館
事務所

窓口等運営業務を民間に委託し効率的に管理運営するとともに、図書館情報システムを活
用し、利用者の利便性を高める。

中央図書館
事務所

こどもの発達段階に応じた読書習慣の形成に取り組むため、「図書館探検」を実施するな
ど夏休み期間の子ども向けイベントを充実させる。

学校給食を引き続き安定的に供給するため、老朽化している久米調理場、浮穴調理場を統
合し、恵原町（恵原荘跡地）に（仮称）久谷学校共同調理場を整備する。

事項 期間 限度額

松山市立図書館窓口等
運営業務委託

R2～R7年度



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

問題行動等対策事業 11,380

【拡充】 不登校対策総合推進事業（再掲） 72,488

ＰＴＡ活動推進事業 9,196

松山市青少年育成市民会議運営支援事業 3,000

子ども安全安心対策推進事業 11,833

青少年センター管理運営事業 135,671

（債務負担行為）

（市民福祉関係）

平和事業［「掩体壕」活用・平和の語り部派遣分を含む］ （再掲） 3,649 市民生活課

松山市人権教育推進協議会事業 15,728 人権啓発課

企業に対する人権教育推進事業 679 人権啓発課

松山市青少年センター
体育館大規模改修事業

R６～R７年度 240,100

教育支援
センター事務所

児童生徒の問題行動などについて、学校からの要請にもとづき、生徒指導の経験が豊かな
指導員を派遣し、教師や関係機関と連携しながら支援するとともに、松山市自立支援教室
を運営するなど、問題行動傾向にある児童生徒の学校復帰・社会復帰を目指す。

教育支援
センター事務所

不登校児童生徒の状況に応じてきめ細かく支援するために、「子ども総合相談センター事
務所」と連携し、来所・電話相談や学校への復帰を支援するための事業などを実施する。
令和6年度は、来所が難しい小学生などへオンライン面談を実施するほか、適応指導教室
と学校をオンラインでつなぎ、授業等を視聴できるようにする。また、青少年センターを拠
点に北条文化の森教室や公共施設を活用した個別面談の充実など支援の強化に取り組
む。

こどもたちの安全を確保するため、地域ぐるみでこどもの安全安心を見守る体制を整備す
る。

教育支援
センター事務所

施設管理と青少年育成活動の一部を指定管理者に委託し、青少年センターの利用促進や
各青少年育成団体と連携した活動を行う。

事項 期間 限度額

松山市青少年センター
指定管理委託

R5～R10年度 377,500

教育支援
センター事務所

PTA学級や親子ふれあい事業、親学の推進など、学びや体験活動で得たことを、各単位
PTAや家庭で実践することで、家庭教育力の向上と青少年の健全育成を目指す。

教育支援
センター事務所

家庭や学校、市民団体、企業などが連携・協力し、社会全体でこどもを育むことを目的とし
た松山市青少年育成市民会議の活動を支援する。

市民の平和意識を高めるため、平和資料展や平和の語り部派遣、松山市指定有形文化財
「掩体壕」の利活用などを実施する。また、市内の小学生に「掩体壕」を見学する機会を提供
し、戦争の悲惨さや平和の尊さを、次世代を担う子どもたちに伝えていく。

関係機関・団体・企業などと連携し、人権教育や啓発活動を推進する。

中小企業の従業員などを対象に人権啓発講座を実施し、人権尊重意識を高める。

教育支援
センター事務所



☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

（産業経済関係）

【拡充】 （公財）松山国際交流協会運営補助事業（再掲） 101,497

国際交流推進事業 8,332

【新規】 国際交流推進事業［平澤市友好都市提携２０周年記念事業］（再掲） 7,619

松山城復興建造物等調査・改修事業【松山城】 67,196

【拡充】 道後温泉本館保存修理事業 【道後】（再掲） 404,516 道後温泉事務所

（債務負担行為）

観光・
国際交流課

平澤市友好都市提携20周年を記念した事業を実施し、平澤市との交流を更に深める。

道後温泉本館保存活用事業 R5～R6年度 22,500

観光・
国際交流課

国際体験による人材育成や在住外国人の支援など、市民の国際交流の機会をつくり、地域
の国際化、多文化共生の推進に取り組む松山国際交流協会に運営費を補助する。
令和6年度は、中学生海外派遣事業を再開する。

観光・
国際交流課

姉妹・友好都市を中心に国際交流を推進するとともに、国際性豊かな人材育成や国際交流
の機会をつくることで、本市の国際化につなげる。

観光・
国際交流課

老朽化した松山城の復興建造物などについて、屋根瓦や外壁の改修工事などを行う。

重要文化財 道後温泉本館の文化財的価値を維持し、次代に引き継ぐため、地域経済への
影響を考慮した工事方法で保存修理工事を円滑に実施する。
令和6年度は、工事の総仕上げを行うほか、工事後を見据えて、保存活用計画の策定など
を行う。

事項 期間 限度額

道後温泉本館保存修理工事 H30～R6年度 2,394,200



☆緑の映える快適なまち【環境・都市】
（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

情報通信基盤運用整備事業 92,777 システム管理課

雨水利用促進事業（再掲） 4,220 水資源対策課

【拡充】 節水推進事業（再掲） 14,220 水資源対策課

（文教消防関係）

学校給食食品廃棄物リサイクル事業 18,865 保健体育課

（市民福祉関係）

共同給水施設補助事業 130,963 生活衛生課

（都市整備関係）

都市再生協議会運営事業 （再掲） 39,212 都市・

交通計画課

松山広域都市計画変更調査事業 74,360 都市・

交通計画課

城山公園整備事業（再掲） 801,523 公園緑地課

公園整備安全安心対策事業 55,400 公園緑地課

空港周辺公園整備事業 5,000 公園緑地課

市内の情報通信の格差を解消し、市域の均衡ある発展のために、島しょ部に整備した情報
通信基盤を安定稼働させるほか、市内の主要な観光施設や防災拠点などで観光客や市民
に安定した公衆無線LAN（Wi-Fi）環境を提供するため、機器の更新を行う。

雨水の利用を促すため、市民や事業者が雨水貯留施設を設置する場合に、助成金を交付す
る。また、水循環の大切さへの理解と関心を深めるための啓発活動を行う。

本市の都市計画マスタープランや都市計画道路の見直しなど、持続可能なまちづくりを実
現するため、令和5年度に実施した松山都市圏パーソントリップ調査結果を基に、将来推計
や将来シナリオ分析、交通戦略の見直しを行う。

事　　業　　概　　要

川の郷地区、河中地区、藤野地区の共同給水施設の整備に補助する。

史跡松山城跡かつ都市公園である城山公園の堀之内地区を、史跡の遺構を保存・活用しな
がら市民や観光客が自由に集い憩う緑豊かな本市のセントラルパークとして整備する。
令和６年度は、広場造成と無電柱化の工事等を実施する。

都市公園で老朽化した遊戯施設などを整備する。

（財）空港振興・環境整備支援機構の助成金を活用して、空港南第２公園の施設改修を行
う。

節水意識を高めるため、節水シャワーヘッドの購入を行う場合に助成金を交付するととも
に、水の大切さを楽しみながら学べる体験・参加型のイベントなどを実施する。
令和6年度は、手元ストップボタンの活用が節水や施設職員の負担軽減につながることか
ら、福祉施設等を対象とした節水シャワーヘッド購入助成制度を開始する。

公・民・学が連携する、都市再生協議会の活動拠点である「松山アーバンデザインセンター」
が行うまちづくりの調査研究や計画立案、人材育成の活動などの運営経費を負担する。

学校給食から出される食品廃棄物を食品リサイクル堆肥工場へ搬入、堆肥化し、循環型社
会を目指す。



☆緑の映える快適なまち【環境・都市】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

都市緑化推進事業（再掲） 16,788 公園緑地課

生活道路整備事業 469,172 道路河川整備課

（債務負担行為）

道路等管理事業 211,500 道路河川管理課

（債務負担行為）

橋梁等管理事業 495,000 道路河川管理課

松山マイロードふれあい制度 1,587 道路河川管理課

地籍調査事業 6,932 都市生活サービス課

景観形成推進事業 4,031 都市デザイン課

みんなで育む美しい街並みと賑わい創出事業 （再掲） 10,147 都市デザイン課

市街地再開発支援事業 （再掲） 802 都市デザイン課

住宅セーフティネット推進事業 148,166 住宅課

空家対策推進事業 36,747 住宅課

美しい街並みや賑わいの創出に取り組むため民間による施設整備などへ支援する。

　中心市街地を活性化しコンパクトシティを推進するため、民間主導の市街地再開発事
業を支援し、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を行う。

事項 期間 限度額

老朽化した舗装や道路施設などを補修する。

事項 期間 限度額

道路等管理事業
（和気町2丁目）

R５～R６年度 6,500

良好な景観のまちづくりを推進するため、景観計画の運用や大規模行為への景観誘導の
指導・届出審査などを行うとともに、景観教育や景観賞などの実施で景観啓発に取り組
む。

住民に身近な生活道路を整備する。

都市部及び山間部で地籍調査（境界確認等）を行う。
調査対象面積 ：太山寺地区1.57ｋ㎡、三津浜地区0.98㎢、福見川地区4.01㎢、
　　　　　　　　　　菅沢地区4.47ｋ㎡

空家等対策計画に基づき、適切に管理されていない空き家の所有者に指導するほか、危険
な空き家の解体費用を補助することなどで、市民の生活環境を保全する。

R５～R６年度 13,000
生活道路整備事業
（市道味生1４号線）

ボランティア団体の道路・緑地帯での清掃美化活動を支援するなど、市民と協働で美しく
快適な道路環境をつくる。

地域の花壇やプランターでの花いっぱい運動を通じて花づくりボランティアを育成する。
また、生け垣・庭木などの緑化奨励事業、松山植木まつりの開催などにより、市民と協働で
花と緑のあふれるまちをつくる。

住宅リフォーム補助事業で安心・安全な居住環境を確保し、子育て世帯や高齢者世帯、ま
た、移住者を支援するなど、市民の居住を安定確保する。

松山市道路橋梁長寿命化修繕計画に基づき、修繕・補修対策が必要な橋梁の補修工事を
行い、通行の安全を確保する。



☆緑の映える快適なまち【環境・都市】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 空家対策推進事業[老朽危険空家の解体費用の補助事業]（再掲） 4,000 住宅課

市営住宅建替事業 2,269,515 住宅課

（継続費）

松山駅周辺整備事業 （再掲） 1,107,225

（債務負担行為）

狭あい道路拡幅整備事業 50,287 建築指導課

【拡充】 開発行為等許可事務事業（再掲） 14,998 建築指導課

（環境企業関係）

【拡充】 環境総合計画推進事業（再掲） 6,132

環境教育啓発推進事業（再掲） 15,306

まつやまRe・再来館管理事業　 4,413

地球温暖化対策事業（再掲） 3,071

地域の住環境を向上させるため、老朽化により倒壊などのおそれのある危険な空き家を
除却する所有者などに、補助金を交付する。
加えて、島しょ部に特化した空き家対策を推進するため、高額となる産業廃棄物等の運搬
などに係る費用に対する補助金を拡充する。

松山駅
周辺整備課

松山市公営住宅等長寿命化計画に基づき、和泉地区の市営住宅の集約建替えや愛媛県と
連携して北条地区の市営住宅と県営住宅の集約建替えを行う。

事項 期間 限度額

第二和泉団地建替事業 R6～R7年度 3,124,000

環境モデル
都市推進課

第2次松山市環境総合計画にある事業の進捗を管理し、実行性を高めるとともに、適正で
迅速な災害廃棄物処理が行えるよう、職員を対象に訓練する。
令和6年度は、第3次松山市環境総合計画の策定に向けた準備を進める。

環境モデル
都市推進課

市民の環境意識の向上を目指し、小中学校や児童クラブのほか各種団体にエコリーダーを
派遣するとともに、「環境バスツアー」や「サマーエコキッズスクール」など、体験型の環境学
習を行う。また、まつやまRe・再来館（りっくる）を拠点に「ごみ減量リサイクル」や「温暖化
対策」、「海洋プラスチックごみ問題」のほか、自然環境学習の各種講座を開催するなど、環
境全般にわたる啓発を行う。さらに、食品ロスの削減を目的とする「3010運動」や「冷蔵
庫チェック」、「生ごみ３きり運動」を広く周知する。

環境モデル
都市推進課

本市の環境啓発拠点である「まつやまRe・再来館」を、安全で清潔な環境とするため、設備
などを正常で良好な状態に保つよう適切に維持管理する。

既存盛土分布調査により把握した既存盛土等に対し、安全性把握調査の必要性を判断す
るための優先度評価を行う。

道路後退用地を拡幅整備し、安全で良好な生活環境の充実につなげる。

移転補償や宅地造成、道路・電線共同溝の工事などを実施する。

事項 期間 限度額

松山駅周辺土地区画整理事業
に伴う支障物件移転補償事業

（建物）
R6～R8年度 33,000

松山駅周辺土地区画整理事業
に伴う支障物件移転補償事業

（設備）
R6～R8年度 1,230,000

環境モデル
都市推進課

国の計画に基づく温室効果ガスの削減目標等を掲げる本市の計画に沿って、松山市域や
市役所から排出される温室効果ガスの削減を進める。



☆緑の映える快適なまち【環境・都市】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

環境美化推進事業 4,549

【拡充】 ゼロカーボンシティ松山推進事業（再掲） 162,526

SDGsスマートアイランドモデル事業（再掲） 1,864

市内企業脱炭素促進事業（再掲） 3,494

自然環境保全事業 309 環境指導課

【新規】 自然環境保全事業［ニホンジカ食害対策事業分］（再掲） 142 環境指導課

浄化槽対策事業 157,118 環境指導課

大気悪臭環境保全事業 37,042 環境指導課

浄化槽設置整備事業 57,958 環境指導課

松山衛生事務組合負担金 506,083 環境指導課

ニホンジカの食害から希少植物を保護するため、愛媛県が設置する「（仮称）愛媛県生物多
様性保全推進協議会」に加入し、食害の調査・対策に取り組む。

環境モデル
都市推進課

カーボンニュートラルの実現のため、太陽光発電システムや住宅用蓄電池などの設置、
ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）、電気自動車、Ｖ２Ｈ充放電システムの導入等への
補助やカーシェアリングの実証等を行い、民生部門（住宅、オフィス等）や運輸部門から排出
される温室効果ガスの削減を進める。
令和6年度は、太陽光発電システムの所有者が電気自動車を導入する場合、補助を上乗せ
し、温室効果ガスの削減効果を高める。また、脱炭素化の推進を目的とした「まつやま環境
フェア」の開催や、各種イベントで環境啓発を行うことにより、市民一人ひとりのライフスタ
イルの転換を促す。

環境モデル
都市推進課

中島地域が抱える人口減少や少子高齢化、エネルギーの脆弱性などの課題を解決し、「豊
かな自然環境との共生」「快適で安全安心な暮らし」「島のにぎわい」を達成する持続可能
なスマートアイランドを実現するため、再生可能エネルギーの地産地消の拡大や環境にや
さしい電動モビリティの活用などに取り組む。

環境モデル
都市推進課

市内企業の脱炭素経営を促すため、ＥＳＧ融資を活用した事業への外部審査手数料を一部
補助するほか、地元金融機関や商工会議所等と連携し、地域ぐるみでの支援体制の構築と
支援メニューの拡大等で脱炭素経営を後押しする。

希少動植物の保護や特定外来生物による生態系などへの被害の防止によって、自然環境
を保全する。

10人槽以下の合併処理浄化槽の維持管理費に補助金を交付し、合併処理浄化槽の普及と
適正な維持管理を積極的に進め、公共用水域の水質を保全する。

微小粒子状物質(PM2.5）など大気中の汚染物質の常時監視や、ばい煙発生施設への立
入調査に取り組むことで、大気環境を保全する。

下水道事業計画区域外で、単独処理浄化槽か汲み取り便所を合併処理浄化槽へ設置替え
した場合、配管工事費を含む費用の一部を補助して、公共用水域の水質を保全する。また、
水質汚濁の著しい河川流域の地区を「水質改善優先整備地区」とし、重点的に設置を推し
進める。

し尿や浄化槽汚泥を処理する松山衛生事務組合に、構成市町の負担割合に応じた負担金
を支払う。

環境モデル
都市推進課

ごみのない美しいまちづくりを目指し、市民大清掃を実施するほか、事業所・市民グループ
のプチ美化運動の推進や市内全域ポイ捨て禁止の啓発を行う。また、市内中心部のカラス
によるごみの散乱への対策に取り組む。



☆緑の映える快適なまち【環境・都市】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

家庭系ごみ減量・リサイクル事業 10,160 清掃課

不法投棄ごみ防止対策事業 977 清掃課

可燃・埋立ごみ収集委託事業       782,139 清掃課

（債務負担行為）

容器包装リサイクル事業 32,593 清掃課

資源化促進事業   652,431 清掃課

（債務負担行為）

資源化物持ち去り行為防止対策事業 611 清掃課

ふれあい収集事業（再掲） 3,242 清掃課

【拡充】 南クリーンセンター運営管理事業（再掲） 1,375,245 清掃施設課

西クリーンセンター運営管理事業 932,851 清掃施設課

（債務負担行為）

地域の廃棄物減量等推進員や協力員と連携して、ごみ出しルールが守られていないことな
どへの対策を講じる。また、地域や小学校などでごみ出しルール等の説明会を開催すると
ともに、電気式生ごみ処理機の購入費を補助して、ごみの減量化やリサイクルを進める。

ごみの不法投棄防止のため、地域住民と連携して、啓発活動を行う。

家庭から排出される可燃ごみと埋立ごみを民間業者に委託し、集積場所から焼却施設や
埋立施設まで適切に収集運搬する。

R3～R8年度

事項 期間 限度額

西クリーンセンター
整備・運営事業

H21～R14年度 39,082,900

3,798,000

資源化物の持ち去りによる市民の不安や苦情を解消し、適正にごみを処理するため、行為
者への指導と啓発を行う。

市内全域でごみ出しが難しい高齢者などを対象に、自宅前まで市職員が訪問してごみを収
集することで、ごみ出しの負担を減らすとともに必要に応じて声掛けし、孤立化を防ぐ「ふ
れあい収集」に取り組む。

施設を安全で効率的に運転管理して、ごみを適正に処理し、市民の生活環境を保全する。
また、廃熱を利用した発電や処理の過程で回収した金属類の再資源化など、循環型社会を
目指す。
令和6年度は、場内での事故防止のための安全対策をさらに徹底するため、ごみピットへ
の転落防止対策を行う。

西クリーンセンターの運転管理と維持管理を公設民営のDBO方式で行う。

事項 期間 限度額

可燃ごみ収集運搬委託 R5～R10年度 4,098,500

埋立ごみ収集運搬委託 R3～R8年度 117,000

家庭から排出される容器包装廃棄物のうち、ペットボトルやプラスチック製容器包装、ガラ
スびんの再商品化を進める。

家庭から排出される資源ごみを民間業者に委託し、集積場所から選別保管施設まで適切
に収集運搬する。また、選別した資源ごみの再資源化を進める。

事項 期間 限度額

資源化物収集運搬
及び選別保管委託



☆緑の映える快適なまち【環境・都市】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

横谷埋立センター運営管理事業 616,389 清掃施設課

（債務負担行為）

中島リサイクルセンター運営管理事業 17,658 清掃施設課

【新規】 新南クリーンセンター整備事業（再掲） 66,152 清掃施設課

（債務負担行為）

事業系廃棄物適正処理事業 4,783 廃棄物対策課

廃棄物適正処理事業 61,152 廃棄物対策課

産業廃棄物最終処分場適正管理事業 57,575 廃棄物対策課

（債務負担行為）

中央・西部・北部・北条処理区管渠整備事業 【下水】 1,669,600 公営企業局

（債務負担行為）

管渠改良事業（ストックマネジメント） 【下水】 187,850 公営企業局

快適な生活環境の確保や公共用水域の水質保全などの観点から、計画的に下水道区域の
整備を拡大し、下水道普及率の向上につなげる。

事項 期間 限度額

中央処理区管渠整備事業
（越智一丁目ほか）

R5～R6年度 7,000

西部処理区管渠整備事業
（古三津六丁目ほか）

R5～R6年度 11,200

計画的に管渠の老朽化対策を進め、事故の未然防止やライフサイクルコストの低減に取り
組む。

資源化できない不燃物などを埋立処分し、埋立地から排出される浸出水は適正な処理後
に放流し、地域環境を保全する。また、水処理工程で発生する塩類を原料にしてエコ次亜
（消毒剤）を製造し、下水処理場で処理水の消毒に使用して、塩類をリサイクルする。

事項 期間 限度額

埋立ごみ等運搬車の買替 R６～R７年度 15,700

中島地区から分別収集した廃棄物を選別、圧縮、梱包して搬出し、資源を有効に利用する。

持続可能で安定的なごみ処理体制の確保に向けて、南クリーンセンターを同敷地内に建て
替えるために必要な調査・計画策定に取り組む。

事項 期間 限度額

新南クリーンセンター
施設整備基本計画作成業務委託

R5～R6年度 46,400

菅沢町最終処分場水処理施設
運転管理等業務委託

R3～R6年度 83,700

新南クリーンセンター
環境影響評価業務委託

R6～R8年度 130,900

事業系廃棄物の適正処理と減量・リサイクルの指導や啓発を行う。

廃棄物処理業者の指導・監督を行うとともに、パトロールの実施や監視カメラの設置など
の不法投棄防止対策を強化し、廃棄物の適正処理に取り組む。また、PCB（ポリ塩化ビフェ
ニル）廃棄物を保管する事業所に周知・啓発を行い、法で定められた期限内で適正に処理
する。

産業廃棄物の不適正処理があった民間最終処分場を、行政代執行で適切に維持管理する
ことで生活環境を保全し、市民の安全・安心を守る。

事項 期間 限度額



☆緑の映える快適なまち【環境・都市】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

雨水排水ポンプ場建設改良事業（ストックマネジメント） 【下水】 158,600 公営企業局

（債務負担行為）

汚水中継ポンプ場建設事業（ストックマネジメント） 【下水】 98,692 公営企業局

（債務負担行為）

中央・西部・北条浄化センター建設事業（ストックマネジメント） 【下水】 1,083,753 公営企業局

（債務負担行為）

西部浄化センター建設事業（固形燃料化）【下水】 1,775,361 公営企業局

（債務負担行為）

中央浄化センター消化ガス発電事業【下水】 103,468 公営企業局

雨水貯留浸透施設改造助成事業 【下水】（再掲） 4,000 公営企業局

（産業経済関係）

新たな水源かん養林事業 61,017 農林土木課

石手川ダム集水域で、放置竹林を伐採し、その跡地に広葉樹などを植栽することで、水源
かん養機能などの公益的機能をより高度に発揮させ、健全な森林を造成する。

70,400

計画的に汚水中継ポンプ場の老朽化対策を進め、事故の未然防止やライフサイクルコスト
の低減に取り組む。

計画的に処理場の老朽化対策を進め、事故の未然防止やライフサイクルコストの低減に取
り組む。

事項

公共下水道の接続で不要となった浄化槽を雨水貯留浸透施設に改造する人へ助成する。

西部浄化センター
高圧受変電設備更新工事

R5～R6年度 234,300

中須賀第１雨水排水ポンプ場
雨水ポンプ改築工事

R5～R6年度

北条浄化センター
A系最終沈殿池機械・電気設備

改築工事
R6～R7年度 320,100

西部浄化センターの焼却施設の老朽化に伴い、下水汚泥固形燃料化施設を建設し、下水汚
泥リサイクル率の向上とCO2排出量の削減に取り組む。

事項 期間 限度額

限度額

垣生汚水中継ポンプ場
機械・電気設備更新工事

R6～R7年度 85,800

下水汚泥処理の過程で発生する「消化ガス」を利用して発電し、電力会社へ売電すること
で、収益を増やし、資源を有効利用する。

計画的に雨水排水ポンプ場の老朽化対策を進め、事故の未然防止やライフサイクルコスト
の低減に取り組む。

事項 期間 限度額

中央浄化センター
3系最終沈殿池機械・電気設備

改築工事
R6～R8年度 510,400

西部浄化センター
下水汚泥固形燃料化事業

R3～R26年度 13,700,000

事項 期間

期間 限度額

中央浄化センター
3系水処理設備改築工事

R4～R6年度 816,200



☆市民とつくる自立したまち【自治・行政】
（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

【新規】 市議会デジタル化推進事業（再掲） 17,109 議会事務局

【拡充】 行政改革進行管理事務（再掲） 27,226 人事課

採用試験事務 11,310 人事課

職員研修事業 7,169 人事課

電子入札制度の実施事業 20,823 契約課

債権管理適正化事業 61,816 納税課

（債務負担行為）

【新規】 市税の徴収事業[Web口座振替受付サービス導入分]（再掲） 6,892 納税課

【新規】 市税の徴収事業［ナッジ活用口座振替勧奨チラシ作成分］（再掲） 919 納税課

納税推進プログラム 26,049 納税課

（債務負担行為）

税金等の公金の納付にかかる口座振替の受付をオンラインで実施できるサービスを導入
し、市民の利便性向上と納期内の納付率向上につなげる。

新たにナッジ理論（※）を活用したチラシで口座振替による納税を勧め、納期内での納付率
を向上させる。
※心理的な傾向や行動パターンを活用し、より良い選択を自発的に取れるよう促す手法

事　　業　　概　　要

職務遂行に必要な基本知識や技術の習得に加えて、職責、職階に応じた総合的な能力開発
を行う。

愛媛県や他市町と電子入札システムを共同利用し、官・民双方の入札事務の効率化を図
り、公平性・透明性及び競争性の高い入札・契約事務を実施する。

適切に採用試験を実施し、優秀な人材を確保する。

デジタル技術を活用した議会運営の効率化や活性化により、議会機能の強化を図る。
令和６年度は、情報通信機器等の調達及び議会関連施設の通信環境整備を行い、コミュニ
ケーションツールやペーパーレス会議システムなどを活用した各種会議が実施できる環境
を整える。

国民健康保険料などの滞納事案の一部を納税課で一体徴収し、効果・効率的な債権回収を
進める。令和6年度は、市税と国民健康保険料などの一体徴収の強化拡充に向け、新たに
滞納整理システムの改修を行う。

「松山市人材育成・行政経営改革方針」に基づき、ひと、仕事、組織の改革を一体的に推進
する。
令和６年度は、市民サービス向上等のため、庁舎の固定電話に、録音告知ガイダンス及び全
通話録音機能を導入する。

事項 期間 限度額

滞納整理システム改修業務委託 R6～R7年度 51,700

事項 期間 限度額

市税催告センター業務委託
（令和4年契約分）

R4～R7年度 68,300

本市の税への取組姿勢を積極的にアピールし、既存事業と一体的に実施しながら、徴収率
を向上させる。



☆市民とつくる自立したまち【自治・行政】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

車両等管理事務（再掲） 78,906 管財課

公共施設マネジメント推進事業 5,582 管財課

新庁舎整備事業 6,162 管財課

（債務負担行為）

人口減少対策プロジェクト推進事業 2,364 企画戦略課

松山市総合計画策定事業 19,782 企画戦略課

（債務負担行為）

連携中枢都市圏推進事業 453 企画戦略課

SDGs推進事業（再掲） 7,800 企画戦略課

デジタル化推進事業（再掲） 20,419 デジタル戦略課

（債務負担行為）

事項 期間 限度額

内部事務システム再構築及び
電子決裁基盤導入業務委託

R5～R9年度 590,700

R4～R6年度 33,000

第2期総合戦略に掲げる、「少子化対策」「移住定住対策」「地域経済活性化」「持続可能なま
ちづくり」の4つの基本目標に基づき、各種施策を実施することで、人口展望の実現と人口
減少問題に対応する。また、本市の人口減少対策をけん引する民間主体の組織「まつやま
人口減少対策推進会議」との協働などオール松山体制で地方創生を進めていく。

第6次松山市総合計画の計画期間が令和6年度末で終了するため、市民と行政の共通の指
針となる次期総合計画を策定する。

事項 期間 限度額

松山市総合計画策定事業

公共施設の老朽化などの問題に取り組むため、「公共施設等総合管理計画」や「公共施設再
編成計画」を進め、公共施設のマネジメントを行う。

新庁舎整備基本構想・基本計画
策定及び策定支援業務委託

老朽化した市庁舎別館、第3別館、第4別館の建替えに向けて、庁舎全体のあり方や新庁舎
に求められる機能などを整理する基本構想・基本計画を策定する。

公用車を適正に維持管理する。
令和6年度も引き続き、公用車をガソリン車から電気自動車へ段階的に転換し、CO2の排
出量を削減するとともに、災害時の非常用電源としても活用する。また、市が電気自動車
を積極的に導入することで、脱炭素の取組を普及啓発する。

R4～R6年度 21,000

限度額事項 期間

本市と近隣市町（伊予市・東温市・久万高原町・松前町・砥部町）で形成する連携中枢都市圏
の取組を推し進め、圏域の持続的な発展と活性化を目指す。

SDGsの達成に向け「産・学・民・官・金」など各種団体が協働で課題解決に取り組むプラッ
トフォーム「松山市SDGs推進協議会」の活動支援を行うとともに、SDGsを推し進める旗
振り役としてSDGs推進コンダクターを養成するなど、地域に行動の輪を広げることで、持
続可能なまちづくりを推進する。

松山市情報化推進指針などに基づき、市民生活の利便性の向上や、デジタル技術を活用し
た地域課題の解決に取り組み、「自治体ＤＸ」・「地域社会のＤＸ」の取組を加速させるほか、
伴走型での地域コミュニティのデジタル化支援や高齢者などデジタル技術に不慣れな方へ
の支援を行う。



☆市民とつくる自立したまち【自治・行政】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【新規】 デジタル化推進事業[窓口キャッシュレス決済導入分]（再掲） 31,108 デジタル戦略課

（債務負担行為）

【新規】 デジタル化推進事業[外部デジタル人材確保・協働事業分]（再掲） 6,029 デジタル戦略課

情報システム運用事業 1,419,367 システム管理課

（債務負担行為）

地域におけるまちづくり推進事業 80,576

【拡充】 地域におけるまちづくり推進事業 [まちづくり協議会デジタル化支援分]（再掲） 2,000

地域協働活動応援事業 58,696

市民活動推進事業 9,478

専門的な知見を有するデジタルアドバイザー(CIO補佐官)を確保し、職員と協働しながら
業務の効率化やデジタル技術を活用した地域課題の解決に取り組むことで、様々な分野の
DXを加速させる。

まちづくり
推進課

ＳＮＳを活用した情報発信や役員同士の情報共有など、まちづくり協議会活動のデジタル
化を支援し、持続可能な地域コミュニティを支える。

データエントリー業務委託
（令和6年契約分）

R5～R7年度 40,500

住民記録システム・総合福祉情報システム・税総合情報システム・都市情報システム・財務会
計システム・庁内LANなど、これまでに導入した各システムやネットワークなどの安定稼働
と維持管理を行うほか、業務の効率化につながるシステムの導入や働き方改革の推進に向
けた環境整備に取り組む。

事項 期間

本市窓口でのキャッシュレス決済を一層推し進めるため、各課窓口やスポーツ施設、公民館
などでキャッシュレス決済を導入し、市民の利便性向上につなげる。

事項 期間 限度額

窓口キャッシュレス決済
導入業務委託

R5～R6年度 46,800

まちづくり
推進課

まちづくり
推進課

防犯・社会福祉活動などで地域コミュニティの活性化に取り組む町内会連合会などに財政
支援を行う。また、安心してコミュニティ活動に参加できるよう、活動中に発生した事故を
対象とする保険に市が加入する。

まちづくり
推進課

市民からの寄付金と市費を市民活動推進基金として積み立て、補助金を交付し、市民活動
団体を支援するほか、地域の課題解決に向けて市と「協働」で取り組み、まちづくりのモデ
ルとなる事業を支援し、市民活動の啓発や行政との協働を推し進める。

限度額

データエントリー業務委託
（令和5年契約分）

R4～R6年度

まちづくり協議会の設立に向けた支援や設立後の運営支援を行うことで、住民が主体的に
まちづくりに取り組むことができる環境をつくり、地域課題の解決や魅力創出を進める。
また、まちづくり協議会の活動の情報発信や人材育成などを通じて、活動の活性化に取り
組む。

庁 内 LAN 機 器 等 賃 貸 借
（令和5年度基幹ネットワーク機器

分）
R4～R10年度 112,200

41,100

212,500

共通基盤システム機器更改に伴う
技術支援業務委託

R5～R6年度

電算システム
運用補助等業務委託

R5～R10年度

19,000



☆市民とつくる自立したまち【自治・行政】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

市政広報事業（再掲） 166,739

（債務負担行為）

若者と取組む選挙啓発推進事業 2,089 選挙管理委員会

事務局

（市民福祉関係）

市民との対話事業（再掲） 597

市長へのわがまちメール 1,389 市民生活課

市民相談事業 4,431 市民生活課

コールセンター及び総合案内運営事業　 33,682 市民生活課

（債務負担行為）

【拡充】 男女共同参画推進センター管理運営事業（再掲） 162,002 市民生活課

（債務負担行為）

タウンミーティ
ング課

シティプロモー
ション推進課

203,100

事項

市政への関心度をより高め、市民の声を市政に反映させるため、市ホームページの投稿専
用フォームのほか、専用はがき・電子メール・ファックスなどで寄せられる意見や提言など
に回答するとともに、データ集約して市民ニーズを把握し、各施策に活用する。

市民と直接対話することで、地域の魅力や課題を明らかにし、連携を深めるため、「タウン
ミーティング」を開催するほか、市民が集まる場に市職員が出向いて、市政の説明や意見交
換を行う「笑顔のまつやま まちかど講座」を実施する。

若年層を対象とした選挙啓発事業を積極的に進め、子育て世代へも波及させて、将来の投
票率向上につなげる。

事項 期間 限度額

松山市男女共同参画推進
センター指定管理委託

R5～R10年度 670,000

事項 期間 限度額

コールセンター及び総合窓口
センター等案内業務委託

R5～R8年度 172,200

男女共同参画の視点を盛り込んだ様々なテーマの講座を開催するほか、企業や市民グ
ループへの講師派遣など各種事業を実施することで、社会のあらゆる分野で男女が共に
参画することができる環境をつくる。
令和6年度からは、女性相談をリニューアルし、臨床心理士等の専門家相談を開設するほ
か、男女問わず働き方について相談できる社会保険労務士相談を開設し、相談体制を充実
させる。

暮らしの中での困り事や市政に関する相談のほか、専門的な法律相談などに、市民相談員
のほか、弁護士や司法書士が問題解決に向けた助言を行う。

市役所を利用する市民などの利便性を高めるため、電話による問い合わせや担当課への
取次ぎを行うコールセンターと、来庁者へ案内を行う総合案内所を民間へ委託し、運営す
る。

広報まつやま等配送事業 R4～R7年度

広報紙やホームページ、点字広報など、本市の広報手段を活用し、市の基本方針や事業な
どをPRすることで、市政への正しい理解と協力を求める。また、関西などで開かれる県人
会で、本市出身者などに、市政への協力を求める。

期間

R5～R6年度 88,800

限度額

広報まつやま発行事業



☆市民とつくる自立したまち【自治・行政】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

市民サービスセンター事業 2,174 市民課

（債務負担行為）

マイナンバーカード交付事務事業 214,053 市民課

（債務負担行為）

総合窓口センター運営事業 18,095 市民課

（産業経済関係）

ふるさと納税推進事業 1,303,264 地域経済課

（債務負担行為）

【新規】 一般会計繰出金【競輪】（再掲） 200,000 競輪事務所

【拡充】 施設維持管理事業【競輪】（再掲） 872,898 競輪事務所

（債務負担行為）

限度額

多目的競技場施設の維持管理において専門的な知識・技術が必要なものについては業務
委託を行い、適切な管理を行う。
令和6年度は、老朽化した走路の全面改修工事及び宿泊施設利用者の利便性向上のため
増築工事に着手する。

市内の商業施設に証明発行などを行う窓口を設け、土日祝日も利用可能とすることで、行
政サービスを充実する。また、キャッシュレス決済やセミセルフレジにより現金の受け渡し
による接触機会を軽減するほか、支払い方法の多様化で市民の利便性を高める。

事項 期間 限度額

市民課等証明書交付に伴う
キャッシュレス決済手数料

R2～R7年度 7,300

マイナンバーカード業務補助
に伴う人材派遣業務

R5～R6年度 52,100

市民課（総合窓口センター）では、住民異動などの手続をワンストップで完結でき、市民の
負担を軽減している。また、キャッシュレス決済やセミセルフレジにより現金の受け渡しに
よる接触機会を軽減するほか、支払い方法の多様化で市民の利便性を高める。

マイナンバーカードの取得を促進するため、申請や受取支援を引き続き行う。
令和6年度も引き続き、市内全域でカードを申請できる機会を確保するため、顔写真無料
撮影サービスを郵便局等で行うほか、写真撮影等が困難な方の自宅等へ出張して申請手
続の支援を行う。

事項 期間

松山中央公園多目的競技場
東棟増築等事業

R6～R7年度 298,200

事項 期間 限度額

松山中央公園多目的競技場
宿舎管理業務委託

R２～R７年度 70,000

松山競輪開催に伴う
競輪選手等への給食業務委託

R3～R８年度 192,000

ふるさと納税をきっかけに本市の応援者を拡大し、財源の確保と地元産品の販路拡大に
より地域を活性化する。

事項 期間 限度額

ふるさと納税支援業務委託 R4～R7年度 467,500

競輪事業で得た収益を競輪事業特別会計から一般会計に繰り出しを行う。
競輪の収益を一般会計に繰り出し、教育・文化・福祉・産業・まちづくりなど地域社会貢献に
活用することで地方財政の健全化を図る。

松山中央公園多目的競技場
走路改修事業

R6～R7年度 789,600



タウンミーティング （単位：千円）

予算額 担当課

【拡充】 共生のまちづくり啓発事業 4,276 障がい福祉課

障がい児相談窓口事業 75,392 障がい福祉課

（債務負担行為）

【新規】 個別避難計画作成事業（障がい者） 10,129 障がい福祉課

【拡充】 児童クラブ運営事業 [開所時間延長分][ベースアップ・キャリアアップ分] 401,426 子育て支援課

    [社会保険労務士による事務支援分][会計等事務支援分]

子育てひろば等支援事業 [こども館活性化分] 9,251 子育て支援課

【拡充】 児童クラブ室施設整備事業 [味生第二児童クラブ室分] 34,758 子育て支援課

【拡充】 病児・病後児保育事業 [北部・西部地区での新規実施分] 37,600 保育・幼稚園課

【拡充】 島しょ部航路運賃助成事業 7,671 医事薬事課

期間 限度額

松山市中央児童センター等
指定管理委託

R5～R10年度 2,614,400

島しょ部に居住する方が、通院や妊婦健康診査の受診を目的に航路を利用した場合など
に、その経費の一部を補助することで、負担を軽減し、島しょ部への定住を促す。
令和6年度から、要介護者の付添人分を支援対象に拡充する。

☆健やかで優しさのあるまち【健康・福祉】

障がいのある人もない人も共に生きる社会を目指して、広報や啓発活動を行う。また、障
がい者等の外出を支援するため、社会福祉協議会にバリアフリーマップの改訂費用を補助
する。

災害発生時に、自ら避難することが困難な障がい者の避難支援の実効性を高めるため、地
域や福祉関係者等と連携し、個別避難計画を作成する。
令和6年度は、特に優先度が高い、在宅の身体障がい者手帳１、２級所持者などの計画作成
に取り組む。

児童クラブの待機児童対策として、小学校の余裕教室を改修して児童クラブ室を増設し、
新たに約４３人分の受入れを確保する。

児童クラブの開所時間を延長した運営委員会に委託料を加算する。また、放課後児童支援
員の処遇改善を目的として、委託料単価を増額するとともに、経験などに応じて処遇改善
を行った運営委員会に委託料を加算する。更に、放課後児童支援員の事務負担の軽減を目
的として、運営委員会が社会保険の事務手続きなどを社会保険労務士に委任した場合や
会計事務を委任した場合等の費用を負担する。

平成29年度から、総合コミュニティセンターこども館に「ToiToiToi（トイトイトイ）」を設置
し、乳幼児とその保護者が気軽に集うことができる場所で、子育て相談、情報提供、助言そ
の他の援助を行う。

事　　業　　概　　要

ハーモニープラザにこどもの発達支援に関する相談窓口を設け、発達に不安があるこども
を継続的、専門的に支援する。

事項

実施地区を北部（高木保育園）と西部（三葉幼稚園）に拡げることで、こどもが病気になっ
ても安心して預けられる環境を整える。

31 1,788,888事業 千円

令和６年度　タウンミーティング対応事業



タウンミーティング （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

自主防災推進事業[地域ぐるみの防災支援事業分] 7,250 防災・危機管理課

【拡充】 松山市防犯協会防犯灯設置補助事業 [LED防犯灯設置補助分] 115,092 市民生活課

【拡充】 ブロック塀等安全対策補助事業 24,452 建築指導課

三津浜地区活性化推進事業 [三津浜地区古民家活用分] 7,700

愛ランド里島構想推進事業 [里島お試し移住推進分] 11,919

スポーティングシティまつやま推進事業 [ホストタウン関連分] 26,335

安全歩行空間整備事業（補助） 284,644 道路河川整備課

有害鳥獣捕獲緊急対策事業 112,883 農水振興課

農業用廃プラスチック適正処理推進協議会補助金 1,181 農水振興課

事業箇所 規格 総事業費 事業期間（予定）

農作物の被害軽減のため、有害鳥獣（イノシシ・サル・シカなど）を捕獲した場合に報償金を
支払うほか、被害を防ぐための電気柵や捕獲するための箱わななどの資機材購入費用を
補助する。

まちづくり
推進課

愛ランド里島構想の重点プロジェクトである定住を促進するため、「ハイムインゼルごごし
ま」、「神浦定住促進施設」、「空き家バンク」の運営に取り組む。

スポーティング
シティ推進課

農村の環境を保全し、農家の負担を軽減するため、使用済み農業生産資材のリサイクルに
取り組んでいる農業協同組合に、その費用の一部を補助する。

☆地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】

自主防災組織が取り組む防災訓練や資機材の整備などを支援するとともに、自主防災組
織ネットワーク会議の運営を補助するなど、地域の防災力強化を推進する。

☆生活に安らぎのあるまち【安全・安心】

避難路などに面し、老朽化等により劣化が認められ、倒壊の恐れがあるブロック塀の撤去
や建替えを行う所有者に費用の一部を補助する。

安全・安心なまちづくりを進めるため、町内会・自治会などによる防犯灯の新設費用を助
成するほか、故障などによる器具取替で器具のLED化を進める。
令和6年度からは、蛍光管が不点灯になった防犯灯をLED器具に交換し、LED化を更に推
し進める。

地域文化の相互理解と交流人口拡大のため、東京2020オリンピック・パラリンピックのホ
ストタウンとして認定され、これまで取り組んできた台湾競技団体とのスポーツ交流のほ
か、市民との相互交流に取り組む。

まちづくり
推進課

三津浜地区への新規出店を促進し、新たなにぎわいを創出するため、空き店舗などの未利
用物件を有効活用して整備したチャレンジショップやシェアショップの管理運営、「町家バン
ク」の運営に取り組む。

(132,663)

(30,054)

花園町外
L=240m、
W=15m

487,000 R元～R7年度

中之川通線 湊町三丁目外
L=620m、
W=35m

760,054 R6～R15年度

三番町線

千舟町空港線 千舟町七丁目外
L=570m、
W=20m

1,155,015 R元～R10年度 (121,927)

路線名



タウンミーティング （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

公民館笑顔あふれる絆づくり推進事業 [風早ふるさとめぐり補助分] 69 地域学習振興課

小規模校等学校間交流等支援事業 1,027 学校教育課

小学校施設維持管理事業 [エアコンPFI事業費分] 64,470 学習施設課

中学校施設維持管理事業 [エアコンPFI事業費分］ 34,142 学習施設課

（債務負担行為）

公民館施設マネジメント事業 435,455 学習施設課

（債務負担行為）

調理場維持管理事業 [学校給食食材の放射能測定分] 605 保健体育課

ふれあいセンター運営事業 [AED設置分］ 320 人権啓発課

環境美化推進事業 [カラス等害鳥対策分] 1,343

家庭系ごみ減量・リサイクル事業 [ごみ集積場所の啓発看板分] 209 清掃課

6,660 公園緑地課

☆健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】

石手川緑地の倒木等危険性の高い樹木を撤去するなど、早急な対応を行う。
また、公園にフェンスを増設することで、ボール遊びの環境を整備する。

公園緑地一般管理事業 [石手川緑地の樹木伐採分] [ボール遊びができる公園づくり改良分]

「ふれあいセンター」8館にAEDを設置し、市民の安全・安心に貢献する。

☆緑の映える快適なまち【環境・都市】

「風早ふるさとめぐり」の普及啓発に必要な経費を補助する。

小規模校の児童生徒が、他校との交流を深めることにより新たな人間関係や経験を広げ
るなど、こども達の生きる力を育む教育の充実に繋げるため、必要な移動経費を支援し学
校間交流等を行いやすい環境を整備する。

教育環境の向上のため、小中学校の普通教室・特別教室に整備したエアコンを維持管理す
る。

事項 期間 限度額

小学校エアコン整備PFI事業 H28～R11年度 4,400,000

中学校エアコン整備PFI事業 H28～R11年度 2,200,000

安全・安心な施設を整備するため、長寿命化計画に基づき、公民館施設の老朽化状況や将
来の需要に応じて、適切な時期に適切な規模で改修などを行い、長寿命化などを進める。
令和6年度は、久米、八坂、泊公民館の改修工事を行い、エレベーターを設置する。

消費者庁から貸与を受けた放射性物質測定機器を活用して、学校給食食材の自主測定を
行う。

事項 期間 限度額

久米公民館・支所
長寿命化改良事業

R6～R7年度 66,000

環境モデル
都市推進課

これまでの取組の検証結果や専門委員からの意見をもとに、市内中心部の早朝パトロール
や適正なごみ出し指導のほか、カラスなどの害鳥の追い払い機器を町内会などに貸し出す
など、ごみの散乱等への対策を行う。

ごみの分別やごみ出しマナーの改善など、集積場所を適正に利用するための啓発看板を
作成し、希望する町内会等に配布する。



タウンミーティング （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

城山公園管理事業［堀之内地区城濠水質浄化分］ 3,600 公園緑地課

空家対策推進事業 [老朽危険空家除却補助事業] 36,000 住宅課

余土支所移転建替事業 31,842 市民課

地域交流センター管理事業 [グラウンド芝生化分] 1,187 市民課

地域の住環境を向上させるため、老朽化により倒壊などのおそれのある危険な空き家を
除却する所有者などに、補助金を交付する。

城濠水の水質改善を目的に、水質試験の実施や、夏場に発生する淡水赤潮などの発生原
因を学資経験者の協力を得ながら調査する。

☆市民とつくる自立したまち【自治・行政】

芝生化を行った地域交流センターグラウンドの維持管理を行う。

移転建替工事が完了した余土支所に太陽光パネルを設置し、再生可能エネルギーの活用を
進める。



（単位：千円）

縮減額
(一般財源）

担当課

【歳入増】 競輪事業収益の一般会計への繰出し［競輪事業特別会計］ 200,000 競輪事務所

【 廃 止 】 国保・特定健康診査・保健指導事業に係る繰出金 90,336 国保・年金課

【見直し】 横谷埋立センター維持管理事業［横谷廃棄物センター分］ 47,260 清掃施設課

【 廃 止 】 節水推進事業［節水型トイレ改修助成金］ 14,175 水資源対策課

【 廃 止 】 こども医療費助成に伴う国保・国庫負担金の減額に係る繰出金 11,069 国保・年金課

【 廃 止 】 ウィズコロナ雇用促進事業［採用情報ホームページ導入支援補助金］ 9,000 地域経済課

【見直し】 小児救急医療確保事業 1,125 医事薬事課

など

全体の縮減額 ６．６億円規模

冊子で発行していた「こどもの救急ガイドブック」をデジタル化し、いつでも
ホームページなどで閲覧できるようにすることで、利便性を高める。

国民健康保険加入者への健康診査や保健指導について、国保特別会計に係る
国や県の交付金等を活用して行うことで、一般会計の負担を軽減するととも
に、加入者の負担を増やすことなく、これまでどおり実施する。

横谷廃棄物センターは、横谷埋立センターの稼動（H15)に伴い受入れを休止
し、現在は維持管理のみを続けている。今後、国の廃止基準に適合しだい、廃
止する予定である。埋立地の雑木伐採業務を前倒しで完了させるなど、廃止
に向けた工程を短縮し、維持管理の費用を縮減した。

採用情報のホームページ導入補助を廃止し、確実に雇用に結びつく成功報酬
型の人材紹介サービス利用に対する支援に移行することで、中小事業者の人
手不足改善を一層効果的に後押しする。

見直し内容

節水型トイレへの改修費補助は、家庭用トイレの多くが節水型になるなど、普
及が進み、一定の目的を達成したと考えられるため、廃止する。今後は、節水
シャワーヘッドへの補助を福祉事業者に拡大するなど、更に節水型の都市づく
りを推し進める。

競輪事業の収益の一部を競輪事業特別会計から一般会計に繰り出し、当初予
算の一般財源として活用する。（これまで収益は、競輪場等を建設する際に借
りた市債の返済等に充ててきた。返済が令和5年度で完了し、6年度から収益
を活用できるようになったもの。）

令和６年度　事務事業の見直し（主な事業）

現在、こどもの医療費を自治体が独自に助成した場合、国が国民健康保険の
国庫負担金を減額している。松山市では、減額分を一般会計から補填してお
り、全国市長会等を通じ、減額制度の廃止を要望してきた。この度、国が減額
制度を廃止する方針を示したため、一般会計からの補填を廃止する。

引き続き厳しい財政事情の中、事務事業をゼロベースで見直すことで事業費を縮減し、主要事業等の施策に

有効活用することにしました。その中から、主な事業を掲載します。


